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１．多様な保育ニーズに対応した市区町村の取組に対する支

援について

（１）待機児童解消に向けた取組状況と「子育て安心プラン」について

（関連資料１～５参照）

子育て家庭における仕事と家庭の両立と、女性の活躍を推進していく

上で、待機児童の解消は取り組むべき最重要課題であり、潜在需要も含

めた保護者の保育ニーズに対応した受け皿を確保していくため、「待機

児童解消加速化プラン」に基づき、待機児童解消に向けた取組を進めて

きたところである。

各自治体の積極的な整備推進により、2013（平成25）年度から2016

（平成28）年度末までの４年間で、企業主導型保育事業による保育の

受け皿拡大と併せて約42.8万人分の保育の受け皿を確保し、2017（平

成29）年度末までの５年間では、約59.3万人分の拡大を見込んでいる。

一方で、女性就業率（25歳～44歳）は年々上昇し、それに伴い保育

の申込者数も年々増加していることから、2017（平成29）年４月時点

の待機児童数は２万6,081人と、依然として２万人を超える水準で推移

している。

このため、2017（平成29）年６月に「子育て安心プラン」を策定し、

2022（平成34）年度末の女性就業率（25歳～44歳）８割に対応できる

約32万人分の保育の受け皿を整備することとし、さらに、昨年12月に

閣議決定した「新しい経済政策パッケージ」では、このプランを前倒

しし、約32万人分の保育の受け皿を2020（平成32）年度末までに整備

することとしている。

実際の保育の受け皿整備に当たっては、保育の実施主体である市区

町村において、保育を必要としているが申込みに至らないようなケー

スも含め、潜在的な保育ニーズを的確に把握し、それを整備計画に反

映して整備を進めることが重要である。

国としては、こうした自治体の取組を支援、促進させるため、「保

育コンシェルジュ」について段階的に拡充を行ってきたところである

が、2018（平成30）年度からは、申請前相談が集中する時期などに重

点的に出張相談等を実施するなど、実態に即した運用が可能となるよ

う見直しを行うこととしており、保護者に「寄り添う支援」を進めて

いく。

また、「子育て安心プラン」による市区町村計画（子育て安心プラ

ン実施計画）の作成に当たっては、これまでの「待機児童解消加速化

プラン」による市区町村計画から大幅に変更し、
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・ 市区町村内の「保育提供区域」ごとに計画を作成

・ 定員数について「０歳、１・２歳、３歳以上」の年齢区分ごとに

作成

・ 申込者数（保育ニーズ）について、「保育コンシェルジュ」など

を積極的に活用しながら、「申込みに至らないようなケース」も含

め、潜在的な保育ニーズを的確に把握した上で作成

・ 都道府県は、市区町村が作成した計画の保育ニーズの見込み等が

適切かどうか精査

を行い、2020（平成32）年度末までの見込・計画数、実績の「見える

化」を行うこととしているので、各自治体におかれては、遅くとも202

0（平成32）年度末までの待機児童の解消に向けて取組の強化・徹底を

図っていただくとともに、各都道府県におかれては、市区町村が策定

する保育ニーズの見込み等が適切かどうかを十分に精査していただく

ようお願いする。

（２）平成30年度の主な保育対策関係予算について

① 保育所等整備交付金等について（関連資料６、７参照）

「子育て安心プラン」に基づく保育の受け皿整備を進めるため、20

17（平成29）年度補正予算及び2018（平成30）年度予算案において、

企業主導型保育事業を含め合計11.5万人分の受け皿整備に必要な予算

を計上するとともに、保育の受け皿増が必要な地域における施設整備

や改修に係る国庫補助率の嵩上げ（１／２→２／３）を引き続き行い、

意欲のある市区町村の取組を支援することとしている。

また、本年度末としていた「安心こども基金」の実施期限について、

本年度末時点で一定の基金残高が見込まれること、また、子育て安心

プランに基づき2020（平成32）年度末までに32万人の保育の受け皿整

備を行うこととしていることを踏まえ、2020（平成32）年度末まで３

年間延長することとしている。

さらに、昨今の資材費及び労務費の動向を反映し、平成29年度にお

ける交付基準額から３％増の補助単価の改定を行う予定であるので、

各市区町村におかれては、積極的な保育の受け皿確保に向けた取組を

進めていただくようお願いする。

② 「民有地マッチング事業」について（関連資料８参照）

保育所等の設置可能な土地等の所有者と、保育所等を整備する法人

等とのマッチングに向け、保育所等の整備候補地を円滑に確保するた
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め、地域の不動産事業者等との連携などを通じて、土地等の所有者に

対して、所有する土地の保育所等への活用について積極的に働きかけ

ることを支援することとしているので、各市区町村におかれては、本

事業を活用により、積極的な保育の受け皿確保に向けた取組を進めて

いただくようお願いする。

③ 「都市部における保育所等への賃借料支援事業」について

都市部における保育園等の設置を支援するため、実際の建物賃借料

が公定価格における賃借料加算額の３倍を超える保育園等について、

当該超過額の一部について支援を行っているところであるが、支援の

重点化を図るため、2018（平成30）年度から、財政力の高い市区町村

について、他の市町村と比べ国庫補助額が90％相当額となる仕組みを

設けることとしているのでご承知おきいただきたい。

④ 「保育士宿舎借り上げ支援事業」について

保育人材の確保を図るため、保育士のための宿舎の借り上げに必要

な費用の一部を支援しているが、支援の重点化を図るため、2018（平

成30）年度から、財政力の高い市区町村については、交付額の決定に

当たり、対象経費の実支出額の４分の３を乗じた額に補助率を乗じて

算出する方法を用いることとしているのでご承知おきいただきたい。

なお、2017（平成29）年度以前に本事業の対象となっていた者に係

る対象経費の取扱いについては、この算出方法は適用せず、従前の算

出方法を用いるので、ご留意願いたい。

⑤ 「医療的ケア児保育支援モデル事業」について

（関連資料９～11参照）

保育園等において、医療的ケア児の受入れを可能とするための体制

を整備し、地域生活支援の向上を図ることを目的として、2017（平成

29）年度より「医療的ケア児保育支援モデル事業」を実施している。

2018（平成30）年度予算案においては、これまで保育園等に看護師

を配置し、その看護師が医療的ケアを行うこと要件としていたところ、

看護師の配置は要件とせず、研修を修了した保育士等による医療的ケ

アを行う場合も補助対象とすることとしている。

各市区町村におかれては、医療的ケア児の保育ニーズを適切に把握

し、医療的ケア児の受入体制の整備に努めていただくようお願いする。

⑥ 「家庭的保育コンソーシアム形成モデル事業」について
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（関連資料12参照）

家庭的保育事業の更なる普及につなげるため、市区町村単位で複数

の家庭的保育事業者及び連携施設がコンソーシアム（共同事業体）を

形成し、情報・ノウハウの共有、保育環境の整備、経営の効率化等を

共同で行うことができる体制の整備を図る「家庭的保育コンソーシア

ム形成モデル事業」を2018（平成30）年度予算案に計上している。

本事業では、連絡・調整役を担うコーディネーターを配置し、共同

での備品購入や、連携施設からの給食提供等の調整、各自業者間の情

報共有等を行い、家庭的保育者が抱える課題の解消や、保育に専念で

きる環境の整備等を図ることで、家庭的保育者の参入を促すとともに、

更なる家庭的保育の普及と質の向上を図ることとしている。

事業実施に当たっては、補助金の交付申請を行う前に、事前協議を

行った上で、補助対象自治体を選定する予定としているので、実施を

予定している各自治体におかれては準備願いたい。

⑦ 「広域的保育園等利用事業」について（関連資料13参照）

自宅から遠距離にある保育園等の利用を可能にするため、保護者に

とって利便性のよい場所に市区町村が設置する子ども送迎センターか

ら、送迎バスによる各保育園への送迎を行うなどの「広域的保育園等

利用事業」をこれまで実施してきたところである。

2018（平成30）年度予算案においては、更なる利便性の向上を目指

し、送迎バスが子ども送迎センターを経由せず、直接、複数の利用者

の自宅又は自宅近くの安全に場所のみを経由する場合についても、補

助の対象とすることとしている。

また、送迎センターを設置するために既存の建物を改修するための

経費についても、補助対象に加えることとしているので、各市区町村

におかれては、本事業の積極的な活用をお願いしたい。

⑧ 行政手続きコスト削減に係る対応について

「平成29年度規制改革実施計画」（2017（平成29）年６月９日閣議

決定）において、事業者が行う行政手続きに係るコストを2020（平成

32）年までに20％削減することとされており、厚生労働省における行

政手続きコスト削減の基本計画において、「保育対策総合支援事業費

補助金」についても、行政手続きコストを図ることとしている。

各自治体におかれては、事業者等からの補助金の申請等に係る行政

手続きコストの削減に当たり、以下の方針で取り組んでいただくよう

お願いする。
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・事業者からの申請は、郵送やメールでの申請を基本とし、事業者が

申請に要する時間の削減を図る

・申請時に提出があった資料については、原則として実績報告の際に

再提出を求めない

なお、補助金申請に係る事業者からの申請書の様式について、各自

治体に対し標準様式をお示しし、2019（平成31）年度から全国統一化

を図ることを予定しているので、ご留意いただきたい。

（３）平成30年度税制改正等について（関連資料14参照）

2017（平成29）年12月22日に「平成30年度税制改正の大綱」が閣議決

定され、個人又は法人が、2018（平成30）年４月１日から2020（平成32）

年３月31日までの間に、企業主導型保育施設用資産の取得等をして、そ

の保育事業の用に供した場合には、３年間12％（建物等及び構築物につ

いては、15％）の割増償却ができる税制上の措置が講じられることが盛

り込まれた。

（４）保育園等の連携施設の確保について（関連資料12参照）

家庭的保育事業等（居宅訪問型保育事業を除く。）については、保育

が適切かつ確実に行われるとともに、家庭的保育事業者等による保育の

終了後も満３歳以上の児童に対して必要な教育又は保育が継続的に提供

されるよう、保育園等の連携施設を適切に確保する必要がある。

平成28年12月の総務省行政評価局による勧告「子育て支援に関する行

政評価・監視」において、連携施設の確保のためには市区町村による実

効的な支援が必要である旨指摘されたことも踏まえ、各市区町村におか

れては、2018（平成30年）度予算案に計上した「家庭的保育コンソーシ

アム形成モデル事業」を活用していただくなど、引き続き連携施設の確

保に向けた取組を進めていただくようお願いする。

（参考）家庭的保育事業等の連携施設の設定状況について

（平成28年4月1日現在）

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000135739.html

（５）企業主導型保育事業と市町村計画との連携について

企業主導型保育事業（2016（平成28）年度創設）については、2017（平

成29）年度末までに行う約７万人分の整備に加え、2018（平成30）年度

予算案において「子育て安心プラン」に基づき、新たに約２万人分の整

備を実施することとしている。

「子育て安心プラン」においては、保育の受け皿として企業主導型保
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育事業（従業員枠・地域枠）を含めていることから、企業主導型保育事

業による保育の受け皿整備と市区町村による整備計画の連携が適切に図

られるよう、

・設置事業者に対して、整備費の申請前に予め市区町村に相談を行うよ

う要請

・設置事業者から整備費の申請があった際には、公募団体から都道府県

を通じて申請状況を各市区町村に情報提供

・企業主導型保育施設を利用する児童情報について、公募団体から児童

居住市区町村に対して情報提供

することとしているため、各都道府県、市区町村において、ご了知いた

だくとともに、ご協力をお願いする。

各市区町村におかれては、市区町村計画の作成等に当たって、企業主

導型保育事業との適切な連携を図っていただくようお願いする。

（６）保育園等の優先入園に係る取扱いについて

（関連資料15～17参照）

利用調整を行うに当たっては、特に待機児童が発生している市区町村

において、保育園等の利用に係る優先度を踏まえて、その利用の調整を

行うため、2014（平成26）年の留意事項通知の内容も踏まえ、独自に点

数付けを行うなどの取扱いを行っている事例が多く見られる。

これについて、

・点数付けの際の考慮要素となる項目や基準等の公表及び周知、入園申

込者から求めがあった場合等の当該申込者に係る点数等の開示等、選

考過程の透明化に努めるとともに、①兄弟姉妹について同一の保育園

等の利用を希望する場合、②保育士等の子どもが保育園等の利用を希

望する場合、③小規模保育等の地域型保育事業の卒園児童である場合

における優先的な取扱いについて、改めて配慮すること（2016（平成

28）年７月28日付け事務連絡）

・待機児童の解消等のために保育人材の確保が必要な市区町村において

は、保育士等の子どもの保育園等への入園の可能性が大きく高まるよ

うな点数付けを行い、可能な限り入園を確定させること（⇒２（５）

保育士等の子どもの保育園等の利用に係る配慮について）

・保護者がその居住する地域の近隣の保育所等に通うことが可能となる

よう、各市区町村が定める保育提供区域内に居住する子どもについて、

当該区域内の保育所等への入所の可能性が大きく高まるような点数付

けを行うことも考えられること、また、このような点数付けは、大規

模マンションでの保育園等の設置促進にも資すること（⇒６（４）「規
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制改革推進に関する第２次答申」を踏まえた対応方針について）

・多様な働き方が広がっていることに鑑み、それぞれの保護者の勤労状

況をきめ細かく把握し、実態に応じた取扱いが可能となるような点数

付けが望ましいこと（⇒１（９）多様な働き方に対応する保育の提供

について）

など、待機児童の解消等に資するような点数付けの実施について検討す

るよう、累次のお願いを行ってきたところであり、各市区町村におかれ

ては、これらを踏まえ、利用調整における選考過程の合理化や明確化に

一層努めるようお願いする。

また、点数付けを変更する際、選考開始まで間もない時期に公表を行

っている市区町村がみられるが、当該変更が入園申込の結果に大きな影

響を与えるものであることに鑑み、各市区町村におかれては、選考の開

始まで余裕のある時期に実施して十分な周知期間・説明期間を設けるな

ど、入園申込者の予見可能性を考慮したきめ細かな対応に努めていただ

きたい。

（７）病児保育事業の推進について（関連資料18、19参照）

① 質の向上について

病児保育事業は、病気になった子どもの保護者が希望に応じて就

労できるようにするために重要な事業であるが、感染症の流行や、

病気の回復による突然の利用キャンセルなどにより、利用児童数の

変動が大きく、経営が不安定になる等の状況が生じている。

このため、2018（平成30）年度予算案においては、

・運営費の基本単価について、事業の安定によりつながるような補

助の仕組みとした上で、

・利用児童数に応じた加算について、現在2,000人となっている上限

を見直し、2,000人を超えて利用した場合においても、利用児童数

に応じた加算を行う

こととしているため、各市区町村におかれては、安定的な事業の実

施のために必要な財政措置を講じていただくとともに、地域の保育

ニーズに対応できるよう、病児保育事業の普及に積極的に取り組ん

でいただきたい。

② 横展開について

病児保育事業の安定的な事業運営や、質の確保等について取り組

まれている事業所について、その取組内容や課題等を事例としてと

りまとめ、昨年11月に「病児保育取組事例集」を作成し、各市区町
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村あて事務連絡により送付したところである。

各市区町村におかれては、本事例集を事業実施者等に周知してい

ただくとともに、地域の実情等に応じてご活用いただき、病児保育

事業の充実に努めていただくようお願いする。

③ 柔軟な事業実施について

「病児対応型」及び「病後児対応型」の実施場所については、「病

児保育事業（病児対応型・病後児対応型）実施に係る留意点ついて」

（平成27年７月29日事務連絡）においてお示ししているとおり、事

故防止及び衛生面に配慮されているなどの要件を満たし、児童の養

育に適した場所であることを十分に確認した上で、例えば、稼働外

の診療室など、病院・診療所等の空きスペースを利用し、柔軟に事

業を実施することを可能としているため、ご留意いただきたい。

（８）障害児保育の推進について（関連資料20参照）

障害のある子どもの保育に要する費用については、2003（平成15）

年度より一般財源化され、地方交付税により措置されているところで

ある。

厚生労働省で実施した調査では、2016（平成28）年度における保育

園等で受け入れている障害児の数は約65,000人と、10年前と比較し約

２倍となっている。

こうした状況を踏まえ、2018（平成30）年度の地方交付税では、こ

れまで400億円であった当該予算を800億円に拡充するとともに、各市

町村の障害児保育に係る財政需要を的確に反映するため、各市区町村

の保育園等における「実際の受入障害児数」に応じて地方交付税を算

定することとしている。

障害のある子どもの保育については、一人一人の子どもの発達過程

や障害の状態を把握し、適切な環境の下で実施される必要があること

や、家庭や関係機関と連携した支援が必要であることから、各市区町

村におかれては、概ね障害児２名に対し、保育士１名を水準としつつ、

適切に保育士を配置し、引き続き障害児保育を推進していただくよう

お願いする。

（９）多様な働き方に対応する保育の提供について（関連資料15参照）

2014（平成26）年の留意事項通知において、「就労の形態については、

居宅外での労働のほか、居宅内で当該児童と離れて日常の家事以外の労
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働をすることを常態としていること（自営業、在宅勤務等）も対象とす

る」と示している。

多様な働き方が広がっていることに鑑み、それぞれの保護者の勤労状

況をきめ細かく把握し、実態に応じた取扱いが可能となるような点数付

けが望ましいことから、フリーランスで働く方等多様な働き方をしてい

る保護者が、保育園等の利用申込みをした際の調整において、一律に不

利な状況に置かれることがないよう、利用調整の際に留意すべきポイン

トをまとめた事務連絡を2017（平成29）年12月28日に発出したところで

あり、これを踏まえた取組に努めていただきたい。

（10）認可外保育施設の認可化移行の促進について（関連資料21参照）

認可外保育施設の認可化移行支援については、「認可化移行支援強化

事業」により、移行に向けての課題の調査、施設の改修、運営の経費等

の補助を行ってきたところであるが、このうち、運営費の補助について、

2018（平成30）年度予算案において拡充を図ることとしている。

具体的には、現行の仕組みでは、公定価格の定員20人の単価をベース

として、施設の規模にかかわらず児童の年齢に応じた補助単価となって

いるところを、2018（平成30）年度予算案では、

・補助基準額を公定価格ベース（基本分単価＋所長設置加算）の２／３

相当額に引き上げる

・児童の年齢に加え、施設の規模（定員区分）に応じた補助単価の設定

を行う

こととしている。

また、規制改革推進会議の第２次答申（2017（平成29）年11月29日）

を踏まえ、待機児童対策への支援策として、保育の受け皿整備が必要で

ある都道府県が待機児童対策に係る協議会を設置する場合には、一定の

市区町村に対して補助単価の５％を加算する仕組みを設けることとして

いる。

この運営費の補助のほか、

・保育士の有資格者や保育従事者の配置数が不足している

・乳児室・保育室の面積が不足している、調理室がない

等といった、認可化移行に当たっての課題を解決するため、

・無資格の保育従事者による保育士資格の取得

・マッチング支援による新たな保育士の確保

・基準を満たす施設への改修

等の支援メニューを用意している。

各自治体におかれては、認可保育園等への移行ニーズを把握した上で、
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認可外保育施設の事業者に対し、本事業における認可化移行の支援メニ

ューとともに、認可保育園等へ移行した際のメリット（運営に係る費用、

施設の老朽化に伴う修繕や増築・改築に必要な費用等の補助、保育対策

総合支援事業の様々なメニューによる補助や支援）を積極的に周知いた

だき、認可化移行の取組を促進していただきたい。

２．保育人材確保について

（１）総合的な保育人材確保策の推進について（関連資料22～28参照）

「子育て安心プラン」に基づく保育の受け皿整備に伴い必要となる保

育人材を確保するため、処遇改善のほか、新規の保育士資格取得や就業

継続、離職者の再就職といった支援に総合的に取り組むこととしている。

まず、処遇改善については、これまでの処遇改善に加え、2017（平成

29）年人事院勧告に伴う国家公務員の給与改定に準じた保育士等の処遇

改善（保育士平均＋1.1％）を、本年度の公定価格を2017（平成29）年

４月に遡及して改定し、2018（平成30）年度の公定価格にも反映を行う

こととしている。

また、保育士の業務負担の軽減等のため、2017（平成29）年度補正予

算に保育園等におけるＩＣＴ化の推進を盛り込むとともに、2018（平成

30）年度予算案においては、

・保育補助者の雇上げ支援における資格要件（子育て支援員研修等の受

講）の緩和や定員規模に応じた補助者の加配

・清掃等の業務を行う者の配置を支援する保育体制強化事業の実施主体

や対象施設の拡大

・保育園等に勤務する保育従事者の保育士資格取得支援を拡充し、対象

となる職員の拡大（常勤職員のみ→非常勤を含む全職員）

など、事業の拡充を盛り込んでいる。

各都道府県におかれては、これらの事業等を積極的に活用するなど、

引き続き、保育人材確保の推進にご尽力いただきたい。また、保育人材

の確保に当たっては、市区町村における取組も重要であり、保育士の子

どもの保育園への優先入所等の取組も含め、管内市区町村に対し、保育

人材確保に積極的に取り組んでいただくよう、周知等についても御配意

願いたい。
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（２）技能・経験に応じた処遇改善について（関連資料24、29参照）

2017（平成29）年度より実施している技能・経験を積んだ保育士等に

対する処遇改善（処遇改善等加算Ⅱ）については、2018（平成30）年度

より以下のとおり加算額の配分方法の見直しを行うこととしている。

① 副主任保育士等の賃金改善のための加算額については、月額４万円

の賃金改善を「人数Ａ÷２（一人未満の端数切り捨て）」人の副主任

保育士等に対して行った上で、残りの加算額については、従来は職務

分野別リーダー等への配分を認めていなかったところ、職務分野別リ

ーダーに配分することを可能とすること

② ①により職務分野別リーダーに配分を行う場合には、職務分野別リ

ーダーの賃金改善のための加算について、

・配分人数について、従来は「人数Ｂ」に固定されていたところ、「人

数Ｂ」を超えてもよいこと

・また、賃金改善額については、従来は月額５千円に固定されていた

ところ、副主任保育士等に対する賃金改善額のうち最も低い額を超

えない範囲内で月額５千円を超えてもよいこと

を可能とすること

③ 処遇改善等加算Ⅱの加算額については、同一事業者内の施設・事業

所をまたぐ配分を認めていなかったが、2022（平成34）年度までの時

限措置として、処遇改善等加算Ⅱによる加算額の総額の20％について

は、同一事業者内で施設・事業所をまたぐ配分を可能とすること

なお、処遇改善等加算Ⅱの加算要件のうち、研修の受講に係る要件に

ついては、2022（平成34）年度を目途に当該要件の必須化を目指すこと

とし、2021（平成33）年度までの間は当該要件を課さないこととした。

ただし、この研修受講要件の必須化については、2022年度開始までに、

研修の受講状況を踏まえ、判断することとしている。

各地方自治体におかれては、保育人材の処遇改善のため、制度を十分

に理解いただき、各事業者による加算取得の促進を図っていただきたい。

また、2017（平成29）年人事院勧告に伴う国家公務員の給与改定の内

容に準じた保育士等の処遇改善（保育士平均＋1.1％）に要する費用に

ついては、2017（平成29）年度補正予算に盛り込んでおり、本年度の公

定価格を2017（平成29）年４月に遡及して改定することとしている。

これは、2018（平成30）年度の公定価格においても同様であるので、

各自治体におかれては、改定の趣旨をご理解いただき、保育士等の職員

給与が適切な水準となるよう、保育園等に要請するなど、周知・指導に

ご協力いただきたい。
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（３）保育士等キャリアアップ研修の実施体制の整備について

（関連資料30参照）

① 研修の実施状況及び計画の作成

今般、研修の実施状況を取りまとめたところ、各都道府県が全ての

分野ごとに十分な受講定員を確保できている状況ではないと考えられ

る。2017（平成29）年度から保育士等キャリアアップ研修を開始した

ところであるが、各都道府県におかれては、受講ニーズに対応した研

修の実施体制を速やかに整備していただきたい。

また、処遇改善等加算Ⅱの加算要件として、2022（平成34）年度を

目途に、研修受講の必須化を目指すこととしたことを踏まえ、今後、

研修の実施体制の整備を計画的に進めていく必要があることから、各

都道府県に対して2021（平成33）年度までの分野別の研修実施計画の

提出を求めるとともに、計画のフォローアップを行う予定であるので

ご留意願いたい。

② 研修の実施体制整備について

キャリアアップ研修の実施体制整備に当たっては、受講ニーズを適

切に把握するとともに、研修の実施方法について、

ア 都道府県が自ら研修を実施する方法（直接実施・委託）

イ 研修実施機関が実施する研修を都道府県が指定する方法

があることから、各都道府県におかれては、アの方法のみならず、イ

の指定制度を活用し、保育団体や指定保育士養成施設、管内市区町村

に対し、研修の実施を促すことも含め、研修の実施を進めていただき

たい。

また、2016（平成28）年度以前から実施されている既存の研修も十

分に活用することとし、時間数等の要件が満たないものについては、

翌年度に追加的な研修を実施することで補うなど、柔軟な対応を検討

していただきたい。

さらに、各都道府県において、受講者のニーズも様々であることが

考えられることから、受講希望者が受講しやすいよう、土曜日の開催

や離島・遠隔地の受講希望者への対応等について留意の上、研修の実

施体制の整備を進めていただきたい。

なお、研修の実施に必要な費用については、受講者に過度な受講料

の負担とならず、かつ、自治体間で不公平が生じないよう、「子ども

・子育て支援体制整備総合推進事業費国庫補助金」を活用し、受講者

に過度な受講料の負担を求めないよう、お願いする。
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（４）保育士養成課程等の見直しについて（関連資料31～33参照）

① 保育士養成課程等の見直し

指定保育士養成施設における現行の保育士養成課程については、2

011（平成23）年度に施行されたものであるが、保育を取り巻く社会

情勢の変化や保育所保育指針の改定等を踏まえ、より実践力のある

保育士の養成に向けて、2018（平成30）年４月に関係省令、告示及

び通知を改正し、2019（平成31）年度より適用することを予定して

いるので、ご了知願いたい。

保育士養成課程の見直しに当たって、各都道府県におかれては、2

018（平成30）年９月末までに指定保育士養成施設から提出される修

業教科目等の変更申請を受け付け、遅滞なく、当該申請の承認を行

うことができるようにご準備頂きたい。

なお、保育士養成課程の見直しに伴う新たな保育士試験について

は、準備や周知に加え、受験者への配慮等を踏まえた時期として、2

020（平成32）年度より適用することを予定している。

（参考）保育士養成課程等の見直しについて（検討の整理）［報告書］

（2017（平成29）年12月４日保育士養成課程等検討会）

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000189068.html

② 福祉系国家資格所有者の保育士資格取得への対応

「日本再興戦略」（2015（平成27）年６月30日閣議決定）等を踏

まえた、福祉系国家資格（介護福祉士、社会福祉士、精神保健福祉

士）を所有する者への保育士養成課程及び試験科目の一部免除等の

運用改善について、2017（平成29）年５月24日の保育士養成課程等

検討会で議論の取りまとめが行われた。

この取りまとめを踏まえ、関係省令・告示・通知の改正を行い、

・福祉系国家資格所有者に対し、保育士試験の一部の科目（社会福

祉児童家庭福祉、社会的養護）の受験を免除するとともに、その

他の科目についても、指定保育士養成施設において、試験科目に

対応した教科目を履修した場合には、当該試験科目の受験を免除

・介護福祉士養成施設を卒業した介護福祉士に対し、指定保育士養

成施設での履修科目の一部を免除

することとし、2018（平成30）年１月15日に施行されたので、各自

治体におかれては、関係機関への周知をお願いするとともに、この

制度を活用した保育人材の確保に取り組んでいただきたい。
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（５）保育士等の子どもの保育園等の利用に係る配慮について

（関連資料15参照）

「子育て安心プラン」の「６つの支援パッケージ」において、保育人

材の確保のための方策の１つとして「保育士の子どもの預かり保育の推

進」が盛り込まれており、これを受け、「保育士等の子どもの優先入所

等に係る取扱いについて」（2017（平成29）年９月29日内閣府子ども・

子育て本部参事官（子ども・子育て支援担当）、文部科学省初等中等教

育局幼児教育課長、厚生労働省子ども家庭局保育課長連名通知）を発出

したところである。

これまでも留意事項通知において、保育人材の確保・育成や就業継続

による全体へのメリット等の観点から、各市区町村の判断により、保育

士、幼稚園教諭、保育教諭（以下「保育士等」という。）の子どもの保

育園等の利用に当たって配慮することも考えられる旨示しているが、保

育士等の子どもの保育園等への入園の可能性が大きく高まるような点数

付けを行い、可能な限り速やかに入園を確定させることは、

・当該保育士等の勤務する保育園等が早期に当該保育士等の子どもの入

園決定を把握して当該保育士の職場への復帰を確定させ、利用定員を

増やすことを可能にし、保育の受け入れ枠の増加に大きく寄与すると

ともに、

・保育士等が妊娠・出産後、円滑に職場復帰できる環境を整えることに

より、高い使命感と希望をもって保育の道を選んだ方々が、仕事と家

庭の両立を実現しながら、将来にわたって活躍することが可能となり、

保育士の処遇の改善にも大きな効果が見込まれる

ことから、待機児童の解消等のために保育人材の確保が必要な市区町村

においては、このような取組を行うよう努めていただきたい。

また、併せてこの通知に盛り込んでいる、

・保育士等が勤務している保育園等において、一律に当該保育士等の子

どもを入園させない取扱いとしている市区町村については、扱いに差

異を設けず、他の保育園の場合と同様に入園の対象とすること

・保育士等の子どもの優先利用の実施に当たっては、各市区町村間で協

定を結ぶ等の連携・調整を行うことで、市区町村の圏域を超えた利用

調整を実施し、より多くの保育士が職場へ復帰できる体制を整えるこ

と

についても、併せて取り組んでいただくようお願いする。
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３．改定保育所保育指針の適用について（関連資料34参照）

保育所保育指針は、保育園における保育の内容に係る基本原則に関する

事項等を示すものとして、2017（平成29）年３月に、2008（平成20）年か

ら10年ぶりに改定を行った。

改定保育所保育指針については、2018（平成30）年４月１日からの適用

に向けて、2017（平成29）年７月に説明会及び協議会を開催し、指針及び

その解説の内容について周知を行ったが、指針の解説の正式版については、

2018（平成30）年２月に厚生労働省ホームページ上での公開及び各都道府

県等保育所所管課への冊子送付により公表したところである。

また、今回の指針改定において、保育園と小学校との連携に関し、「幼

児期の終わりまでに育ってほしい姿」を共有する等の記載が追加された。

これを踏まえ、子どもの育ちを支える資料として就学時に保育園から小学

校へ送付される「保育所児童保育要録」について、2019（平成31）年４月

に小学校に入学する児童からの適用に向け、有識者による検討会での議論

を踏まえ、今月中に改訂した「保育所児童保育要録」の参考様式等を示す

予定であるので、ご承知おきいただきたい。

４．保育事故防止対策の推進について

（１）保育事故防止に係る安全対策の強化について

（関連資料35、36参照）

保育施設等における事故防止の取組については、2016（平成28）年３

月末に発出した「教育・保育施設等における事故防止及び事故発生時の

対応のためのガイドライン」の周知徹底をお願いしているところである。

また、2017（平成29）年12月には、「教育・保育施設等における重大

事故防止策を考える有識者会議」（以下、「有識者会議」という。）から、

・預け始めの時期のリスク

・事故防止ガイドライン等の更なる周知徹底

・事故発生状況の記録の重要性の周知徹底

・検証を実施する場合の留意点

について、注意喚起を行っているので、各自治体におかれては、あらた

めて関係部署や管内の保育施設等に周知をお願いしたい。

これらの周知の機会として、保育園等の事故防止の取組強化事業を活

用していただき、

・重大事故防止のための研修による集団的な説明・指導
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・重大事故防止のための公立保育園の保育士ＯＧ・ＯＢ等を活用した巡

回支援指導による個別的な説明・指導

を行い、各施設・事業者のガイドラインに関する理解・取組を促してい

ただきたい。

また、研修事業については、原則、都道府県が実施することとしてい

るが、都道府県での実施が困難な場合は市町村が実施主体となることが

可能とされているので、都道府県と市区町村とで十分な連携を図り、効

果的な研修の実施に努めていただきたい。

巡回支援指導事業においては、事故報告、事後的な検証と同様、原則、

① 認可保育園、認定こども園、地域型保育事業、地域子ども・子育て

支援事業を対象とする場合は市町村

② 認可外保育施設、認可外の居宅訪問型保育事業を対象とする場合は

都道府県、指定都市、中核市

が、各保育園等における

・重大事故の発生しやすい場面（睡眠中、食事中、水遊び中等）

・満たすべき基準の遵守状況

・事故防止の取組、事故発生時の対応

等に関する助言又は指導を実施していただきたい。

特に、巡回支援指導を行う際は、各保育園等の実情も踏まえつつ、事

前通告の有無について適切に判断し効果的に実施するとともに、指導監

督部門との十分な連携を図っていただくことにより、認可外保育施設に

対する立入調査等の適切な実施につなげていただきたい。

各自治体におかれては、ガイドラインの周知徹底とともに本事業を積

極的に活用し、保育事故防止に係る安全対策の強化を図っていただきた

い。

死亡事故等における事後の検証については、2017（平成29）年９月に

発出した事務連絡により

・死亡事故については、すべて検証すること。

・明らかな病死であっても、発生前、発生時、発生後の一連のプロセス

における子どもや周囲の状況、時系列の対応などを検証し、検証の結

果を重大事故の再発防止に役立てていくことが極めて重要であること。

・まだ検証委員会を開いていない自治体においては、早急に検証委員会

を開催し、検証を進めること。

をお願いしたところであるので、都道府県におかれては、あらためて管

内市区町村への周知をお願いしたい。

また、検証を実施する場合の留意点について、有識者会議から注意喚

起されているので、自治体において検証を実施する際には参考にしてい

ただきたい。
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※教育・保育施設等における事故防止及び事故発生時の対応のためのガ

イドラインについて

http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/meeting/index.html#kyo

uiku_hoiku

※有識者会議の注意喚起事項

http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/meeting/kyouiku_hoik

u/yk_4/pdf/s1.pdf

（２）認可外保育施設の事故報告の義務化について（関連資料37参照）

認可外保育施設等で重大事故が発生した場合については、これまで、

「特定教育・保育施設等における事故の報告等について」（平成27年２

月16日内閣府政策統括官（共生社会政策担当）付参事官（少子化対策担

当）、文部科学省初等中等教育局幼児教育課長、厚生労働省雇用均等・

児童家庭局保育課長連名通知）により、施設から報告を求めてきたとこ

ろである。

今般、「子育て安心プラン」に基づき、児童福祉法施行規則の一部を

改正し、認可外保育施設等において事故の発生又は再発防止に努めると

ともに、事故が発生した場合には、認可外保育施設等に関する指導監督

権限がある都道府県に速やかに事故の報告を行うよう、同規則において

義務付けた。

各自治体におかれては、管内の認可外保育施設等に対して、事故が発

生した場合には適切な報告がなされるよう、周知徹底をお願いしたい。

５．地方分権に係る地方からの提案等への対応方針について

（１）家庭的保育事業者等の代替保育の提供について

（関連資料38参照）

家庭的保育事業者等が確保すべき連携施設のうち、代替保育の提供に

ついては、「平成29 年の地方からの提案等に関する対応方針」（平成29

年12月26日閣議決定）を受け、以下のとおり対応することとしたので、

管内市区町村に周知をお願いしたい。

・市区町村は、家庭的保育事業者等による代替保育の提供に係る連携施

設の確保が著しく困難であると認める場合であって、下記①及び②の

要件を満たすと認める場合には、家庭的保育事業者等が家庭的保育事

業を行う場所（省令第22条に規定する家庭的保育事業を行う場所をい
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う。）以外の場所において代替保育を提供する場合にあっては、小規

模保育事業（Ａ型、Ｂ型）又は事業所内保育事業を行う者（以下「小

規模保育事業Ａ型事業者等」という。）を、家庭的保育事業を行う場

所において代替保育を提供する場合にあっては、事業の規模等を勘案

して、小規模保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると市町村が

認める者をそれぞれ確保することをもって、代替保育の提供に係る連

携施設を確保することに代えることができることとする。

① 家庭的保育事業者等と代替保育を提供する者との間でそれぞれの

役割の分担及び責任の所在が明確化されていること

② 代替保育を提供する者の本来の業務の遂行に支障が生じないよう

にするための措置が講じられていること

（２）家庭的保育事業者等の食事の提供体制について

（関連資料39参照）

家庭的保育事業等の食事の提供体制については、家庭的保育事業等の

設備及び運営に関する基準（平成26年厚生労働省令第61号）（以下「省

令」という。）において、自園調理が原則とされているところ、「平成2

9 年の地方からの提案等に関する対応方針」（平成29年12月26日閣議決

定）を受け、以下のとおり対応することとしたので、管内市区町村に周

知をお願いしたい。

・ 省令附則第２条の経過措置が適用されている事業者のうち、家庭的

保育者（児童福祉法（昭和22年法律第164号）第６条の３第９項第１

号に規定する家庭的保育者をいう。以下同じ。）の居宅で保育を提供

している家庭的保育事業者については、自園調理により行うために必

要な体制を確保するという努力義務を課しつつ、自園調理に関する規

定の適用を猶予する経過措置期間を「10年」とする。

・ 家庭的保育者の居宅で保育を提供する家庭的保育事業者について、

保育所等から調理業務を受託しており、当該家庭的保育事業者等によ

る給食の趣旨を十分に認識し、衛生面、栄養面等、調理業務を適切に

遂行できる能力を有するとともに、乳幼児の年齢及び発達の段階並び

に健康状況に応じた食事の提供や、アレルギー、アトピー等への配慮

等に適切に応じることができるものとして、市町村が適当と認める事

業者からの食事の外部搬入を可能とする。

（３）保育所等における面積基準の特例について（関連資料40参照）

都道府県等が保育所の居室の床面積に係る条例を定める際には、原則、

国の定める基準に従うことが求められている。特例的に、待機児童数及
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び公示地価について一定の要件を満たす地域については、合理的な理由

がある範囲内で国の基準と異なる内容を定めることができるとされてい

るところ、「平成29 年の地方からの提案等に関する対応方針」（平成29

年12月26日閣議決定）を受け、以下のとおり対応することとしたので、

管内市区町村に周知をお願いしたい。。

・ 当該地域について、従来からの要件に加え、下記①から③までの条

件を満たす地域を加える。

① 前々年の４月１日時点の待機児童数が100人以上であること。

② 平均地価が前々年の１月１日時点で三大都市圏のうち、最も地価

が低い都市圏を超えていること。

③ 市区町村が保育の受け皿整備のための土地確保施策を行ってお

り、それでもなお土地確保が困難である旨及びその理由を公表して

いること。

（４）「平成29年の地方からの提案等に関する対応方針」を踏まえた具

体的な留意事項等について（関連資料41参照）

保育所等に対する指導監査については、法令上年１回の実施が義務づ

けられているところであり、従来、「児童福祉行政指導監査の実施につ

いて」（平成12年４月25日付け児発第471号厚生省児童家庭局長通知）

等に基づき実施されているところである。

今般、指導監査の実施率が芳しくない市区町村が見受けられることや、

待機児童解消に向けた受け皿拡充と質の確保・向上が「車の両輪」であ

ることを踏まえ、配置基準等を満たさなくなった保育所等に対する指導

監督の流れ等について、その具体的な留意事項として2018（平成30）年

１月19日に事務連絡を発出したので、各都道府県におかれては、管内市

区町村に対し、周知等をお願いしたい。

６．その他

（１）保育園の耐震化の促進について

① 耐震化の状況

保育園の耐震化については、保育園を利用している子どもの安心

・安全を確保するとともに、「国土強靱化アクションプラン2015」（2

015（平成27）年６月16日国土強靱化推進本部決定）において、社会

福祉施設の耐震化率を2018（平成30）年度までに95％とすることを

目標としていること等も踏まえ、着実に推進していく必要がある。
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全国的な取組状況をみると、2016（平成28）年3月31日現在の保育

園の耐震化率は、86.3％となっており、引き続き耐震化の促進が必

要な状況である。

耐震化状況の詳細をみると、各自治体における取組により、全て

の施設で耐震化が実施されている自治体から、耐震化率が60％弱に

留まっている自治体までと大きな差が生じており、設置主体別にみ

ても、公立保育園の耐震化率は83.1％、私立保育園の耐震化率は88.

3％と差が生じている。こうした状況を踏まえ、各都道府県におかれ

ては、管内市町村に対して②に掲げる情報を提供いただき、公立・

私立ともに保育園の耐震化の促進に努められたい。

② 耐震化工事について

ア 耐震化のための整備について

私立保育園の施設整備については、保育園等整備交付金により財

政支援をしているところであるが、耐震化工事については、大規模

修繕等の整備区分を適用し、国庫補助を行っているところであり、

各自治体におかれては、早期の耐震化に努めていただきたい。

また、公立保育園の施設整備については、2006（平成18）年度に

税源移譲と合わせて一般財源化されているので、各自治体において

積極的な対応をお願いしているところであるが、総務省の緊急防災

・減災事業費の対象に「災害時要援護者対策のための社会福祉施設

の耐震化」が盛り込まれており、地方単独事業として行う公立保育

園の耐震化工事について、緊急防災・減災事業の対象としている。

これにより、緊急防災・減災事業債を事業費の100％に充当可能と

し、元利償還金についてその70％を基準財政需要額に算入すること

としているので、あわせてご活用いただきたい。なお、当該措置は

2020（平成32）年度までとされているため、耐震化に向け早期の取

組をお願いする。

イ 耐震診断について

耐震診断が必要な1981（昭和56）年以前の保育園について、耐震

診断の実施率は全国で70.4％となっているが、実施状況の詳細をみ

ると、診断が完了している自治体からほぼ未実施の自治体まで、自

治体において顕著な差が見られる。

耐震化の促進に向けては、何より耐震診断を行うことが重要であ

るため、耐震診断実施率の低い自治体におかれては、まずは耐震診

断の早期実施に努めていただきたい。

保育園の耐震診断に要する費用については、国土交通省が所管す
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る社会資本整備総合交付金等の基幹事業である「住宅・建築物安全

ストック形成事業」により国庫補助を受給することが可能であるの

で、各自治体におかれては、迅速かつ積極的な対応をお願いする。

（２）保育関係予算の執行に係る適正化について

会計検査院による平成27年度決算検査報告書において、保育関係予

算の事務執行に適正を欠いたため、国庫補助金等の過大交付による不

当事項として指摘を受けたところである。各都道府県等におかれては、

再発防止の観点から、適正な補助金執行事務の実施についてご留意い

ただくとともに、管内市町村等に対して改めて周知願いたい。

① 保育所運営費負担金

2014（平成26）年度以前の保育所運営費について、会計検査院よ

り、

・ 保育所運営費の算定にあたり、加算対象となる職員が配置され

ていない期間についても加算が適用されていたこと

・ 保育料について、本来適用されない加算を適用して算定したた

め、過大徴収されていたこと

が指摘されている。

このため、子ども・子育て支援新制度における保育料の算定にお

ける適正事務の確保とともに、公定価格における各種加算の認定等

の事務に当たっては、告示、通知等に即した事務が適切に行われる

よう指導をお願いする。

② 延長保育促進事業及び病児保育事業

延長保育促進事業及び病児保育事業について、会計検査院より、

職員配置が十分でなかったことなどにより、補助対象経費を過大に

計上していたことが多数指摘されているため、各自治体におかれて

は、適正な補助金執行事務の実施にご留意いただき、管内市町村等

に対して改めて周知をお願いする。

③ 賃貸物件による保育園整備事業

子育て支援対策臨時特例交付金（安心こども基金）により実施さ

れた、賃貸物件による保育園整備事業において、市区町村が実支出

額の算定方法を誤ったまま都道府県に対し実績報告書を提出してお

り、市区町村が事業者に対して補助した金額よりも多額の交付を都

道府県から受けたため、交付額が過大となっていた事例が見受けら
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れたことから、実績報告書等の審査及び確認体制を強化するととも

に、市区町村に対する的確な指導について配慮をお願いする。

（３）認可外保育施設に対する届出の促進・指導監督の徹底について

幼児教育の無償化に当たっては、「新たな経済政策パッケージ」（20

17（平成29）年12月８日閣議決定）において、幼稚園、保育所、認定

こども園以外の無償化措置の対象範囲等については、専門家の声も反

映する検討の場を設け、現場及び関係者の声に丁寧に耳を傾けつつ、

保育の必要性及び公平性の観点から、2018（平成30）年夏までに結論

を出すこととされており、2020（平成32）年４月から全面的に実施す

ることとされている。

今後、認可外保育施設に対する指導監督及び届出について、徹底が

求められてくる。

認可外保育施設に対する指導監督については、年１回以上立入調査

を行うことを原則としているが、2016（平成28）年３月末現在の実施

率は概ね７割であり、また、各都道府県、指定都市、中核市によって

実施状況に差があるといった状況であった。

認可外保育施設については、平成28年においても死亡事故が７件報

告されており、死亡事故等の重大事故を防止するためにも適切な指導

監督を実施することが重要である。

都道府県等におかれては、認可外保育施設に対する指導監督の徹底

をお願いしたい。

また、2016（平成28）年４月から、１日に保育する乳幼児の数が１

人以上の場合、都道府県知事（指定都市、中核市の場合はその長）に

事業開始１か月以内の届出や毎年の運営状況報告が必要となり、いわ

ゆるベビーシッターについても都道府県知事等への届出、報告が義務

付けられている。

都道府県においては、また、市町村に認可外保育施設の届出等の権

限を委譲している場合は市町村と連携して取り組んでいただき、認可

外保育施設に対する設置の届出等の徹底を促進いただきたい。

（４）「規制改革推進に関する第２次答申」を踏まえた対応方針について

（関連資料42参照）

2017（平成29）年11月29日に規制改革推進会議において公表された「規

制改革推進に関する第２次答申」を受け、その具体的な各都道府県にお

かれては、管内市区町村に対し、周知等をお願いしたい。

※ 具体的な留意事項の内容
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・ 各市区町村が定める保育提供区域内に居住する子どもについて、地理的要因

や交通手段、通勤経路等を踏まえ、当該区域内の保育園等への入園の可能性が

大きく高まるような点数付けを行うことが考えられること

・ 保育提供区域内に居住する子どもの入所を優先することは、大規模マンショ

ンでの保育園等の設置促進にも資することから、大規模マンションでの保育園

等設置に取り組む市区町村をはじめ、各市区町村においては、入園の可能性が

大きく高まるような点数付けの実施について検討すること

・ 保育所保育指針が示す基本原則を逸脱しない範囲での付加的な保育について、

保護者に対して説明し、その同意を得られれば、別途保護者の負担を求めたう

えで保育園等において実施することは可能であること

・ 保育人材確保対策を推進するため、短時間勤務保育士の活用促進や保育士・

保育所支援センターを設置していない都道府県等における設置促進を図ること

（５）保育園における第三者評価の受審について

個々の事業者が事業運営における問題点を把握し、サービスの質の向

上に結びつけるとともに、評価結果の公表が利用者の適切なサービス選

択に資するための情報となることを目的とする第三者評価については、

子ども・子育て支援新制度の施行に伴い、受審を努力義務化するととも

に、５年に１度の受審が可能となるよう、受審及び評価結果の公表を行

った事業者に対して、受審料の半額程度を公定価格の加算として補助す

ることとしている。

第三者評価については、2015（平成27）年６月30日に閣議決定された

「日本再興戦略」改訂2015において、「保育サービスの質の向上を図り、

安心して子どもを預けることができる環境を整備するため、2019年度末

までにすべての保育事業者において第三者評価の受審が行われることを

目指す。また、当該受審結果について、積極的に「見える化」を進め、

就職を希望する保育士や保育サービス利用者が優良な保育事業主を選択

できるような環境整備を進める」こととされており、受審率の向上に向

けて、引き続き各自治体における積極的な取組をお願いしたい。

（６）保育所における感染症対策ガイドライン及びアレルギー対策ガ

イドラインの改訂について

2012（平成24）年11月に改訂された「保育所における感染症対策ガイ

ドライン」については、今回の保育所保育指針の改定において、第３章

「健康及び安全」の記載の充実が図られたことや、感染症法等の関係法

令の改正及び科学的根拠に基づく最新の知見等を踏まえ、平成29年11月

から平成30年3月にかけて３回にわたり有識者による検討会を開催し、
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再改訂に向けて全体の構成及び内容の見直しを行った。この検討会にお

ける議論を踏まえ、改訂ガイドラインの内容確定後、2018（平成30）年

４月の適用を目途に通知を発出し、各保育所に周知を図る予定である。

また、アレルギー疾患を有する子どもの保育に関しては、今回の保育

所保育指針の改定において「保護者と連携し、医師の診断及び指示に基

づき、適切に行う」旨が新たに記載された。これを踏まえ、2011（平成

23）年３月に策定された「保育所におけるアレルギー対策ガイドライン」

について、2018（平成30）年度中に改訂を行うことを検討している。改

訂に当たっては、保育現場におけるアレルギー対応に関する調査を実施

し、現状を把握した上で、2014（平成26）年６月に成立したアレルギー

疾患対策基本法及び最新の科学的根拠に基づき、保育所におけるアレル

ギー対策に資するものとなるよう、エピペンへの対応や除去食への対応

をはじめ、記載事項や具体的な内容・方法について有識者による検討委

員会にて見直しを行う予定である。

（７）裁判員の子どもに対する一時預かり事業等の提供について

2015（平成27）年通常国会において、裁判員の参加する刑事裁判に

関する法律の一部を改正する法律（平成27年法律第37号）が成立し、衆

議院及び参議院の附帯決議において、裁判員候補者の出席率が低下する

などしていることを踏まえ、裁判員裁判に対する国民の参加意欲を高め

るため、できる限り国民が裁判員として裁判に参加できるような環境の

構築に向けて、更に積極的に取り組むことが求められたところである。

特に、衆議院の附帯決議においては、政府及び最高裁判所が本法の施

行に当たり格段の配慮をすべき事項として、保育園や家庭的保育事業等

を日常的に利用していない者がこれらの施設をスムーズに利用できるこ

との確保等が盛り込まれたところである。

これを踏まえ、地方裁判所所在地をはじめとする各市区町村において

は、未就学児の保護者が希望する場合には、一時預かり事業を活用し裁

判員として裁判に参加することができるよう、積極的な対応をお願いし

たい。

（参考）裁判員の参加する刑事裁判に関する法律の一部を改正する法律案に対する

附帯決議（平成27年５月15日 衆議院法務委員会）（抄）

政府及び成功裁判所は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配

慮をすべきである。

一～四 略

五 事業者による特別な有給休暇制度の導入などの職場環境改善の促進、

保育所・学童保育等を日常的に利用していない者がこれらの施設を利用
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することの確保等、できる限り国民が裁判員として裁判に参加できるよ

うな環境の構築に向けて、更に積極的に取り組むこと。

六～八 略

（８）保育園等の実態調査について（関連資料43参照）

子ども・子育て支援新制度が施行して３年目となり、５年後の見直し

の中間年を迎えたことを受け、今後の公定価格の設定等の検討に資する

よう、「幼稚園・保育所・認定こども園等の経営実態調査」を実施し、

2017（平成29）年11月に開催された子ども・子育て会議において、当該

調査の結果を報告したのでご了知願いたい。

（９）犯歴情報の照会による保育士登録の取消しに関する事務について

（関連資料44参照）

今般、保育士登録に関する事務については、禁錮以上の刑に処せられ

たこと等により、児童福祉法第18条の５第２号及び第３号に規定する欠

格事由（以下「欠格事由」という。）に該当することとなった者の保育

士登録の取消しに関する事務の適正化を図るため、児童福祉法施行規則

の一部を改正し、本日施行している。

各都道府県におかれては、

① 保育士が勤務する管内の施設等に対し、当該施設等に勤務する保育

士が逮捕されるなど、欠格事由に該当するおそれが生じた場合におい

て、当該保育士の氏名、住所、生年月日及び保育士登録番号その他の

必要な情報の報告を求めるなど、積極的な把握に努めること

② 施設等から報告を受けた都道府県は、報告の対象となった保育士、

当該保育士の家族、当該保育士の勤務する施設等を運営する事業者及

び当該施設等の所在地の市町村等に対し、情報提供を求めること

③ 報告のあった事案の裁判の傍聴等により、その裁判等の状況の把握

に努め、欠格事由に該当するおそれがあると認めた場合、当該保育士

の本籍地の市町村に対する犯歴情報の照会を行うこと

により、保育士が欠格事由に該当するおそれがある事案について、適切

に確認を行っていただきたい。
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［関連資料：保育課］
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【
待
機
児
童
ゼ
ロ
を
維
持
し
つ
つ
、
５
年
間
で
「
Ｍ
字
カ
ー
ブ
」
を
解
消
】

「
Ｍ
字
カ
ー
ブ
」
を
解
消
す
る
た
め
、
平
成
3
0
年
度
か
ら
平
成
3
4
年
度
末
ま
で
の
５
年
間
で
女
性
就
業
率
8
0
％
に
対
応
で
き

る
約
3
2
万
人
分
の
受
け
皿
整
備
。

（
参
考
）
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
女
性
就
業
率
：
8
2
.5
％
（
2
0
1
6
）

「
子
育
て
安
心
プ
ラ
ン
」

【
平

成
29
年

６
月

２
日

公
表

】

「
待

機
児

童
解

消
加

速
化

プ
ラ

ン
」

（
５

年
間

）

2
0
1
3
（
Ｈ
2
5
）
年
度

2
0
1
7
（
Ｈ
2
9
）

年
度
末

2
0
2
2
（
Ｈ
3
4
）

年
度
末

約
5
3
万
人
増

2
0
1
9
(H
3
1
)～

2
0
2
0
(Ｈ
3
2
)年

度
末

「
子

育
て

安
心

プ
ラ

ン
」

（
２

～
３

年
間

）

待
機
児
童
数

女
性
(2
5
-
4
4
歳
)就

業
率

ゼ
ロ

8
0
％

２
年
前
倒
し

約
2
.6
万
人
（H
2
9
.4
)

２
年
前
倒
し
し
、
平
成
3
2
年
度
末
ま
で
の

３
年
間
で
約
3
2
万
人
分
の
受
け
皿
を
整
備

約
3
2
万
人
増

7
2
.7
％
(H
2
8
)

約
5
9
.3
万
人
増

6
万
人
前
倒
し

自
治
体
を
支
援
し
､
２
年
間
で
待
機
児
童
を
解
消

す
る
た
め
の
受
け
皿
整
備
の
予
算
の
確
保

(
遅
く
と
も
３
年
間
で
待
機
児
童
解
消
)

資料２
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市
区
町
村
に
お
け
る
待
機
児
童
解
消
の
取
組
状
況
の
「
見
え
る
化
」
に
つ
い
て

（平
成
29
年
12
月
21
日
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局
保
育
課
長
通
知
『「
子
育
て
安
心
プ
ラ
ン
」の
実
施
方
針
に
つ
い
て
』よ
り
）

◆
「
子
育
て
安
心
プ
ラ
ン
実
施
計
画
」
の
作
成

○
「子
育
て
安
心
プ
ラ
ン
」参
加
対
象
の
市
区
町
村
は
、
初
め
て
、
市
区
町
村
全
域
に
加
え
、
保
育
提
供

区
域
毎
に
「子
育
て
安
心
プ
ラ
ン
実
施
計
画
」（
別
添
）を
作
成
し
、
遅
く
と
も
2
0
2
0
年
度
末
ま
で
に
待
機

児
童
を
ゼ
ロ
と
す
る
。

○
「０
歳
、
１
・２
歳
、
３
歳
以
上
」の
年
齢
区
分
別
に
「申
込
児
童
数
（保
育
ニ
ー
ズ
）」
、
「利
用
定
員
数

（整
備
量
）」
、
「待
機
児
童
数
」を
見
込
ん
で
計
画
を
作
成
。

○
申
込
児
童
数
の
見
込
み
に
つ
い
て
は
、
保
育
を
必
要
と
す
る
が
申
込
み
に
至
ら
な
い
ケ
ー
ス
も
含
め
、

潜
在
的
な
保
育
ニ
ー
ズ
を
的
確
に
把
握
す
る
た
め
、
保
育
コ
ン
シ
ェ
ル
ジ
ュ
な
ど
を
積
極
的
に
活
用
す

る
よ
う
指
導
。

○
都
道
府
県
は
、
市
区
町
村
の
実
施
計
画
に
お
け
る
保
育
ニ
ー
ズ
の
見
込
み
等
が
適
切
か
ど
う
か
を
精
査
。

◆
「
子
育
て
安
心
プ
ラ
ン
実
施
計
画
」
の
公
表

○
「子
育
て
安
心
プ
ラ
ン
実
施
計
画
」に
つ
い
て
、
年
齢
区
分
別
に
、
2
0
2
0
年
度
末
ま
で
の
見
込
・計
画
数
、

実
績
を
厚
生
労
働
省
Ｈ
Ｐ
に
お
い
て
公
表
し
、
市
区
町
村
の
待
機
児
童
解
消
の
取
組
状
況
を
「見
え
る
化
」。

資料３
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子 保 発 122 1 第 １ 号 

                        平成 29 年 12 月 21 日 

 

各都道府県 民生主管部（局）長 殿 

 

 

厚生労働省子ども家庭局保育課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

「子育て安心プラン」の実施方針について 

 

 

平素より保育施策の推進につきまして、格別の御尽力を賜り深く感謝申し上げま

す。 

待機児童の解消に向けた保育の受け皿拡大については、「待機児童解消加速化プ

ラン」に基づき、平成 25 年度から平成 28 年度の４年間で、企業主導型保育事業と

あわせて、約 42.8 万人分を確保しており、平成 29 年度末までの５年間では 59.3

万人分が確保される見込みです。 

一方、女性就業率の上昇等に伴い、保育の利用申込者数は年々増加しており、待

機児童数も依然として２万人を超える水準で推移していることから、平成 30 年度

以降、喫緊の課題である待機児童解消のための取組を一層強化し、推進していく必

要があります。このため、平成 29 年６月に「子育て安心プラン」を策定し、女性

就業率 80％に対応できる 32 万人分の保育の受け皿整備を 2020 年度末までに前倒

しして実施していくこととしています。 

今般、「子育て安心プラン」の実施方針（以下、「実施方針」という。）を別添の

とおり定めましたので、各地方公共団体におかれては、実施方針に基づき、遅くと

も 2020 年度末までの待機児童の解消に向けて取組の強化・徹底を図っていただく

ようお願いします。 

なお、各都道府県におかれては、内容について十分御了知の上、貴管内市区町村

（指定都市及び中核市を含む。）に対して遅滞なく周知いただくようお願いします。 

資料４
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「子育て安心プラン」の実施方針 
 

 

「子育て安心プラン」を実施するため、以下のとおり実施方針を示す。 

 

 

１ 「子育て安心プラン」を推進するための財政支援の対象となる市区町村 

2018 年４月１日時点において、 

①待機児童が１人以上見込まれている市区町村又は 

②待機児童がいない見込みであっても今後潜在的なニーズも含め保育ニーズの

増大が見込まれる市区町村 

であり、2021 年度までの各年度 4 月１日時点の申込児童数（保育ニーズ）、利用

定員数（整備量）及び待機児童数について、市区町村全域及び保育提供区域毎に

見込んだ上で、３に定める「子育て安心プラン実施計画」を提出し、遅くとも 2020

年度末までに待機児童がゼロとなる計画を策定する市区町村とする。 

 

２  財政支援の対象となる事業【調整中】 

「子育て安心プラン」を推進するための財政支援の対象となる市区町村は、別

に定めるところにより、次に掲げる事業について国の支援を受けることができる。 

 

（１）保育所等整備交付金 

（２）保育所等改修費等支援事業 

①賃貸物件による保育所改修費等 

②小規模保育改修費等 

③認可化移行改修費等 

④家庭的保育改修費等 

⑤幼稚園における長時間預かり保育改修費等 

（３）安心こども基金 

①保育所緊急整備事業 

②賃貸物件による保育所整備事業 

③小規模保育整備事業 

④小規模保育設置促進事業 

⑤家庭的保育改修等事業 

⑥認定こども園整備事業 

 

３ 「子育て安心プラン実施計画」について 

（１）「子育て安心プラン実施計画」の作成及び提出（市区町村） 

「子育て安心プラン」を推進するための財政支援を希望する市区町村は、別に

定める『「子育て安心プラン実施計画」作成要領』（以下「作成要領」という。）に

基づき、市区町村全域に加え、保育提供区域毎に「子育て安心プラン実施計画」

を作成し、都道府県に提出すること。・・・【様式１－１，様式１－２】 

なお、「子育て安心プラン」を推進するための財政支援を希望しない市区町村に

ついても、作成要領に基づき、市区町村全域の「子育て安心プラン実施計画」を

作成し、都道府県に提出すること。・・・【様式１－１】 

別 添 
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（２）「子育て安心プラン実施計画」の精査（都道府県） 

都道府県においては、市区町村の保育ニーズの見込み及び整備計画が適当であ

るか確認するため、市区町村から提出のあった「子育て安心プラン実施計画」（様

式１－１、様式１－２）について、申込児童数（保育ニーズ）の見込み方等が適

切かどうかを精査し、必要に応じて計画に関する指導・助言を行った上で、「都道

府県合計表」（様式２）を作成し、各市区町村の「子育て安心プラン実施計画」（様

式１－１、様式１－２）と併せて、厚生労働省に提出すること。 

なお、都道府県は、申込児童数（保育ニーズ）に対する利用定員数（整備量）

について、余裕のある市区町村と不足している市区町村を区分し、市区町村間の

広域利用が進むよう調整を行うこと。 

 

（３）「子育て安心プラン実施計画」の採択通知 

厚生労働省は、都道府県を通じて、「子育て安心プラン」を推進するための財

政支援を希望する市区町村に対して「子育て安心プラン実施計画」の採択を通

知するものとする。 

 

４ その他 

提出のあった市区町村全域及び保育提供区域毎の「子育て安心プラン実施計画」

については、厚生労働省のホームページを通じて公表することを予定している。 
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「子育て安心プラン実施計画」作成要領 

 

 

１「申込児童数」（保育ニーズ）について 

（１）「申込児童数」の記載範囲 

保育の必要性の認定がされた、 

①特定教育・保育施設（認定こども園の幼稚園機能部分及び幼稚園を除く） 

②特定地域型保育事業 

③特例保育（へき地保育所） 

の各年度４月１日時点の申込児童数（新規申込だけではなく、継続して利用申込をしてい

る児童も含む。）について、2021 年度までの見込と実績を、年齢区分（「０歳児」、「１・

２歳児」、「３歳以上児」の３区分。以下同じ。）ごとに記載すること。 

なお、実績については、「保育所等利用待機児童数調査について」（平成 29 年３月 31

日雇児保発 0331 第６号厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課長通知。以下「保育所等

利用待機児童数調査」という。）における申込児童数と一致させること。 

 

（２）見込方法 

翌年度４月１日以降の見込については、 

・就学前児童数について、自然増減（出生率）や社会増減（転入出）の推移を反映する

とともに、 

・保育ニーズについて、女性就業率や保育の利用申込者数の推移を反映する 

など、地域の実情を踏まえ適切に見込むこと。 

特に保育ニーズの把握に当たっては、地域ごとに保護者の利用意向を丁寧に確認するこ

とが重要である。このため、保育を必要としているが申込みに至らないようなケースも含

めて、潜在的な保育ニーズを的確に把握するため、「保育コンシェルジュ」などを活用し

ながら積極的に取り組むこと。 

また、保護者の多様な働き方が広がっている現状に鑑み、居宅外での労働だけではなく、

居宅内での労働も含め、保護者の就労状況についても、きめ細かく把握した上で、必要な

保育ニーズを見込むこと。 

 

（３）検証・分析 

毎年度、前年度までの見込と実績のかい離について、以下の要因がそれぞれどの程度影

響しているかを精査・分析し、必要に応じて翌年度以降の見込みの見直しを行うこと。 

①就学前児童数の動向 

・大規模マンションの建設による就学前児童数の増加 

・出生数の増加  など 

②保育ニーズの動向 

・女性就業率や共働き世帯割合の増加 

・幼稚園における預かり保育の充実に伴う保育認定子どもの幼稚園利用の増加 
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・保育の必要性の認定事由の明確化、幼児教育無償化の取組、保育所整備の進捗等に 

伴う保育の利用意向の上昇  など 

 

２「利用定員数」（整備量）について 

（１）「利用定員数」の記載範囲 

市区町村に所在する以下の①～⑨の施設・事業の各年度４月１日時点の利用定員の総数

について、2021 年度までの見込と実績を、年齢区分ごとに記載すること。 

①認可保育所 

②認定こども園（幼保連携型、保育所型、幼稚園型、地方裁量型）における保育認定部

分 

③特定地域型保育事業（家庭的保育事業、小規模保育事業、事業所内保育事業（従業員

枠・地域枠）、居宅訪問型保育事業） 

④特例保育（へき地保育所） 

⑤企業主導型保育事業（従業員枠・地域枠） 

⑥地方単独保育事業の補助対象施設 

⑦認可化移行運営費支援事業の補助対象施設 

⑧幼稚園における長時間預かり運営費支援事業の補助対象施設 

⑨一時預かり事業（幼稚園型）を実施する幼稚園であって、保育ニーズにも適切に対応

可能であると認められ、３号認定の受け皿確保策として位置づけられるもの 

 

（２）見込方法 

翌年度４月１日以降の見込については、各年度４月１日時点の申込児童数（潜在的な

保育ニーズを含む。）に対応できる利用定員数（整備量）を確保することを基本としつ

つ、各市区町村の整備実績等の実情に応じて、2020 年度末までに必要な利用定員数（整

備量）が確保できる計画を策定すること。 

また、全国的には女性就業率（25 歳～44 歳）は 2016 年時点で 72.7％のところ、2021

年度以降も上昇を続け、2022 年度末時点において 80％の水準になると見込まれるが、

市区町村によっては、伸び方が更に上振れすることも想定される。このような場合の保

育ニーズにも対応出来るよう、各市区町村においては、2022 年度末時点で必要となる

整備を前倒しして 2020 年度末までに計画的に進めること。 

 

（３）その他 

利用定員数（整備量）を確保するに当たっては、新規園の創設だけではなく、既存

建物の活用（賃貸方式による受け皿整備や幼稚園の活用など）についても積極的に検

討すること。 

 

３ 利用児童数について 

（１）「利用児童数」の記載範囲 

利用児童数の実績については、 
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①特定教育・保育施設（認定こども園の幼稚園機能部分及び幼稚園を除く） 

②特定地域型保育事業 

③特例保育（へき地保育所） 

の各年度４月１日時点の利用児童数（私的契約児は含まない。）の総数を年齢区分ごとに

記載することとし、「保育所等利用待機児童数調査」における①から③の利用児童数と一

致させること。 

 

４ 待機児童数について 

（１）「待機児童数」の記載範囲 

待機児童数の実績については、「保育所等利用待機児童数調査」における待機児童数を

年齢区分ごとに記載すること。 

 

（２）見込方法 

翌年度４月１日以降の見込については、年齢区分ごとに申込児童数（保育ニーズ）と利

用定員数（整備量）を踏まえて見込むこととし、遅くとも 2021 年４月１日までに待機児

童をゼロとすること。 
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保
育
コ
ン
シ
ェ
ル
ジ
ュ
を
活
用
し
た
保
護
者
に
「
寄
り
添
う
支
援
」
の
実
施

保
育
コ
ン
シ
ェ
ル
ジ
ュ
を
活
用
し
た
保
護
者
に
「
寄
り
添
う
支
援
」
の
実
施

○
保
育
園
等
の
利
用
に
当
た
っ
て
は
、
①
入
園
申
込
時
期
以
前
か
ら
の
事
前
説
明
、
②
面
談
、
電
話
連
絡
等
に
よ
る
保
護
者
の
状
況
や
意
向
の
把

握
、
③
利
用
可
能
な
保
育
園
等
の
情
報
提
供
、
④
保
護
者
の
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
適
切
な
保
育
の
提
供
、
⑤
入
園
に
至
ら
な
か
っ
た
場
合
に
お
け
る
継

続
し
た
支
援
を
行
う
こ
と
が
重
要
。

○
こ
う
し
た
保
護
者
に
「
寄
り
添
う
支
援
」
を
行
う
市
町
村
を
支
援
す
る
た
め
、
利
用
者
支
援
事
業
（
保
育
コ
ン
シ
ェ
ル
ジ
ュ
）
を
創
設
し
、
段
階
的
に
事
業

を
拡
充
。

○
利
用
者
支
援
事
業
（
保
育
コ
ン
シ
ェ
ル
ジ
ュ
）
の
拡
充
内
容

平
成
2
5
年
度

創
設

平
成
2
8
年
度

相
談
窓
口
の
開
所
時
間
延
長
（
夜
間
、
休
日
加
算
の
創
設
）

平
成
2
9
年
度

出
張
相
談
の
実
施
（
出
張
相
談
支
援
加
算
の
創
設
）

平
成
3
0
年
度

業
務
が
集
中
す
る
時
期
に
重
点
的
に
実
施
可
能
と
な
る
よ
う
運
用
を
見
直
し (翌
年
４
月
)

保
育
園
等

・
職
場
復
帰
に
備
え
て
、

保
育
園
の
情
報
が

知
り
た
い

保
育
コ
ン
シ
ェ
ル
ジ
ュ

（
利
用
者
支
援
専
門
員
）

地
域
に
出
向
い
た
支
援

(４
月
)

保
育
園

幼
稚
園

乳
幼
児
健
診
、

両
親
学
級
等

・新
設
園
の
施
設
情
報
、
周
辺
環
境
等
の
情
報
収
集

・乳
幼
児
健
診
や
両
親
学
級
等
の
会
場
に
行
き
、

利
用
申
請
に
至
る
前
の
保
護
者
に
各
種
支
援
を
紹
介
。

入
園

申
込

⑤
継
続
し
た
支
援

④
適
切
な

保
育
の

提
供

②
意
向
把
握

③
情
報
提
供

①
事
前
説
明

・希
望
し
た
保
育
園
に
空
き
が
な
い

・他
に
ど
ん
な
支
援
が
あ
る
の
か

知
り
た
い

利
用

調
整

・
相
談
対
応

・
個
別
ニ
ー
ズ
の
把
握

・
助
言
・利
用
支
援

※
４
月
以
降
も
継
続

し
た
丁
寧
な
相
談

対
応
を
実
施

・
出
張
相
談

・
情
報
収
集
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●
保
育
所
等
整
備
交
付
金
（
保
育
所
緊
急
整
備
事
業
、
小
規
模
保
育
整
備
事
業
、
保
育
所
等
防
音
壁
整
備
事
業
、
防
犯
対
策
強
化
事
業
）

保
育
所
等
、
小
規
模
保
育
事
業
所
の
創
設
、
増
築
、
老
朽
改
築
等
に
係
る
費
用
の
一
部
支
援

※
子
育
て
安
心
プ
ラ
ン
に
参
加
す
る
等
一
定
の
要
件
を
満
た
す
場
合
は
、
補
助
率
の
嵩
上
げ
を
実
施
（
１
／
２
→

２
／
３
）

●
保
育
所
等
改
修
費
等
支
援
事
業

保
育
所
等
、
小
規
模
保
育
事
業
所
の
創
設
、
定
員
の
拡
大
、
老
朽
化
に
伴
う
改
修
等
に
係
る
費
用
の
一
部
支
援

※
子
育
て
安
心
プ
ラ
ン
に
参
加
す
る
等
一
定
の
要
件
を
満
た
す
場
合
は
、
補
助
率
の
嵩
上
げ
を
実
施
（
１
／
２
→

２
／
３
）

保
育
所
等
の
整
備
の
推
進

［
趣
旨
］

●
平
成
２
９
年
６
月
に
発
表
し
た
「
子
育
て
安
心
プ
ラ
ン
」
に
つ
い
て
、
若
い
世
代
の
子
育
て
へ
の
安
心
を
確
実
な
も
の
と
す
る
た
め
、
女
性
就
業
率

８
割
に
対
応
で
き
る
約
３
２
万
人
の
保
育
の
受
け
皿
整
備
を
前
倒
し
し
、
３
２
年
度
末
ま
で
の
３
年
間
で
整
備

●
保
育
の
受
け
皿
の
整
備
を
確
実
に
進
め
る
た
め
、
「
子
育
て
安
心
プ
ラ
ン
」
に
よ
る
保
育
の
受
け
皿
拡
大
の
う
ち
３
万
人
分
を
前
倒
し
し
、
施
設

整
備
等
を
進
め
る
た
め
の
経
費
を
補
正
計
上

平
成
２
９
年
度
補
正
予
算

６
４
３
．
０
億
円

保
育
所
等
整
備
交
付
金

５
４
８
．
４
億
円

保
育
所
等
改
修
費
等
支
援
事
業

９
４
．
７
億
円 ２

［
実
施
主
体
］
市
区
町
村

資料６
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【
趣

旨
】

市
町

村
が

策
定

す
る

整
備

計
画

等
に

基
づ

き
、

保
育

園
、

認
定

こ
ど

も
園

及
び

小
規

模
保

育
事

業
所

に
係

る
施

設
整

備
事

業
及

び
保

育
園

等
の

防
音

壁
設

置
の

実
施

に
要

す
る

経
費

に
充

て
る

た
め

、
市

町
村

に
交

付
金

を
交

付
す

る
。

ま
た

、
子

育
て

安
心

プ
ラ

ン
に

基
づ

き
、

意
欲

の
あ

る
自

治
体

の
取

組
を

強
力

に
支

援
す

る
た

め
、

補
助

率
を

嵩
上

げ
（

1
/
2→

2
/
3）

し
て

、
保

育
園

等
の

整
備

を
推

進
す

る
。

【
対

象
事

業
】

・
保

育
園

緊
急

整
備

事
業

・
認

定
こ

ど
も

園
整

備
事

業
（

幼
稚

園
型

）
・

小
規

模
保

育
整

備
事

業
・

保
育

園
防

音
壁

設
置

事
業

【
実

施
主

体
】

市
町

村
（

特
別

区
含

む
。

）

【
設

置
主

体
】

社
会

福
祉

法
人

、
日

本
赤

十
字

社
、

公
益

社
団

法
人

、
公

益
財

団
法

人
、

学
校

法
人

等
（

公
立

施
設

を
除

く
）

【
補

助
割

合
】

１
／

２
（

子
育

て
安

心
プ

ラ
ン

に
参

加
す

る
等

一
定

の
要

件
を

満
た

す
場

合
は

２
／

３
）

保
育
園
等
整
備
交
付
金

（
平

成
２

９
年

度
予

算
）

（
平

成
３

０
年

度
予

算
案

）

５
６
４
．
０
億
円

→
６
６
３
．
７
億
円

資料７
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民
有
地
マ
ッ
チ
ン
グ
事
業

【
事
業
内
容
】

土
地
等
所
有
者
と
保
育
園
整
備
法
人
等
の
マ
ッ
チ
ン
グ
を
行
う
た
め
、
地
権
者
か
ら
整
備
候
補
地
の
公
募
・選
考
等
を
行
う
と
と
も
に
、
当

該
候
補
地
で
の
保
育
園
等
整
備
を
希
望
す
る
法
人
の
公
募
・選
考
等
を
行
う
。

ま
た
、
地
域
の
不
動
産
事
業
者
等
を
含
め
た
協
議
会
の
設
置
や
専
任
の
担
当
職
員
の
配
置
等
、
整
備
候
補
地
の
積
極
的
な
掘
り
起
こ
し

を
行
う
市
町
村
に
つ
い
て
支
援
の
拡
充
を
図
る
。

【
実
施
主
体
】
都
道
府
県
、
市
町
村

【
補
助
基
準
額
】
マ
ッ
チ
ン
グ
事
業
費

１
自
治
体
当
た
り
5
5
0
万
円

整
備
候
補
地
の
掘
り
起
こ
し
強
化
【
拡
充
】
１
自
治
体
当
た
り
4
5
0
万
円

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
配
置
経
費

１
か
所
当
た
り

4
4
0
万
円

【
補
助
率
】
国
１
／
２
、
都
道
府
県
１
／
２
（
国
１
／
２
、
都
道
府
県
１
／
４
、
市
町
村
１
／
４
）

市
町
村
を
中
心
と

し
た
協
議
会

土
地
所
有
者

市
町
村

社
会
福
祉
法
人
等

マ
ッ
チ
ン
グ

整
備
候
補
地
の
募
集

保
育
園
設
置
法
人
の
募
集

○
地
域
の
不
動
産
の
情
報
を
持
つ
不
動
産
業
者
等

と
情
報
の
共
有
を
行
う
こ
と
で
、
市
町
村
内
に
お
け

る
活
用
可
能
な
物
件
を
把
握

○
不
動
産
業
者
等
と
保
育
園
の
設
置
に
必
要
な
手

続
き
や
助
成
制
度
等
に
つ
い
て
共
有

○
把
握
さ
れ
た
物
件
の
所
有
者
に
対
し
て
、
働
き
か
け

担
当
職
員

の
配
置

拡
充

拡
充

（
保
育
対
策
総
合
支
援
事
業
費
補
助
金

平
成
3
0
年
度
予
算
案

3
8
1
.4
億
円
の
内
数
）
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「
医
療
的
ケ
ア
児
保
育
支
援
モ
デ
ル
事
業
」
に
つ
い
て

「
医
療
的
ケ
ア
児
保
育
支
援
モ
デ
ル
事
業
」
に
つ
い
て

保
育
所
等
に
お
い
て
医
療
的
ケ
ア
児
の
受
入
れ
を
可
能
と
す
る
た
め
の
体
制
を
整
備
し
、
医
療
的
ケ
ア
児
の

地
域
生
活
支
援
の
向
上
を
図
る
。

実
施

主
体
：
都
道
府
県
・
市
町
村

予
算
か
所
数
：
6
0
か
所
（
平
成
2
9
年
度
応
募
自
治
体
数
2
3
市
町
村
）

補
助

単
価
：
１
か
所
当
た
り
７
３
０
万
円

（
看
護
師
等
を
配
置
し
て
医
療
的
ケ
ア
を
行
う
場
合
）

１
か
所
当
た
り
６
７
０
万
円

（
看
護
師
等
を
配
置
せ
ず
、
保
育
士
等
が
医
療
的
ケ
ア
を
行
う
場
合
）

補
助

率
：
国
1
/2
、
都
道
府
県
・
指
定
都
市
中
核
市
1
/2

国
1
/2
、
都
道
府
県
1
/4
、
市
町
村
1
/4

１
事
業
概
要

＜
対
象
事
業
＞

・
都
道
府
県
等
に
お
い
て
、
医
療
的
ケ
ア
児
の
受
け
入
れ
を
行
う
保
育
所
等
に
、
認
定
特
定
行
為
業
務
従
事
者
で
あ
る
保
育

士
又
は
看
護
師
等
（
看
護
師
、
准
看
護
師
、
保
健
師
、
助
産
師
）
を
配
置

・
保
育
士
が
認
定
特
定
行
為
業
務
従
事
者
と
な
る
た
め
の
研
修
受
講
を
支
援

・
配
置
さ
れ
た
保
育
士
又
は
看
護
師
等
を
補
助
し
、
医
療
的
ケ
ア
児
の
保
育
を
行
う
保
育
士
等
を
配
置

・
そ
の
他
、
医
療
的
ケ
ア
児
の
受
入
れ
に
資
す
る
も
の

２
事
業
の
対
象

（
１
）
対
象
児
童

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
第
1
9
条
第
1
項
第
2
号
又
は
第
3
号
に
掲
げ
る
小
学
校
就
学
前
子
ど
も
に
該
当
す

る
医
療
的
ケ
ア
児
で
、
集
団
保
育
が
可
能
で
あ
る
と
市
町
村
が
認
め
た
児
童

（
２
）
対
象
施
設

保
育
所
、
認
定
こ
ど
も
園
、
家
庭
的
保
育
事
業
所
、
小
規
模
保
育
事
業
所
及
び
事
業
所
内
保
育
事
業
所

３
補
助
単
価
等

30
年
度
予
算
案
：
保
育
対
策
総
合
支
援
事
業
費
補
助
金

38
1億

円
の
内
数
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医 療 的 ケ ア 児

保
育
園
に
お
け
る
医
療
的
ケ
ア
児
の
受
入
体
制
に
つ
い
て

医 療 的 要 因 ・ 障 害 の 程 度

保
育
園

市
町
村

＜
ニ
ー
ズ
把
握
＞

・
新
生
児
訪
問
や
保
育
コ
ン
シ
ェ
ル
ジ
ュ
等
を
活
用
し
て
、
医
療

的
ケ
ア
児
を
把
握

→
必
要
に
応
じ
て
、
保
育
所
の
利
用
に
つ
い
て
情
報
提
供

＜
検
討
会
等
の
設
置
・
支
援
計
画
の
作
成
＞

・
検
討
会
等
を
設
け
、
利
用
希
望
の
医
療
的
ケ
ア
児
に
つ
い
て
、

受
入
の
可
否
の
判
断
を
す
る
と
と
も
に
、
保
育
園
や
医
療
機
関

等
と
連
携
し
、
支
援
計
画
を
作
成

医
療
機
関
・
訪
問
看

護
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
等

＜
研
修
を
受
講
し
た
保
育
士
＞

・
吸
引
や
経
管
栄
養
な
ど
、
研
修

を
受
講
す
る
こ
と
で
保
育
士
が

提
供
可
能
な
医
療
的
ケ
ア
を
実

施

・
医
療
機
関
や
訪
問
看
護
ス
テ
ー

シ
ョ
ン
等
に
よ
る
支
援
を
受
け

な
が
ら
実
施

＜
看
護
師
＞

・
複
数
の
障
害
を
持
つ
医
療
的
ケ

ア
児
や
、
吸
引
及
び
経
管
栄
養

以
外
の
医
療
的
ケ
ア
を
実
施

高

利 用 希 望 申 込

把 握 ・ 情 報 提 供

・
市
町
村
に
お
い
て
、
新
生
児
訪
問
や
保
育
コ
ン
シ
ェ
ル
ジ
ュ
等
を
活
用
し
て
、
医
療
的
ケ
ア
児
の
保
育
ニ
ー
ズ
を
適
切
に
把
握

・
医
療
的
ケ
ア
児
の
受
入
れ
に
つ
い
て
は
、
検
討
会
等
を
設
け
、
受
入
れ
の
可
否
や
支
援
内
容
を
検
討
。

・
医
療
的
ケ
ア
に
つ
い
て
は
、
研
修
を
受
講
し
た
保
育
士
が
、
医
療
機
関
や
訪
問
看
護
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
の
支
援
を
受
け
な
が
ら
提
供

※
吸
引
や
経
管
栄
養
以
外
の
医
療
的
ケ
ア
な
ど
、
保
育
士
に
よ
る
対
応
が
で
き
な
い
ケ
ー
ス
に
つ
い
て
は
、
看
護
師
が
対
応

低

障
害
児
通
所

支
援
事
業
所

医
療
的
ケ
ア

緊
急
時
の
対
応
・

バ
ッ
ク
ア
ッ
プ

併
行
通
園
促
進

※
保
育
所
で
医
療
的
ケ
ア
児
を
受

入
れ
る
た
め
の
調
整
や
、
受
入

の
際
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
を
行
う
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6

2
3

9

1
1

7
5

-5
0

-4
0

-3
0

-2
0

-1
0

01020304050

010203040506070809010
0

北 海 道

青 森 県

岩 手 県

宮 城 県

秋 田 県

山 形 県

福 島 県

茨 城 県

栃 木 県

群 馬 県

埼 玉 県

千 葉 県

東 京 都

神 奈 川 県

新 潟 県

富 山 県

石 川 県

福 井 県

山 梨 県

長 野 県

岐 阜 県

静 岡 県

愛 知 県

三 重 県

滋 賀 県

京 都 府

大 阪 府

兵 庫 県

奈 良 県

和 歌 山 県

鳥 取 県

島 根 県

岡 山 県

広 島 県

山 口 県

徳 島 県

香 川 県

愛 媛 県

高 知 県

福 岡 県

佐 賀 県

長 崎 県

熊 本 県

大 分 県

宮 崎 県

鹿 児 島 県

沖 縄 県

施
設
数

医
療
的
ケ
ア
児
数

平
成
2
8
年
度

保
育
所
に
お
け
る
医
療
的
ケ
ア
児
の
受
入
状
況

平
成
2
8
年
度
の
施
設
数
・
医
療
的
ケ
ア
児
数
は
2
7
3
か
所
、
3
0
4
人
。
大
阪
府
が
施
設
数
・
医
療
的
ケ
ア
児
数
と
も
に
最
も
多

く
、
3
4
か
所
、
4
3
人
（
東
京
都
は
2
1
か
所
、
2
4
人
）
。
山
梨
県
・
岡
山
県
・
徳
島
県
・
香
川
県
・
愛
媛
県
の
５
県
に
つ
い
て
は

施
設
無
し
。

（
施
設

数
）

（
児
童

数
）
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【
事
業
内
容
】

市
区
町
村
単
位
で
、
複
数
の
家
庭
的
保
育
事
業
者
及
び
連
携
施
設
が
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
（
共
同
事
業
体
）
を
形
成
し
、
情
報
・
ノ
ウ
ハ
ウ
の
共
有
や
、
保
育
環
境

の
整
備
（
共
同
で
の
備
品
購
入
、
給
食
提
供
、
代
替
保
育
の
連
携
等
）
、
経
営
の
効
率
化
（
経
理
面
で
の
共
同
管
理
等
）
等
を
共
同
で
行
う
こ
と
が
で
き
る
体
制

整
備
を
図
る
た
め
の
モ
デ
ル
事
業
を
実
施
す
る
。

コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
（
共
同
事
業
体
）
に
、
連
絡
調
整
、
保
育
環
境
の
整
備
等
を
行
う
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
（
仮
称
）
を
配
置
す
る
た
め
の
費
用

の
補
助
を
行
う
。

モ
デ
ル
事
業
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
実
施
に
あ
た
っ
て
の
問
題
点
を
明
ら
か
に
す
る
と
と
も
に
、
得
ら
れ
る
ノ
ウ
ハ
ウ
を
蓄
積
し
、
全
国
展
開
を
図
る
仕
組

み
を
構
築
す
る
こ
と
を
目
指
し
、
家
庭
的
保
育
事
業
の
更
な
る
普
及
を
図
る
。

【
実
施
主
体
】
市
区
町
村

【
補
助
率
】
国
１
／
２
都
道
府
県
１
／
４
市
区
町
村
１
／
４

【
補
助
単
価
】
１
自
治
体
当
た
り
年
間
８
，
１
８
０
千
円

家
庭
的
保
育
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
形
成
モ
デ
ル
事
業
【
新
規
】

平
成
3
0
年
度
予
算
案
0
.2
億
円

○
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
配
置
に
よ
り
、
現
在
、
保
育

マ
マ
が
抱
え
る
不
安
や
課
題
の
解
消
を
図
る
。

（
不
安
・
課
題
）

・経
営
的
不
安
（
利
用
者
の
確
保
、
補
助
者
の
雇
用
・
管
理
）

・孤
立
化
、
密
室
化

・保
育
マ
マ
の
病
気
や
休
暇
取
得
時
の
代
替
保
育
確
保
の
困
難
さ

・公
定
価
格
の
請
求
、
保
育
料
徴
収
、
自
治
体
へ
の
報
告
書
作
成
、
税

務
申
告
書
類
作
成
な
ど
事
務
処
理
の
煩
雑
さ

・連
携
施
設
の
確
保

・自
園
調
理

保
育
マ
マ
が
保
育
に
専
念
で
き
る
環
境
を
整
備
す
る
こ
と
に
よ

り
、
家
庭
的
保
育
事
業
に
参
入
し
や
す
く
な
り
、
更
な
る
保
育
マ

マ
の
普
及
・
質
の
向
上
を
図
る
こ
と
が
可
能
に
な
る
。

○
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
業
務
例

・共
同
で
の
備
品
購
入
、
連
携
施
設
か
ら
の
給

食
提
供
調
整

・代
替
保
育
職
員
の
調
整

・保
育
補
助
者
の
雇
用
・管
理

・公
定
価
格
の
請
求
等
の
事
務
処
理

・各
事
業
者
へ
の
巡
回
指
導
、
相
談
支
援

・各
事
業
者
間
の
情
報
共
有

等

（保
育
対
策
総
合
支
援
事
業
費
補
助
金

３
８
１
億
円
の
内
数
）

0
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【
事
業
内
容
】

自
宅
か
ら
遠
距
離
に
あ
る
保
育
園
等
の
利
用
を
可
能
に
す
る
た
め
、
保
護
者
に
と
っ
て
利
便
性
の
良
い
場
所
に
あ
る
学
校
や
児
童
館
な
ど
に
市
町
村
が
設
置
す

る
子
ど
も
送
迎
セ
ン
タ
ー
か
ら
、
原
則
、
各
保
育
園
等
の
保
育
士
等
が
付
き
添
い
の
も
と
送
迎
バ
ス
等
に
よ
り
送
迎
す
る
場
合
や
、
園
庭
で
十
分
な
活
動
が
で
き

な
い
お
そ
れ
が
あ
る
保
育
園
等
に
つ
い
て
、
遠
距
離
に
あ
る
公
園
ま
で
児
童
を
送
迎
す
る
場
合
に
、
送
迎
の
実
施
に
要
す
る
費
用
の
一
部
を
補
助
す
る
。

ま
た
、
送
迎
バ
ス
が
子
ど
も
送
迎
セ
ン
タ
ー
を
経
由
せ
ず
、
直
接
複
数
の
利
用
者
の
自
宅
又
は
自
宅
近
く
の
安
全
に
待
機
で
き
る
場
所
の
み
を
経
由
す
る
場
合

や
、
送
迎
セ
ン
タ
ー
を
設
置
す
る
た
め
の
改
修
経
費
に
つ
い
て
も
補
助
対
象
と
す
る
よ
う
、
事
業
内
容
の
拡
充
を
図
る
。

【
実
施
主
体
】

市
町
村

【
補
助
率
】

１
／
２
（
国

１
／
２
、
市
町
村
１
／
２
）

【
補
助
単
価
】
①
従
来
型

保
育
士
等
雇
上
費

5
0
0
万
円
、
運
転
手
雇
上
等
費

5
0
0
万
円
、
事
業
費

1
,0
0
0
万
円

②
直
接
送
迎
型
（
拡
充
）

保
育
士
等
雇
上
費

5
0
0
万
円
、
運
転
手
雇
上
等
費

5
0
0
万
円
、
事
業
費

1
0
0
万
円

※
こ
の
他
、
バ
ス
等
購
入
費

1
,5
0
0
万
円
（
又
は
借
上
費
7
5
0
万
円
）

③
送
迎
セ
ン
タ
ー
の
改
修
（
拡
充
）

7
2
0
万
円

送
迎
セ
ン
タ
ー

広
域
的
保
育
園
等
利
用
事
業

＜
自
宅
も
し
く
は
自
宅

近
く
で
安
全
に
待
機
で

き
る
場
所
ま
で
送
迎
＞

Ａ
保
育
園

Ｃ
こ
ど
も
園

自
宅

自
宅

（
保
護
者
が
セ
ン
タ
ー

ま
で
送
迎
）

＜
保
育
所
等
ま
で
送
迎
＞

Ｄ
こ
ど
も
園

自
宅

Ｂ
保
園
園

送
迎
セ
ン
タ
ー

自
宅＜
送
迎
セ
ン
タ
ー
の
整
備
＞

〈
事
業
の
概
要
〉

H
3
0
要
求
（
拡
充
）

（
保
育
対
策
総
合
支
援
事
業
費
補
助
金

3
8
1
.4
億
円
の
内
数
）

拡
充

0
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１
．
大
綱
の
概
要

２
．
制
度
の
内
容

個
人
又
は
法
人
が
、
平
成
3
0
年
４
月
１
日
か
ら
平
成
3
2
年
３
月
3
1
日
ま
で
の
間
に
、
企
業
主
導
型
保
育
施
設
用
資

産
の
取
得
等
を
し
て
、
そ
の
保
育
事
業
の
用
に
供
し
た
場
合
に
は
、
３
年
間
1
2
％
（
建
物
等
及
び
構
築
物
に
つ
い
て

は
、
1
5
％
）
の
割
増
償
却
が
で
き
る
こ
と
と
す
る
。

働
く
人
の
た
め
の
保
育
の
提
供
に
取
り
組
む
企
業
に
対
す
る
税
制
上
の
優
遇
措
置
の
創
設

（
所
得
税
、
法
人
税
）

20
18
年
度
～
20

19
年
度
に

企
業
主
導
型
保
育
施
設
を
新
設
・
増
設

３
年
間
の
割
増
償
却

普
通
償
却
費

＋
普
通
償
却
限
度
額
の
１
２
％

（
建
物
等
及
び
構
築
物
は
15
％
）

①
企
業
主
導
型
保
育
施
設
の
建
物
等

減
価
償
却
資
産

②
幼
児
遊
戯
用
構
築
物
等

・
遊
戯
用
の
構
築
物

・
遊
戯
具

・
家
具

・
防
犯
設
備
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1 
 

府 子 本 � � � 号�

� � 初 幼 教 第 ９ 号�

子保発０９２９第１号� �

平成 �� 年９月 �� 日�

�

各都道府県私立学校主管部（局）�長�

各 都 道 府 県 民生 主 管 部（ 局 ） �長�

各 都 道 府 県 教 育 委 員 会 教 育 � 長�

各指定都市・中核市民生主管部（局）長�

�

�

内 閣 府 子 ど も ・ 子 育 て 本 部�

参事官（子ども・子育て支援担当）�

（ 公 印 省 略 ）�

文部科学省初等中等教育局幼児教育課長�

（ 公 印 省 略 ）�

厚生労 働省子ども家庭局 保育課長�

（ 公 印 省 略 ）�

�

�

保育士等の子どもの優先入所等に係る取扱いについて�

�

�

� 保育施策の推進については、日頃より格別の御尽力を賜り厚く御礼申し上げます。�

� 「「子育て安心プラン」について」（平成 ��年６月２日付け事務連絡）においてお示しし

た「６つの支援パッケージ」については、各都道府県又は各市町村（特別区を含む。以下同

じ。）が行っている保育関連業務に係る内容が盛り込まれています。今般、本内容の一部に

係る具体的な留意事項等を下記のとおりお示ししますので、内容を十分御了知の上、貴管内

の市町村への周知を行うとともに、本内容の趣旨を踏まえて対応いただきますようお願いし

ます。�

 

記�

�

�

殿�
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2 
 

�

児童福祉法（昭和 �� 年法律第��� 号）第��条第３項及び附則第 �� 条第１項に規定す

る利用調整を行うに当たっては、保育園等の利用に係る優先度を踏まえるため、「子ども・

子育て支援法に基づく支給認定等並びに特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者の

確認に係る留意事項等について」（平成 ��年９月 ��日付け府政共生第 ���号・��文科初

第 ��� 号・雇児発 ���� 第２号内閣府・文部科学省・厚生労働省通知。以下「留意事項通

知」という。）第２の７で示している「優先利用に関する基本的考え方」等を踏まえ、独

自に点数付けを行うなどの取扱いを行っている事例が多く見られるところである。�

これまでも留意事項通知において、保育人材の確保・育成や就業継続による全体へのメ

リット等の観点から、市町村の判断により、保育士、幼稚園教諭、保育教諭（以下「保育

士等」という。）の子どもの利用に当たって配慮することも考えられる旨示しているが、

保育士等の子どもの保育園等への入園の可能性が大きく高まるような点数付けを行い、可

能な限り速やかに入園を確定させることは、�

・当該保育士等の勤務する保育園等が早期に当該保育士等の子どもの入園決定を把握して

当該保育士の職場への復帰を確定させ、利用定員を増やすことを可能にし、保育の受け

入れ枠の増加に大きく寄与するとともに、�

・保育士等が妊娠・出産後、円滑に職場復帰できる環境を整えることにより、高い使命感

と希望をもって保育の道を選んだ方々が、仕事と家庭の両立を実現しながら、将来にわ

たって活躍することが可能となり、保育士の処遇の改善にも大きな効果が見込まれる�

ことから、待機児童の解消等のために保育人材の確保が必要な市町村においては、このよ

うな取組を行うよう努めること。�

その際、市町村と都道府県が連携の上、平成 �� 年度補正予算で創設された未就学児を

持つ保育士等に対する保育料の一部貸付事業の周知を徹底し、当該事業を積極的に活用し

た人材確保に取り組むこと。�

また、以下のような事例について、市町村によって対応にばらつきがみられることから、

以下の点についてもあわせて留意すること。�

（１）保育士等が勤務している保育園等については、一律に当該保育士等の子どもを入園

させない取扱いとしている市町村がみられるが、保育士等が勤務する保育園等に当該保

育士等の子どもが入園できる環境を整えることは、保育士等の仕事と家庭の両立の実現

や長期的な就業継続に大きく寄与することから、扱いに差を設けず、他の保育園等の場

合と同様に入園の対象とすること。なお、その際、必要に応じて、当該保育士等の子ど

もを当該保育士等以外の者が担任を務めるクラスに入園させる等の配慮を行うことも考

えられる。�

（２）保育士等の子どもの優先利用の実施に当たっては、�
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・市町村の圏域を超えた利用調整の実施を行っていない市町村や�

・市町村の圏域を超えた利用調整は実施しているものの、当該保育士等の市町村内の保

育園等への勤務を条件としている市町村�

が相当数存在するが、保育士等の中には、その居住する市町村以外の市町村に所在する

保育園等に勤務する者も多数存在しており、当該保育士等について、その居住する市町

村内の保育園等への勤務を条件とせずに市町村の圏域を超えた利用調整を行うことで、

より多くの保育士等の職場への復帰が可能となり、当該市町村における待機児童の解消

にも、広域的な待機児童の解消にも大きな効果が見込まれることから、こうした利用調

整が行われるよう、積極的に各市町村間で協定を結ぶ等の連携・調整を行うこと。�

� なお、保育士等に限らず、市町村の圏域を超えた利用調整の実施については、「児童

福祉法に基づく保育所等の利用調整の取扱いについて（通知）」（平成 �� 年２月３日府

政共生第 �� 号・雇児発���� 第３号内閣府政策統括官（共生社会政策担当）・厚生労働

省雇用均等・児童家庭局長通知）を踏まえ、所在地市町村において、他市町村に居住す

る住民の利用に関する優先度の取扱いに基づき、調整をお願いしているところであるが、

居住する市町村以外の市町村に所在する保育園等への入園を希望する住民が一定数存在

し得ることに鑑み、市町村の圏域を超えた利用調整がなされるよう、積極的に各市町村

間の連携・調整に努めること。また、その際、各都道府県においても、その域内に所在

する市町村の担当者が参集して広域的な利用調整に向けた協議を行うことが可能となる

場を提供するなど、積極的に広域調整の役割を果たすこと。�
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 子保発 1018 第１号 
国 都 計 第 ７ ５ 号 

国住街 第１１５号 

平成２９年１０月１８日 

 

各都道府県 各指定都市 

 児童福祉所管部（局）長  殿 

都市計画行政担当部長   殿 

 特定行政庁        殿                 

 

 

 

厚 生 労 働 省 子ども家庭局 保 育 課 長     
 
 

（印影印刷） 

 

 

国 土 交 通 省 都 市 局 都市計画課長     
 
 

（印影印刷） 

 

 

住 宅 局 市街地建築課長 
 
 

（印影印刷） 

 

大規模マンションにおける保育施設の設置促進について 

 

 平素より児童福祉行政、都市計画・建築行政に関するご高配を賜り厚く御礼申し上

げます。 
 子育て安心プラン(平成 29 年 6 月 2 日)（別紙１）においては、 
「○大規模マンションでの保育園の設置促進 
・容積率緩和の特例措置を活用したマンション建設時の保育施設併設のモデル事例

を地方自治体に周知する。 
・さらに、容積率緩和の特例措置を活用して建設される大規模マンションにおいて

保育施設の適切な確保が図られるよう地方自治体に要請する。」 
とされたところです。 

資料16
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これを踏まえ、容積率緩和の特例措置を活用したマンション建設時の保育施設等併

設のモデル事例等について、別紙２のとおり取りまとめましたので、保育施設等併設

を促進する際の参考として頂きますようお願いいたします。 

また、子育て安心プランの内容に則し、容積率緩和の特例措置を活用して建設され

る大規模マンションにおいては、下記事項に留意し、保育施設の適切な確保を図って

頂きますようお願いいたします。 

 

都道府県におかれましては、貴管内の市町村（指定都市を除く）に対しましても、

本通知を周知頂きますようお願いいたします。 

 

記 

 

（１） 容積率緩和の特例措置を活用しようとする大規模マンションの建設時には、特

に保育施設に対する局所的な需要増が生じる可能性があることから、周辺地区

の状況を含めた保育施設の必要性の有無、必要な規模等について検討し、建設

に関する都市計画の立案時点や、総合設計制度等の許可申請時点から、都市計

画部局、建築部局及び保育部局で連携し、情報共有に努めること。 

（２） 検討の結果、需要増により新たな保育施設の確保が必要と見込まれる場合に

は、必要に応じて、保育施設の設置を都市計画の内容や総合設計制度の許可条

件として反映し、その適用が図られるように検討すること。 

（３） 当該大規模マンションの開発を行う事業者に対し、児童福祉政策の観点から保

育施設の確保の必要性を示し、保育施設の設置を要請するとともに、必要に応

じて、モデル事例について情報提供すること。 

（４） 保育施設に係る容積率緩和の特例措置の適用に当たっては、当該施設の性質上、

その需要が入居者及び周辺住民の年代構成に左右されることに鑑み、将来、保

育施設の需要が減少した場合に許容されうる用途変更の範囲について、あらか

じめ示しておくことが考えられること（別紙３）。 

 

以上 

 

  担当・問合せ先                   

 

厚生労働省 子ども家庭局 保育課 坪井       

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内４８５２)   

  国土交通省 都市局 都市計画課  尾本       

ＴＥＬ：０３－５２５３－８１１１（内３２６４２） 

住宅局 市街地建築課 石井       

ＴＥＬ：０３－５２５３－８１１１（内３９６３３） 
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「
子
育
て

安
心

プ
ラ
ン

」

【
待
機
児
童
を
解
消
】

国
と
し
て
は
、
東
京
都
を
は
じ
め
意
欲
的
な
自
治
体
を
支
援
す
る
た
め
、
待
機
児
童
解
消
に
必
要
な
受
け
皿

約
2
2
万
人
分
の
予
算
を
平
成
3
0
年
度
か
ら
平
成
3
1
年
度
末
ま
で
の
２
年
間
で
確
保
。

（
遅
く
と
も
平
成
3
2
年
度
末
ま
で
の
３
年
間
で
全
国
の
待
機
児
童
を
解
消
）

約
１
０
万
人
増

約
２
２
万
人
増

「
待
機
児
童
解
消
加
速
化
プ
ラ
ン
」

（
５
年
間
）

2
0
1
3
（
Ｈ
2
5
）
年
度

2
0
1
7
（
Ｈ
2
9
）
年
度
末

2
0
2
2
（
Ｈ
3
4
）
年
度
末

５
３
万
人
増

2
0
1
9
(H
3
1
)～

2
0
2
0
(Ｈ
3
2
)年
度
末

約
３
２
万
人
増

「
新

た
な
プ
ラ
ン
」

（
２
～
３
年
間
＋
２
年
間
）

待
機
児
童
数

女
性
（
2
5
-
4
4
歳
）
の
就
業
率

約
2
.4
万
人
（
H
2
8
.4
)

ゼ
ロ

8
0
％

7
2
.7
％
(H
2
8
)

（
ゼ
ロ
を
維
持
）

自
治
体

を
支

援
し

､
２

年
間
で

待
機

児
童

を
解

消
す
る
た
め

の
受
け

皿
整

備
の
予
算

の
確

保
�遅

く
と
も

３
年
間

で
待
機
児
童

解
消

�

５
年

間
で

女
性

就
業

率
��
％

「
Ｍ

字
カ

ー
ブ

」
解

消

【
待
機
児
童
ゼ
ロ
を
維
持
し
つ
つ
、
５
年
間
で
「
Ｍ
字
カ
ー
ブ
」
を
解
消
】

「
Ｍ
字
カ
ー
ブ
」を
解
消
す
る
た
め
、
平
成
3
0
年
度
か
ら
平
成
3
4
年
度
末
ま
で
の
５
年
間
で
女
性
就
業
率
8
0
％
に
対
応

で
き
る
約
3
2
万
人
分
の
受
け
皿
整
備
。

（
参
考
）
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
女
性
就
業
率
：
8
2
.5
％
（
2
0
1
3
）

※
約
3
2
万
人
分
の
受
け
皿
整
備
を
２
年
前
倒
し

（
平
成
2
9
年
9
月
2
5
日
総
理
会
見
）

【
平
成
�
�
年

６
月

２
日

公
表

】

�

別
紙
１
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６
つ
の
支
援
パ
ッ
ケ
ー
ジ
の
主
な
内
容

１
保
育
の
受
け
皿
の
拡
大

～
更
な
る
都
市
部
対
策
と
既
存
施
設
の
活
用
、
多
様
な
保
育
を
推
進
す
る
～

２
保
育
の
受
け
皿
拡
大
を
支
え
る
「
保
育
人
材
確
保
」

～
保
育
補
助
者
を
育
成
し
、
保
育
士
の
業
務
負
担
を
軽
減
す
る
～

３
保
護
者
へ
の
「
寄
り
添
う
支
援
」
の
普
及
促
進

～
更
な
る
市
区
町
村
に
よ
る
保
護
者
支
援
を
行
う
～

４
保
育
の
受
け
皿
拡
大
と
車
の
両
輪
の
「
保
育
の
質
の
確
保
」

～
認
可
外
保
育
施
設
を
中
心
と
し
た
保
育
の
質
を
確
保
す
る
～

５
持
続
可
能
な
保
育
制
度
の
確
立

６
保
育
と
連
携
し
た
「
働
き
方
改
革
」

～
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た
両
立
支
援
制
度
の
確
立
を
目
指
す
～

・
都
市
部
に
お
け
る
高
騰
し
た
保
育
園
の
賃
借
料
へ
の
補
助

・
大
規
模
マ
ン
シ
ョ
ン
で
の
保
育
園
の
設
置
促
進

・
幼
稚
園
に
お
け
る
２
歳
児
の
受
入
れ
や
預
か
り
保
育
の
推
進

・
企
業
主
導
型
保
育
事
業
の
地
域
枠
拡
充
な
ど

・
国
有
地
、
都
市
公
園
、
郵
便
局
、
学
校
等
の
余
裕
教
室
等
の
活

用
・
家
庭
的
保
育
の
地
域
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
の
普
及
、
小
規
模
保
育
、

病
児
保
育
な
ど
の
多
様
な
保
育
の
受
け
皿
の
確
保

・
市
区
町
村
ご
と
の
待
機
児
童
解
消
の
取
組
状
況
の
公
表

※
市
区
町
村
に
お
け
る
待
機
児
童
対
策
の
取
組
状
況
（
受
け
皿
拡
大
量
、

各
年
４
月
１
日
の
待
機
児
童
数
等
）
を
市
区
町
村
ご
と
に
公
表
。

・
保
育
提
供
区
域
ご
と
の
待
機
児
童
解
消
の
取
組
状
況
の
公
表

・
広
域
的
保
育
園
等
利
用
事
業
の
積
極
的
な
活
用
促
進

・
処
遇
改
善
を
踏
ま
え
た
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
の
仕
組
み
の
構
築

・
保
育
補
助
者
か
ら
保
育
士
に
な
る
た
め
の
雇
上
げ
支
援
の
拡
充

・
保
育
士
の
子
ど
も
の
預
か
り
支
援
の
推
進

・
保
育
士
の
業
務
負
担
軽
減
の
た
め
の
支
援

・
「
保
育
コ
ン
シ
ェ
ル
ジ
ュ
」
に
よ
る
保
護
者
の
た
め
の
出
張
相
談

な
ど
の
支
援
拡
大

・
待
機
児
童
数
調
査
の
適
正
化

・
地
方
単
独
保
育
施
設
の
利
用
料
支
援

・
認
可
外
保
育
施
設
に
お
け
る
事
故
報
告
等
と
情
報
公
表
の
推
進

・
災
害
共
済
給
付
の
企
業
主
導
型
保
育
、
認
可
外
保
育
施
設
へ
の
対
象

拡
大

・
保
育
実
施
に
必
要
な
安
定
財
源
の
確
保

・
男
性
に
よ
る
育
児
の
促
進

・
研
究
会
を
開
催
し
育
児
休
業
制
度
の
在
り
方
を
総
合
的
に
検
討
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○
都
市
部
に
お
け
る
高
騰
し
た
保
育
園
の
賃
借
料
へ
の
補
助
【
��

年
度
予
算
】

賃
借
料
の
高
騰
に
よ
り
、
公
定
価
格
に
お
け
る
賃
借
料
加
算
と
大
き
く
乖
離
し
て
い
る
地
域
に
お
け
る
保
育
園
等
の
設
置
支
援
と
し

て
、
保
育
対
策
総
合
支
援
事
業
費
補
助
金
に
よ
り
、
実
際
の
賃
借
料
と
公
定
価
格
に
お
け
る
賃
借
料
加
算
と
の
差
額
の
一
部
を
支
援
す

る
。

新

１
保
育
の
受
け
皿
拡
大

○
固
定
資
産
税
減
免
の
普
及
【
��

年
度
税
制
改
正
】

（
１
）
保
育
園
等
に
土
地
を
貸
す
際
に
固
定
資
産
税
の
減
免
が
可
能
な
旨
の
明
確
化

保
育
園
等
の
用
地
確
保
に
困
難
を
抱
え
る
自
治
体
に
お
い
て
、
土
地
提
供
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の
一
つ
と
し
て
、
補
助
金
な
ど
他

の
施
策
に
加
え
、
土
地
を
有
料
で
貸
し
付
け
て
い
る
所
有
者
に
対
す
る
固
定
資
産
税
の
減
免
を
検
討
す
る
こ
と
は
可
能
で
あ
る
旨
を

通
知
等
に
よ
り
周
知
し
、
保
育
園
等
の
た
め
の
土
地
の
確
保
に
取
り
組
む
自
治
体
を
支
援
す
る
。

（
２
）
保
育
の
受
け
皿
の
整
備
等
を
促
進
す
る
た
め
の
税
制
上
の
所
要
の
措
置

企
業
主
導
型
保
育
事
業
の
用
に
供
す
る
固
定
資
産
に
係
る
固
定
資
産
税
等
に
つ
い
て
課
税
標
準
の
特
例
措
置
を
講
ず
る
と
と
も
に
、

事
業
所
内
保
育
事
業
（
利
用
定
員
が
１
人
以
上
５
人
以
下
）
等
の
用
に
供
す
る
固
定
資
産
に
係
る
固
定
資
産
税
等
の
課
税
標
準
の
特

例
措
置
を
自
治
体
に
対
し
て
普
及
す
る
。

新

○
大
規
模
マ
ン
シ
ョ
ン
で
の
保
育
園
の
設
置
促
進

・
容
積
率
緩
和
の
特
例
措
置
を
活
用
し
た
マ
ン
シ
ョ
ン
建
設
時
の
保
育
施
設
併
設
の
モ
デ
ル
事
例
を
地
方
自
治
体
に
周
知
す
る
。

・
さ
ら
に
、
容
積
率
緩
和
の
特
例
措
置
を
活
用
し
て
建
設
さ
れ
る
大
規
模
マ
ン
シ
ョ
ン
に
お
い
て
保
育
施
設
の
適
切
な
確
保
が
図
ら

れ
る
よ
う
地
方
自
治
体
に
要
請
す
る
。

新
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容
積
率
緩
和
の
特
例
措
置
を
活
用
し
た
マ
ン
シ
ョ
ン
建
設
時
の
保
育
施
設
等
の
併
設
事
例

別
紙
２

所
在
地

地
区
名
等

�竣
工
年
月
日
�

緩
和
手
法

緩
和
後
の
容
積
率

�指
定
容
積
率
�

住
戸
数

併
設
保
育
施
設
等

住
宅
以
外
の

併
設
用
途

埼
玉
県

川
口
市

川
口
金
山
町
�
�
番
（
�
�
�
��
）

高
度

利
用
地
区

�
�
�
�

��
�
�
�
�

約
�
�
�
戸

保
育
所

定
員
：
��
�
名

事
務
所

店
舗

東
京
都

港
区

浜
松
町
一
丁
目
地
区

（
�
�
�
��
予
定
）

高
度

利
用
地
区

�
�
�
�

��
�
�
�
�

約
�
�
�
戸

保
育
所

定
員
：
��
名

事
務
所

店
舗

東
京
都

文
京
区

春
日
・
後
楽
園
駅
前
地
区

（
�
�
�
��
�
予
定
）

高
度

利
用
地
区

�
�
�
�
�
��
�
�
�
�
��
�
�
�

��
�
�
�
�

約
�
�
�
戸

保
育
所
（予

定
）

定
員
：
未
定

事
務
所

店
舗

東
京
都

品
川
区

目
黒
駅
前
地
区

（
�
�
�
��
�
予
定
）

高
度

利
用
地
区

�
�
�
�
���
�
�
�

��
��
��
��
��
��
��
�
��
�

約
�
�
�
戸

保
育
所

定
員
：
��
�
名

事
務
所

東
京
都

豊
島
区

東
池
袋
四
丁
目
地
区

（
�
�
�
予
定
）

高
度

利
用
地
区

�
�
�
�
�
��
�
�
�
�

��
��
��
��
��
��
��
�
��
�

約
�
�
�
戸

保
育
所
（予

定
）

定
員
：
約
�
�名

事
務
所

店
舗

兵
庫
県

明
石
市

明
石
駅
前
南
地
区 ��
�
�
��
�

高
度

利
用
地
区

�
�
�
�

��
�
�
�
�

約
�
�
�
戸

保
育
所

定
員
：
��
名

市
役
所
窓
口

図
書
館

東
京
都

中
央
区

勝
ど
き
五
丁
目
地
区

��
��
��
�
�

再
開
発
等

促
進
区

�
�
�
�
�

��
�
�
�
�

約
�
��
�
�
戸

保
育
所

定
員
：
��
名

事
務
所

店
舗

東
京
都

中
央
区

勝
ど
き
六
丁
目
地
区
��
�
�
��
�

再
開
発
等

促
進
区

�
�
�
�

��
�
�
�
�

約
�
��
�
�
戸

保
育
所

定
員
：
��
名

店
舗

大
阪
府

大
阪
市

�
※

総
合
設
計

制
度

�
�
�
�

��
�
�
�
�

約
�
�
�
戸

キ
ッ
ズ
ル
ー
ム

�
�
㎡

－

兵
庫
県

神
戸
市

�
※

総
合
設
計

制
度

�
�
�
�

��
�
�
�
�

約
�
�
�
戸

遊
び
場
（プ
レ
イ
ロ
ッ
ト
）

�
�
�
㎡

－

※
個
別
の
マ
ン
シ
ョ
ン
名
の
た
め
非
掲
載
。
国
の
総
合
設
計
許
可
準
則
（
以
下
「
準
則
」と
い
う
。
）
で
示
す
保
育
所
等
以
外
の
保
育
施
設
に
つ
い
て
容
積
率
を
緩
和
し
た
事
例
。
１
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自
治
体
名

条
例
の
名
称

対
象
と
な
る
規
模

内
容

東
京
都

台
東
区

大
規
模
マ
ン
シ
ョ
ン
等
の
建
設
に

お
け
る
保
育
所
等
の
整
備
に
係
る

事
前
届
出
等
に
関
す
る
条
例

・
共
同
住
宅
で
総
戸
数
�
�
�
戸
以
上

・
敷
地
面
積
�
��
�
�
㎡
以
上

又
は
延
べ
面
積
�
万
㎡
以
上

保
育
施
設
等
の
設
置
が
必
要
と
認
め
ら
れ
る
場
合
、

整
備
の
協
力
を
要
請
。

東
京
都

世
田
谷
区

世
田
谷
区
建
築
物
の
建
築
に
係
る

住
環
境
の
整
備
に
関
す
る
条
例

・
住
戸
専
用
面
積
が
�
�
㎡
以
上

の
住
戸
の
数
が
�
�
以
上

・
住
宅
の
用
途
に
供
す
る
部
分

の
床
面
積
の
合
計
が
�
��
�
�
㎡
以
上

建
築
の
届
け
出
前
に
、
子
育
て
施
設
等
の

設
置
に
つ
い
て
協
議
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

大
規
模
マ
ン
シ
ョ
ン
で
の
保
育
施
設
等
の
併
設
に
係
る
地
方
公
共
団
体
の
取
り
組
み

保
育
施
設
等
の
併
設
を
公
共
貢
献
と
し
て
評
価
す
る
運
用
基
準
等
の
例

自
治
体
名

運
用
基
準
等
の
名
称

容
積
緩
和
の
手
法

保
育
施
設
に
係
る
容
積
率
緩
和
の
内
容

東
京
都

新
し
い
都
市
づ
く
り
の
た
め
の
都
市

開
発
諸
制
度
活
用
方
針
等

高
度
利
用
地
区

特
定
街
区

再
開
発
等
促
進
区

保
育
施
設
等
の
子
育
て
支
援
施
設
の

床
面
積
に
応
じ
て
容
積
率
を
緩
和
。

福
岡
市

福
岡
市
都
心
部
機
能
更
新
誘
導
方
策

再
開
発
等
促
進
区

同
上

大
規
模
マ
ン
シ
ョ
ン
の
建
設
に
際
し
保
育
施
設
等
の
併
設
を
求
め
る
条
例
等
の
例

自
治
体
名

運
用
基
準
等
の
名
称

国
の
準
則
で
示
す
保
育
所
等
以
外
の
保
育
施
設
に
係
る
容
積
率
緩
和
の
内
容

大
阪
市

大
阪
市
総
合
設
計
許
可
取
扱
要
綱
実
施

基
準

大
阪
市
子
育
て
安
心
マ
ン
シ
ョ
ン
の
認
定
を
受
け
る
共
同
住
宅
の
一
定
の
キ
ッ
ズ

ル
ー
ム
等
に
つ
い
て
、
当
該
施
設
に
供
す
る
部
分
の
容
積
率
を
緩
和
。

神
戸
市

神
戸
市
総
合
設
計
制
度
許
可
取
扱
要
領

こ
う
べ
子
育
て
応
援
マ
ン
シ
ョ
ン
の
認
定
基
準
を
満
た
し
た
遊
び
場
（
プ
レ
イ
ロ
ッ
ト
）

に
つ
い
て
、
公
開
空
地
に
準
ず
る
空
地
と
し
て
扱
い
、
容
積
率
を
緩
和
。

２
．
総
合
設
計
制
度
（
国
の
準
則
で
示
す
保
育
所
等
以
外
の
保
育
施
設
に
つ
い
て
容
積
率
を
緩
和
し
た
事
例
）

１
．
都
市
計
画
諸
制
度

２
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子
育
て
支
援
施
設
や
元
気
高
齢
者
の
交
流
施
設
の
整
備
の
促
進
（
東
京
都
）

（
参
考
：
東
京
都
作
成
資
料
よ
り
抜
粋
）

都
市
開
発
諸
制
度
活
用
方
針
等
の
改
定
に
つ
い
て
（
東
京
都
）

平
成
2�

年
3月

3�
日
改
定
、
同
年
�月

1日
施
行

○
容
積
率
割
増
し
の
評
価
を
受
け
た
子
育
て
支
援
施
設

※
1 に

つ
い
て
、
将
来
の
地
域
に
お
け
る
子
育
て
支
援
施
設
の
需

要
や
区
市
町
と
の
協
議
を
踏
ま
え
、
他
施
設
へ
の
転
用
を
可
能
と
し
ま
す
。

○
元
気
高
齢
者
の
交
流
施
設

※
2 を

容
積
率
の
割
増
し
の
評
価
対
象
と
し
ま
す
。

改
定
項
目

改
定
前

改
訂
後

子
育
て
支
援
施
設

容
積
率
割
増
し
の
評
価
を
受
け

た
施
設
の
他
施
設
へ
の
転
用

子
育
て
支
援
施
設
又
は
高

齢
者
福
祉
施
設

※
3

将
来
の
子
育
て
支
援
施
設
の
需

要
を
踏
ま
え
、
区
市
町
と
の
協

議
に
よ
り
定
め
た
施
設
へ
の
転

用
を
可
能
と
す
る

高
齢
者
向
け
施
設

容
積
率
割
増
し
の
評
価
対
象

高
齢
者
福
祉
施
設

高
齢
者
福
祉
施
設
及
び
元
気
高

齢
者
の
交
流
施
設

【
改
定
す
る
東
京
都
の
都
市
開
発
諸
制
度
】

○
特
定
街
区
、
高
度
利
用
地
区
、
再
開
発
等
促
進
区
を
定
め
る
地
区
計
画
、
総
合
設
計
許
可

※
1：

保
育
所
、
認
定
こ
ど
も
園
、
放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
の
用
に
供
す
る
施
設
、
一
時
預
か
り
事
業
の
用
に
供
す
る
施
設
、
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
施
設

※
2：

ふ
れ
あ
い
サ
ロ
ン
や
老
人
ク
ラ
ブ
な
ど
元
気
高
齢
者
の
活
動
拠
点
と
な
る
、
区
市
町
と
の
協
議
を
踏
ま
え
て
設
け
る
施
設

※
3：

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
、
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
、
有
料
老
人
ホ
ー
ム
、
通
所
介
護
施
設
、
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
施
設
、
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
施
設

別
紙
３
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�

1 
 

事� � 務� � 連� � 絡� �

平成 �� 年 �� 月 �� 日�

�

�

各都道府県・指定都市・中核市�

子ども・子育て支援新制度担当課� 御中�

保育担当課�

�

�

内 閣 府 子 ど も ・ 子 育 て 本 部�

参事官（子ども・子育て支援担当）�

厚 生 労 働 省 子 ど も 家 庭 局 保 育 課�

�

�

�

多様な働き方に応じた保育所等の利用調整等に係る取扱いについて�

�

�

� 保育施策の推進については、日頃より格別の御尽力を賜り厚く御礼申し上げます。�

� 今般、保護者の多様な働き方が広がっている現状に鑑み、保育所等の利用調整に関して、

具体的な留意事項等を下記のとおりお示ししますので、内容を十分御了知の上、貴管内の市

町村への周知を行うとともに、本内容の趣旨を踏まえて対応いただきますようお願いします。�

 
記�

�

児童福祉法（昭和 �� 年法律第 ��� 号）第 �� 条第３項及び附則第 �� 条第１項に規定す

る利用調整を行うに当たっては、保育所等の利用に係る優先度を踏まえるため、「子ども・

子育て支援法に基づく支給認定等並びに特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者の

確認に係る留意事項等について」（平成 �� 年９月 �� 日付け府政共生第 ��� 号・�� 文科初

第 ��� 号・雇児発 ���� 第２号内閣府・文部科学省・厚生労働省通知。以下「留意事項通

知」という。）等を踏まえ、独自に点数付けを行うなどの取扱いを行っている事例が多く

見られるところである。�

留意事項通知第２の１の（２）のアの（イ）において、「就労の形態については、居宅

外での労働のほか、居宅内で当該児童と離れて日常の家事以外の労働をすることを常態と

していること（自営業、在宅勤務等）も対象とする」と示しているところ、多様な働き方

が広がっていることに鑑み、それぞれの保護者の就労状況をきめ細かく把握し、実態に応

じた取扱いが可能となるような点数付けが望ましいことから、以下の点に留意すること。�

�

資料17
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2 
 

（１）居宅内での労働と居宅外での労働について、一律に点数に差異を設けている市町村

がみられるが、居宅内で労働しているからといって、必ずしも居宅外での労働に比べて

仕事による拘束時間が短い、子どもの保育を行いやすいというわけではないことから、

居宅内での労働か、居宅外での労働かという点のみをもって一律に点数に差異を設ける

ことは望ましくなく、�

� ・就労時間、休憩時間や移動時間等の詳細な実態�

・店頭に立っている、打ち合わせ等で取引先の職場に赴いている等、具体的な就労場所�

・危険な行為を伴う、集中して行う必要がある等、実際の仕事の内容・性質�

等を見て、個々の保護者の就労状況を十分に把握した上で判断すべきであること。�

� �

（２）留意事項通知第２の７の（２）のウの⑥において、「育児休業を終了した場合」に

ついて優先利用の対象として考えられる旨示しているが、自営業で育児休業制度の利用

が困難である等の理由で、育児休業という形ではないが、育児に伴って休業する保護者

も存在するところ、当該保護者についても育児休業中の保護者と同様に取り扱っている

市町村もみられるため、このような取扱いに取り組むこと。�

�

（３）保護者が取引先の理解を得て子どもを取引先の職場に連れて行くケースなど、保護

者が必要に迫られてその子どもを居宅外で保育している場合について、一定程度子ども

を保育できている状態であるとして点数付けにおいて減点対象としている市町村がみら

れるが、当該保護者はやむをえず子どもを居宅外で保育している状態であるところ、こ

うした場合を保育の優先順位が低いと捉えて一律に不利な点数付けを行うことは不適切

であること。�

�

（４）保護者の就労状況の実態を把握するに当たっては、保護者からの申告内容と就労実

態が一致しているか等を確認するために保護者に対しスケジュール表や確定申告書、請

負契約書等各種書類の提出を求めることが考えられるが、自営業や在宅勤務等を行って

いる保護者については、会社勤務や在宅外労働をしている保護者と比べて提出を求めら

れる書類が多岐にわたる傾向がみられるため、�

� ・働き方に応じて提出書類が異なる場合は、必要な提出書類について、保育所等の利用

申込みについての手引き・パンフレット等に具体的に提示するなど詳細に記載する、

説明会の際に明示的に説明する等、十分な周知に努めること�

� ・勤務実態や給与等を報告させるための所定の書式を整備すること�

� ・提出書類として「帳簿の写し」を求める際は、保護者が帳簿を用意していない場合は

契約書や請求書等の写しをもって代えることを可能にする等、必要な提出書類につい

て、それぞれの勤務実態や職業特性に応じた柔軟な対応を心がけること�

等を通じ、自営業や在宅勤務等を行っている保護者が保育の利用にあたって会社勤務や

居宅外労働をしている保護者と比べて過度の負担を負うことがないよう努めること。�
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3 
 

� なお、所定の書式の整備を行うにあたっては、�

・被用者・自営業ともに同じ様式を用いている例（文京区の「在職・採用内定証明書」。

被用者は表面のみの記載で足り、自営業の場合は裏面に１週間の就労状況を記載する。）�

・記入例が具体的であり、わかりやすい例（世田谷区の「記入例（月間スケジュール表）」）�

などを参考とし、自営業や在宅勤務等を行っている保護者にとって負担の少ない書式と�

なるよう心がけること。�

（※）文京区の「在職・採用内定証明書」のＵＲＬ�

���������������������������������������������������������������

（※）世田谷区の「記入例（月間スケジュール表）」のＵＲＬ�

������������������������������������������������������������������������������������������������

�

（５）就労状況をはじめとする保護者の意向や状況については、市区町村において、面談、

電話連絡等により積極的かつ丁寧に把握し、利用可能な保育所等の情報を提供した上で、

それぞれの保護者のニーズに応じた適切な保育の提供を行うことが重要である。こうし

た保護者への「寄り添う支援」に取り組む市区町村を支援するため、平成 �� 年度予算

において、子ども・子育て支援交付金における「利用者支援事業」の拡充を行っている

ので、引き続き積極的に活用すること。�
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病
児
保
育
事
業

病
児
保
育
事
業

（
１
）
病
児
対
応
型
・
病
後
児
対
応
型

地
域
の
病
児
・
病
後
児
に
つ
い
て
、
病
院
・
保
育
所
等
に
付
設
さ
れ
た
専
用
ス
ペ
ー
ス
等
に
お
い
て
看
護
師
等
が
一
時
的
に
保
育
す
る

事
業
。

（
２
）
体
調
不
良
児
対
応
型

保
育
中
の
体
調
不
良
児
に
つ
い
て
、
一
時
的
に
預
か
る
ほ
か
、
保
育
所
入
所
児
に
対
す
る
保
健
的
な
対
応
や
地
域
の
子
育
て
家
庭
や
妊

産
婦
等
に
対
す
る
相
談
支
援
を
実
施
す
る
事
業
。

（
３
）
非
施
設
型
（
訪
問
型
）

地
域
の
病
児
・
病
後
児
に
つ
い
て
、
看
護
師
等
が
保
護
者
の
自
宅
へ
訪
問
し
、
一
時
的
に
保
育
す
る
事
業
。

（
４
）
送
迎
対
応

（
１
）
及
び
（
２
）
に
お
い
て
、
保
育
所
等
に
お
い
て
保
育
中
に
体
調
不
良
と
な
っ
た
児
童
を
送
迎
し
、
病
院
・
保
育
所
等
に
付
設
さ

れ
た
専
用
ス
ペ
ー
ス
等
で
一
時
的
に
保
育
す
る
こ
と
を
可
能
と
す
る
。

１
．
事
業
概
要

２
．
3
0
年
度
拡
充
事
項

1

基
本
分
及
び
改
善
分

基
本
分

2
,0
0
0
人

２
（
病
児
対
応
型
１
か
所
あ
た
り
）

改
善
分

加
算
分

加
算
分

1

基
本
分
と
改
善
分
の
基
準
額
の
一
本

化
利
用
児
童
が
少
な
い
日
等
に
お
い
て
、
感
染
症
流
行
状

況
等
の
情
報
提
供
や
巡
回
支
援
を
実
施
す
る
場
合
に
加
算

さ
れ
る
改
善
分
に
つ
い
て
、
基
本
分
と
補
助
単
価
（
基
準

額
）
の
一
本
化
を
図
る
。

１

加
算
分
補
助
基
準
額
の
上
限
の
見
直
し

病
児
対
応
型
及
び
病
後
児
対
応
型
の
加
算
分
補
助
単

価
に
つ
い
て
は
、
現
行
年
間
利
用
児
童
数
2
,0
0
0
人
を

上
限
と
設
定
し
て
い
る
が
、
2
,0
0
0
人
を
超
え
る
場
合

に
つ
い
て
も
利
用
児
童
数
に
応
じ
た
補
助
単
価
を
設
定

す
る
。

２
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病
児
保
育
事
業
取
組
事
例
集
の
概
要

安
定
的
な
事
業
運
営

○
IC
T
の
活
用

・
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
の
ア
プ
リ
を
活
用
し
た
市
内
病
児
保
育
施
設
の
空
き
情

報
の
提
供
（
大
阪
府
堺
市
）

・
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
る
予
約
シ
ス
テ
ム
と
職
員
の
出
勤
調
整
（
東
京
都

大
田
区
）

○
自
治
体
の
連
携

・
３
町
合
同
に
よ
る
事
業
運
営
（
熊
本
県
御
船
町
・
嘉
島
町
・
甲
佐
町
）

・
広
域
連
携
に
よ
る
利
便
性
の
向
上
（
愛
媛
県
東
温
市
）

自
治
体
に
対
し
、
病
児
保
育
事
業
に
関
す
る
取
組
事
例
の
提
供
を
依
頼
し
た
と
こ
ろ
、
安
定
的
な
事
業
運
営
や
質
の
確
保
、
病

児
保
育
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応
に
係
る
好
事
例
と
し
て
以
下
の
取
組
の
事
例
提
供
が
あ
っ
た
。

病
児
保
育
の
更
な
る
推
進
を
図
る
た
め
、
こ
れ
ら
の
好
事
例
等
に
つ
い
て
事
例
集
と
し
て
と
り
ま
と
め
、
全
国
の
自
治
体
等
に

周
知
を
図
る
。

１
．
病
児
保
育
事
業
の
課
題

○
職
員
配
置
の
工
夫

・
パ
ー
ト
保
育
士
や
ク
リ
ニ
ッ
ク
の
看
護
師
を
活
用
し
た
職
員
配
置
（
千
葉

県
千
葉
市
）

・
オ
ン
コ
ー
ル
保
育
士
の
活
用
に
よ
る
効
率
的
な
人
員
配
置
（
三
重
県
四
日

市
市
）

○
予
約
キ
ャ
ン
セ
ル
へ
の
対
応

・
キ
ャ
ン
セ
ル
自
動
繰
り
上
げ
シ
ス
テ
ム
に
よ
る
稼
働
率
の
確
保
（
東
京
都

立
川
市
）

・
キ
ャ
ン
セ
ル
料
の
設
定
に
よ
る
重
症
児
の
受
入
（
東
京
都
国
立
市
）

・
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の
配
布
に
よ
る
無
断
キ
ャ
ン
セ
ル
の
防
止
等
（
大
分
県
大

分
市
）

質
の
確
保

○
行
政
と
事
業
所
の
連
携

・
市
職
員
と
事
業
所
職
員
に
よ
る
連
絡
会
の
開
催
に
よ
る
問
題
点
等
の
検
討

（
東
京
都
国
分
寺
市
）

・
行
政
や
他
の
病
児
施
設
と
の
連
絡
会
の
開
催
（
千
葉
県
千
葉
市
）

○
感
染
症
対
策

・
病
児
保
育
室
に
お
け
る
感
染
症
予
防
対
策
と
保
育
の
工
夫

（
青
森
県
弘
前

市
）

病
児
保
育
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応

○
多
様
な
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応

・
ひ
と
り
親
、
貧
困
家
庭
等
の
多
様
な
ニ
ー
ズ
の
子
ど
も
へ
の
配
慮

（
青
森
県
弘
前
市
）

・
連
日
利
用
や
兄
弟
利
用
割
引
（
熊
本
県
多
良
木
町
・
あ
さ
ぎ
り

町
・
湯
前
町
・
水
上
村
）

・
子
ど
も
子
育
て
支
援
事
業
を
活
用
し
た
病
児
保
育
の
提
供

（
香
川
県
高
松
市
）
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安
定
的
な
事
業
運
営

○
平
成
2
9
年
６
月
に
公
表
さ
れ
た
「
子
育
て
安
心
プ
ラ
ン
」
に
お
い
て
、
「
感
染
症
の
流
行
時
期
な
ど
季
節
変
動
が
あ
る

病
児
保
育
事
業
の
安
定
的
な
運
営
の
観
点
か
ら
補
助
の
仕
組
み
を
見
直
す
」
こ
と
と
さ
れ
て
お
り
、
病
児
保
育
事
業
の
安

定
的
な
運
営
を
推
進
す
る
た
め
、
補
助
の
仕
組
み
飲
み
直
し
を
検
討
。

○
平
成
２
７
年
１
２
月
２
８
日
の
事
務
連
絡
に
お
い
て
、
保
育
士
及
び
看
護
師
等
の
配
置
に
関
し
、
柔
軟
な
対
応
が
可
能

で
あ
る
こ
と
を
地
方
公
共
団
体
に
通
知
。
（
平
成
2
8
年
度
よ
り
実
施
要
綱
を
改
正
）

○
取
組
事
例
の
横
展
開
。

質
の
確
保

○
病
児
・
病
後
児
保
育
研
修
事
業
（
訪
問
型
研
修
を
含
む
）
に
よ
り
、
保
育
者
の
資
質
の
向
上
に
向
け
た
自
治
体
の
取
り

組
み
に
つ
い
て
支
援
。

○
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
推
進
調
査
研
究
事
業
に
お
い
て
、
病
児
保
育
の
利
用
実
態
に
関
す
る
調
査
研
究
を
実
施
。

病
児
保
育
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応

○
保
育
中
に
体
調
不
良
と
な
っ
た
児
童
を
送
迎
し
、
保
護
者
が
迎
え
に
来
る
ま
で
病
院
等
の
専
用
ス
ペ
ー
ス
で
一
時
的
に

保
育
を
す
る
、
送
迎
対
応
の
創
設
。

○
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
整
備
交
付
金
に
よ
る
病
児
保
育
事
業
実
施
施
設
の
整
備
推
進
。

２
．
国
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応
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障
害

児
保

育
の

概
要

障
害

児
保

育
の

概
要

実
施

か
所

数
及

び
受

入
児

童
数

１
．

財
政

支
援

１
障

害
児

保
育

担
当

職
員

数
２

２
．

現
状

現
状

１ ・
昭
和
4
9
年
度
よ
り
予
算
補
助
事
業
と
し
て
、
障
害
児
の
保
育
に
対
応
す
る
職
員

を
加
配

・
平
成
1
5
年
度
よ
り
当
該
事
業
を
一
般
財
源
化
し
、

地
方

交
付

税
に

よ
り

措
置

・
平
成
1
9
年
度
よ
り
、
対
象
児
童
を
「
特
別
児
童
扶
養
手
当
支
給
対
象
児
童
」
か

ら
「
軽
度
障
害
児
」
ま
で
対
象
を
拡
大

平
成

3
0

年
度

に
お

け
る

改
善

点
２ ・

保
育
所
に
お
け
る
障
害
児
の
受
入
及
び
保
育
士
の
配
置
の
実
態
を
踏
ま
え
、

4
0

0
億

円
程

度
か

ら
8

0
0

億
円

程
度
に
拡
充

・
包
括
算
定
経
費
（
人
口
よ
り
算
定
）
と
個
別
算
定
経
費
（
保
育
所
在
籍
児
童
数

よ
り
算
定
）
に
よ
り
交
付
し
て
い
た
も
の
を
、

個
別

算
定

方
式

に
一

本
化

し
、

算
定

方
法

を
受

入
障

害
児

数
よ

る
算

定
に

変
更

＜
H

3
0

改
善

点
＞

人 件 費

程
度

身
体

障
害

知
的

障
害

精
神

障
害

発
達

障
害

重
度

中
度

軽
度

物
件
費

平
成

1
9

年
度

拡
充

部
分

＜
対

象
の

範
囲

＞

H
2

9
：

4
0

0
億

円
程

度

個
別
算
定

（
保
育
所
在
籍
児
童
数
算
定
）

包
括
算
定

（
人
口
算
定
）

個
別

算
定

（
障

害
児

数
算

定
）

H
3

0
：

8
0

0
億

円
程

度

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8

1
3

,9
5

0
 

1
4

,4
9

3
 

1
4

,6
5

8
 

1
5

,0
8

7
 

1
5

,4
2

9
 

1
6

,0
9

3
 

1
6

,4
6

2
 

4
5

,3
6

9
 

4
8

,0
6

5
 

5
0

,7
8

8
 

5
3

,3
2

2
 

5
6

,0
9

6
 

6
0

,1
7

4
 

6
4

,5
6

5
 

：
障
害
児
受
入
保
育
所
数
（
か
所
）

：
障
害
児
数
（
人
）

※
厚
生
労
働
省
子
ど
も
家
庭
局
保
育
課
調
べ

※
障
害
児
数
に
は
、
軽
度
障
害
児
を
含
む

※
障
害
児
保
育
担
当
職
員
は
、
障
害
児
保
育
を
行
う
こ
と
を
主
と
し
て
配
置
さ
れ
て
い
る
職
員

合
計

常
勤
職
員

非
常
勤
職
員

3
0
,8
4
4

1
7
,4
7
6

1
3
,3
6
8

単
位
：
人

（
H

2
9

.3
.3

1
時

点
）
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認
可
化
移
行
運
営
費
支
援
事
業
の
拡
充

認
可
化
移
行
運
営
費
支
援
事
業
の
拡
充

●
「
子
育
て
安
心
プ
ラ
ン
」
に
基
づ
く
保
育
の
受
け
皿
確
保
策
の
一
環
と
し
て
、
既
存
の
認
可
外
保
育
施
設
の
認
可
化
を
推
進
す
る
こ
と
が
重
要
。

●
こ
の
た
め
、
認
可
化
移
行
運
営
費
支
援
事
業
に
つ
い
て
、
平
成
3
0
年
度
に
お
い
て
は
、
以
下
の
拡
充
を
行
う
予
定
。

・
将
来
的
な
認
可
化
（
＝
公
定
価
格
に
よ
る
運
営
費
補
助
）
を
視
野
に
、
公
定
価
格
を
ベ
ー
ス
と
し
た
仕
組
み
と
す
る
こ
と
と
し
、
①
公
定
価
格

ベ
ー
ス
（
基
本
分
単
価
＋
所
長
設
置
加
算
）
の
2
/
3
の
補
助
水
準
ま
で
引
き
上
げ
る
と
と
も
に
、
②
定
員
に
応
じ
て
補
助
額
が
逓
減
す
る
仕
組

み
を
導
入
※

・
規
制
改
革
推
進
会
議
の
第
２
次
答
申
を
踏
ま
え
、
待
機
児
童
へ
の
支
援
策
を
強
化
す
る
た
め
、
保
育
の
受
け
皿
整
備
が
必
要
で
あ
る
地
方
公
共

団
体
が
待
機
児
童
対
策
協
議
会
に
参
加
す
る
場
合
に
補
助
額
を
上
乗
せ
す
る
仕
組
み
を
導
入

●
平
成
3
1
年
度
に
お
い
て
は
、
補
助
基
準
額
及
び
利
用
者
負
担
の
水
準
に
つ
い
て
幼
児
教
育
無
償
化
の
議
論
等
を
踏
ま
え
更
に
検
討
。

※
収
入
が
減
少
す
る
施
設
に
つ
い
て
は
、
経
過
措
置
を
設
定

平
成
2
9
年
度

平
成
3
0
年
度
（案

）
平
成
3
1
年
度
（案

）

利
用
者
負
担
額

認
可
化
移
行

運
営
費
支
援
事
業

利
用
者
負
担
額

認
可
化
移
行

運
営
費
支
援
事
業

認
可
化
移
行

運
営
費
支
援
事
業

＋
利
用
者
負
担
額

●
公
定
価
格
（基

本
分
＋
所

長
設
置
加
算
）の
2
/
3
相

当
額
に
基
準
額
を
引
上
げ

●
定
員
区
分
に
応
じ
て
単
価

を
設
定

※
減
収
対
策
と
し
て
経

過
措
置
を
設
定

●
都
道
府
県
協
議
会
を
設

置
・参

加
し
て
い
る
自
治
体

に
つ
い
て
加
算
（基

準
額

の
５
％
）を
創
設

《
拡
充
の
イ
メ
ー
ジ
》
（
有
資
格
者
1
0
割
の
場
合
）

※
有
資
格
者
６
割
又
は
１
／
３
以
上
の
場
合
の
補
助
基
準
額
に
つ
い
て
は
、
人
件
費
の
差
額
相
当
分
を
減
額
。

協
議
会
設
置
加
算

協
議
会
設
置
加
算

●
補
助
基
準
額
及
び
利
用

者
負
担
の
水
準
に
つ
い
て

更
に
検
討

※
利
用
者
負
担
の
水
準
に
つ

い
て
、
幼
児
教
育
無
償
化
の

議
論
を
踏
ま
え
設
定

平
成
3
0
年
度
所
要
額

9
8
.4
億
円
（
公
費
）
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◆
「
子
育
て
安
心
プ
ラ
ン
」
に
基
づ
く
約
3
2
万
人
分
の
保
育
の
受
け
皿
整
備
に
伴
い
、
保
育
の
担
い
手
と
な
る
保
育
人
材
（
新
た
に
約
7
.7
万
人
）

を
確
保
す
る
た
め
、
処
遇
改
善
の
ほ
か
、
新
規
の
資
格
取
得
、
就
業
継
続
、
離
職
者
の
再
就
職
と
い
っ
た
支
援
に
総
合
的
に
取
り
組
む
。

保
育
人
材
の
確
保
に
向
け
た
総
合
的
な
対
策

就
業

継
続

支
援

【
養

成
校

ル
ー

ト
】

○
保

育
士

資
格

取
得

支
援

事
業

の
拡

充
（

保
育

園
等

で
働

き
な

が
ら

養
成

校
の

卒
業

に
よ

る
資

格
の

取
得

を
目

指
す

方
へ

の
授

業
料

の
補

助
）

・
補

助
対

象
者

を
常

勤
職

員
か

ら
非

常
勤

職
員

を
含

む
全

職
員

に
拡

大
【

3
0
予

算
案

】

【
保

育
士

試
験

ル
ー

ト
】

※
年

２
回

の
試

験
を

実
施

（
2
7
年

度
：

４
府

県
で

実
施

→
 2

9
年

度
：

全
て

の
都

道
府

県
で

実
施

）

○
保

育
士

試
験

に
よ

る
資

格
取

得
支

援
事

業
の

拡
充

（
保

育
士

試
験

の
合

格
に

よ
る

資
格

の
取

得
を

目
指

す
方

へ
の

教
材

費
等

の
補

助
）

・
支

給
対

象
期

間
を

拡
大

（
試

験
の

１
年

前
ま

で
に

要
し

た
費

用
→

試
験

の
２

年
前

ま
で

に
要

し
た

費
用

）
【

3
0
予

算
案

】

○
保

育
園

等
に

お
け

る
Ｉ

Ｃ
Ｔ

化
の

推
進

・
保

育
士

の
業

務
負

担
を

軽
減

す
る

た
め

、
保

育
に

関
す

る
計

画
・

記
録

や
保

護
者

と
の

連
絡

、
子

ど
も

の
登

降
園

管
理

等
の

業
務

を
Ｉ

Ｃ
Ｔ

化
す

る
た

め
の

シ
ス

テ
ム

の
導

入
費

用
を

支
援

す
る

。
【

2
9
補

正
】

○
保

育
補

助
者

の
雇

い
上

げ
支

援
の

拡
充

（
保

育
士

の
業

務
を

補
助

す
る

方
の

賃
金

の
補

助
）

・
研

修
受

講
要

件
を

緩
和

し
、

保
育

人
材

の
裾

野
を

拡
大

（
子

育
て

支
援

員
研

修
の

受
講

が
必

要
→

保
育

園
等

で
の

実
習

で
可

）
【

3
0
予

算
案

】
・

補
助

基
準

額
の

引
き

上
げ

（
１

施
設

１
名

分
（

2
2
1
.5
万

円
）

→
定

員
1
2
1
人

以
上

の
施

設
：

２
名

分
（

4
4
3
万

円
）

）
【

3
0
予

算
案

】

○
保

育
体

制
強

化
事

業
の

拡
充

（
清

掃
等

の
業

務
を

行
う

方
の

賃
金

の
補

助
）

・
実

施
主

体
の

拡
大

（
待

機
児

童
解

消
加

速
化

プ
ラ

ン
参

加
市

区
町

村
→

全
て

の
市

区
町

村
）

等
【

3
0
予

算
案

】

○
保

育
士

宿
舎

借
り

上
げ

支
援

（
補

助
額

：
１

人
当

た
り

月
額

8
.2

万
円

（
上

限
）

）
・

対
象

者
の

拡
大

（
採

用
か

ら
５

年
以

内
の

者
→

採
用

か
ら

1
0
年

以
内

の
者

）
【

2
9
予

算
～

】

新
規

資
格

取
得

支
援

○
保

育
士

・
保

育
所

支
援

セ
ン

タ
ー

（
潜

在
保

育
士

の
掘

り
起

こ
し

を
行

い
、

保
育

事
業

者
と

の
マ

ッ
チ

ン
グ

支
援

（
職

業
紹

介
）

を
実

施
）

・
マ

ッ
チ

ン
グ

支
援

を
行

う
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
の

追
加

配
置

（
１

名
→

２
名

）
【

2
9
予

算
～

】

○
就

職
準

備
金

貸
付

事
業

（
再

就
職

す
る

際
等

に
必

要
と

な
る

費
用

を
貸

し
付

け
、

２
年

間
勤

務
し

た
場

合
、

返
還

を
免

除
）

・
貸

付
額

の
上

限
を

引
き

上
げ

（
2
0
万

円
→

4
0
万

円
）

【
2
8
補

正
～

】

離
職

者
の

再
就

職
支

援
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保
育
士
等
の
処
遇
改
善
の
推
移

０
．
３
兆
円

超
メ
ニ
ュ
ー

０
．
７
兆
円

メ
ニ
ュ
ー

（
消
費
税
財
源
）

（
2
0
1
2
）

（
2
0
1
3
）

（
2
0
1
4
）

（
2
0
1
5
）

（
2
0
1
6
）

（
2
0
1
7
/
2
0
1
8
）

1.
1%

1.
3%

1.
3%

1.
9%

1.
9%

1.
9%

2.
0%

2.
0%

2.
0%

2.
0%

2.
85

%

3.
0%

3.
0%

3.
0%

2.
85

%

2.
0%

0.
0%

2.
0%

4.
0%

6.
0%

8.
0%

10
.0
%

12
.0
%

14
.0
%

16
.0
%

18
.0
%

24
年
度

25
年
度

26
年
度

27
年
度

28
年
度

29
年
度

/3
0年

度

安
心
こ
ど
も
基
金

に
お
い
て
創
設

保
育
緊
急
確
保
事
業

で
事
業
継
続

公
定
価
格
に

組
み
込
む
（
恒
久
化
）

＋
約
３
％

（
月
額
約
9
,0
0
0
円
）

＋
約
５
％

（
月
額
約
1
5
,0
0
0
円
）

＋
約
７
％

（
月
額
約
2
1
,0
0
0
円
）

＋
約
８
％

（
月
額
約
2
6
,0
0
0
円
）＋
約
1
1
％
＋
最
大
４
万
円

（
月
額
約
3
5
,0
0
0
円
＋
最
大
４
万
円
）

＋

※
26
年
人
事
院
勧
告

準
拠
（
26
補
正
）

※
27
年
人
事
院
勧
告

準
拠
（
27
補
正
）

※
28
年
人
事
院
勧
告
準
拠
（
28
補
正
）

※
処
遇
改
善
等
加
算

（
賃
金
改
善
要
件
分
）

消
費
税
財
源
以
外

※
処
遇
改
善
等
加
算

（
賃
金
改
善
要
件
分
）

消
費
税
財
源

※
処
遇
改
善
等
加
算

（
賃
金
改
善
要
件
分
）

消
費
税
財
源

（
改
善
率
）

技
能
・
経
験
に
着
目
し
た

更
な
る
処
遇
改
善

※
2
9
年
人
事

院
勧
告
準
拠

（
2
9
補
正
/
30

予
算
案
）

※
処
遇
改
善
等
加
算
（
賃
金
改
善
要
件
分
）
は
、
平
成
2
5
、
2
6
年
度
に
お
い
て
は
「
保
育
士
等
処
遇
改
善
臨
時
特
例
事
業
」に

よ
り
実
施

※
各
年
度
の
月
額
給
与
改
善
額
は
、
予
算
上
の
保
育
士
の
給
与
改
善
額

※
上
記
の
改
善
率
は
、
各
年
度
の
予
算
に
お
け
る
改
善
率
を
単
純
に
足
し
上
げ
た
も
の
で
あ
り
、
2
4
年
度
と
比
較
し
た
実
際
の
改
善
率
と
は
異
な
る
。
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平
成
２
９
年
人
事
院
勧
告
を
踏
ま
え
た
公
定
価
格
上
の
人
件
費
の
改
定
（保
育
所
）

※
１
所
長
は
設
置
し
た
場
合
の
加
算
。

※
２
保
育
士
の
う
ち
１
人
を
主
任
保
育
士
と
し
て
費
用
を
算
定
。

※
３
主
任
保
育
士
・保
育
士
は
俸
給
額
と
は
別
途
、
特
別
給
与
改
善
費
を
加
味
。

※
４
賞
与
や
地
域
手
当
等
を
含
む
人
件
費
の
年
額
、
地
域
手
当
に
つ
い
て
は
全
国
平
均
値
（
約
6
％
）
を
用
い
て
算
定
。

※
５
こ
の
表
に
お
け
る
人
件
費
（年
額
）に
は
、
処
遇
改
善
等
加
算
Ⅰ
及
び
処
遇
改
善
等
加
算
Ⅱ
は
含
ま
な
い
。

１
．

子
ど

も
・

子
育

て
支

援
新

制
度

の
公

定
価

格
の

人
件

費
に

つ
い

て
は

、
国

家
公

務
員

給
与

に
準

じ
て

算
定

。

２
．

こ
の

た
め

、
人

事
院

勧
告

に
伴

う
国

家
公

務
員

の
給

与
改

定
が

行
わ

れ
た

場
合

は
、

公
定

価
格

に
つ

い
て

も
連

動
し

て
反

映
さ

せ
る

こ
と

に
よ

り
、

適
切

な
給

与
水

準
を

設
定

し
て

い
る

（
保

育
士

平
均

＋
1
.
1
％

）
。

【
29
年

人
事

院
勧
告
の

主
な

改
定

内
容
】

①
俸
給

表
水
準
の

引
き

上
げ

（
行
政
職

俸
給

表
（

一
）
平
均

＋
0.
2％

）
②

期
末

勤
勉
手
当

の
引

き
上

げ
（

4.
30
月

→
4.

40
月

）

※
補

正
予
算
成

立
後

、
公

定
価
格
を

改
定

（
平

成
29
年

4月
遡

及
適
用

）
⇒

各
自

治
体

か
ら

、
平
成

29
年

４
月

に
遡
及

し
て
給

付
費

の
差

額
を
保
育

所
等

に
支

給
⇒

保
育

士
等

に
対

し
て
一
時

金
な

ど
で

支
給

格
付
け

本
俸
基
準
額

※
３

人
件
費
（
年
額
）

※
４

平
成
2
9年

度
当

初
平
成
2
9年

度
改
定
後

平
成
2
9年

度
当

初
平
成
2
9年

度
改
定
後

所
長

※
１

(
福

)2
-3
3

2
54
,6
00
円

2
55
,6
00
円

(＋
1,
00
0円

)
約
４
８
０
万
円

約
４
８
５
万
円

（
＋
1
.0
％
）

主
任

保
育

士
※

２
(
福

)2
-1
7

2
36
,1
30
円

2
37
,2
52
円

(＋
1,
12
2円

)
約
４
５
０
万
円

約
４
５
５
万
円

（
＋
1
.1
％
）

保
育

士
(
福

)1
-2
9

2
01
,4
50
円

2
02
,4
70
円

(＋
1,
02
0円

)
約
３
８
０
万
円

約
３
８
４
万
円

（
＋

1
.1
％

）

調
理

員
(行

二
)1
-3
7

1
72
,1
00
円

1
73
,1
00
円

(＋
1,
00
0円

)
約
３
１
４
万
円

約
３
１
８
万
円

（
＋
1
.2
％
）
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保
育
所
等
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
化
推
進
事
業

【
事
業
内
容
】

保
育
士
の
業
務
負
担
軽
減
を
図
る
た
め
、
保
育
に
関
す
る
計
画
・
記
録
や
保
護
者
と
の
連
絡
、
子
ど
も
の
登
降
園
管
理
等
の
業
務
の

Ｉ
Ｃ
Ｔ
化
を
行
う
た
め
に
必
要
な
シ
ス
テ
ム
の
導
入
費
用
の
一
部
の
補
助
を
行
う
。

【
実
施
主
体
】

市
区
町
村

【
補
助
単
価
】

１
施
設
当
た
り

1
0
0
万
円

【
補
助
率
】

国
：
１
／
２
、
市
区
町
村
：
１
／
４
、
事
業
者
：
１
／
４

市
町
村

保
育
所
等

【
業
務
負
担
が
軽
減
さ
れ
る
例
】

○
保
育
に
関
す
る
計
画
・
記
録

・
手
書
き
で
作
成
し
て
い
た
各
期
間
（
年
・
月
・
週
・
日
）
ご
と
の
指
導
計
画
や
保
育
日
誌

に
つ
い
て
、
シ
ス
テ
ム
に
よ
り
、
関
連
す
る
項
目
が
自
動
的
に
入
力
さ
れ
る
。

○
登
降
園
管
理

・
手
作
業
で
行
っ
て
い
た
子
ど
も
の
出
欠
状
況
の
集
計
や
延
長
保
育
料
金
の
計
算
に
つ
い
て
、

タ
ッ
チ
パ
ネ
ル
式
の
機
器
の
導
入
に
よ
り
、
登
園
・
降
園
時
間
が
シ
ス
テ
ム
で
管
理
さ
れ
、

出
欠
状
況
の
集
計
や
延
長
保
育
料
金
の
計
算
が
自
動
的
に
行
わ
れ
る
。

業
務
支
援
シ
ス
テ
ム

①
申
請

③
補
助

②
シ
ス
テ
ム
の
導
入
に
よ
る

業
務
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
化
の
実
施

（
保
育
対
策
総
合
支
援
事
業
費
補
助
金
）

平
成
2
9
年
度
補
正
予
算
：
1
３
.０

億
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【
事
業
内
容
】

保
育
園
等
に
お
け
る
保
育
士
の
業
務
負
担
を
軽
減
し
、
保
育
士
の
離
職
防
止
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
保
育
士
の
補
助
を
行
う

保
育
補
助
者
の
雇
上
げ
に
必
要
な
費
用
を
補
助
す
る
。

【
保
育
補
助
者
の
要
件
】

＜
現
行
＞

子
育
て
支
援
員
研
修
等
の
必
要
な
研
修
を
受
講
し
た
者
等

＜
平
成
3
0
年
度
予
算
案
＞

保
育
園
等
で
の
実
習
を
修
了
し
た
者
を
補
助
対
象
と
で
き
る
よ
う
、
要
件
を
緩
和

【
補
助
額
】

＜
現
行
＞

年
額
2
2
1
.5
万
円
（
短
時
間
勤
務
１
名
分
）

＜
平
成
3
0
年
度
予
算
案
＞

定
員
1
2
1
人
以
上
の
施
設
が
２
名
の
保
育
補
助
者
の
雇
い
上
げ
が
で
き
る
よ
う
、
補
助
額
を
引
き
上
げ
（
年
額
4
4
3
万
円
）

【
保
育
園
】

【
市
区
町
村
】

補
助

保
育
所
等
に
お
い
て
保
育
士
を
補
助

保
育
士
と
し
て

引
き
続
き
勤
務

○
保
育
士
の
養
成
校
を
卒
業

（
夜
間
・
通
信
制
は
３
年
間
）

【
保
育
補
助
者
】

保 育 士 資 格 取 得

○
保
育
士
試
験
合
格

又
は

保
育
士
の
業
務
負
担
軽
減

⇒
離
職
防
止

【
補
助
率
】

国
：
3
/
4
、
地
方
：
1
/
4
（
都
道
府
県
1
/
8
、
市
区
町
村
1
/
8

又
は

指
定
都
市
・
中
核
市
1
/
4
）

保
育
補
助
者
雇
上
強
化
事
業

雇
上
げ

保
育
士
へ
の
ス
テ
ッ
プ
ア
ッ
プ

※
資
格
取
得
支
援
事
業
を
活
用

【
実
施
主
体
】

市
町
村

拡
充

（
保
育
対
策
総
合
支
援
事
業
費
補
助
金

平
成
3
0
年
度
予
算
案
：
3
8
1
.4
億
円
の
内
数
）
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保
育
体
制
強
化
事
業

【
事

業
内

容
】

清
掃

業
務

や
遊

具
の

消
毒

、
給

食
の

配
膳

、
寝

具
の

用
意

、
片

付
け

と
い

っ
た

保
育

に
係

る
周

辺
業

務
を

行
う

者
の

配
置

の
支

援
を

行
い

、
保

育
士

の
業

務
負

担
の

軽
減

を
図

る
。

現
行

平
成
3
0
年
度
予
算
案

実
施
主
体

待
機
児
童
解
消
加
速
化
プ
ラ
ン
参
加
市
町
村

全
て
の
市
町
村

対
象
施
設

保
育
園

保
育
園
、
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園

（
保
育
対
策
支
総
合
支
援
事
業
費
補
助
金

平
成
3
0
年
度
予
算
案
：

3
8
1
.4
億
円
の
内
数
）

【
要

求
内

容
】

・
実

施
主

体
を

全
て

の
市

町
村

に
拡

大

・
事

業
の

対
象

に
幼

保
連

携
型

認
定

こ
ど

も
園

を
追

加

【
実

施
主

体
】

市
町

村

【
補

助
単

価
】

１
か

所
当

た
り

月
額

９
万

円

【
補

助
率

】
国

：
1

/
2

 、
都

道
府

県
1

/
4

、
市

町
村

1
/4

拡
充
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【
要
求
内
容
】

保
育
士
資
格
の
新
規
取
得
者
の
増
加
を
図
る
た
め
、
資
格
取
得
支
援
に
関
す
る
各
事
業
の
対
象
者
の
拡
大
や
支
給
要
件
の
緩
和
等
を
実
施
す
る
。

保
育
士
資
格
の
取
得
支
援

○
保
育
士
試
験
に
よ
る
資
格
取
得
支
援
事
業

【
実
施
主
体
】

都
道
府
県
・
指
定
都
市
・
中
核
市

【
支
給
対
象
期
間
】

保
育
士
試
験
（
筆
記
試
験
）
か
ら
起
算
し
て
１
年
前
ま
で
に
要
し
た
費
用

→
支
給
対
象
期
間
を
拡
大
し
、
２
年
前
ま
で
に
要
し
た
費
用
を
補
助
（
H
3
0
予
算
案
）

【
補
助
単
価
】

保
育
士
試
験
受
験
の
た
め
の
学
習
に
要
し
た
経
費
（
教
材
費
等
）
の
1
/2
（
上
限
1
5
万
円
）

【
補
助
率
】

国
：
1
/2

都
道
府
県
・
指
定
都
市
・
中
核
市
：
1
/2

【
養
成
校
ル
ー
ト
】

養
成
校
卒
業
等
に
よ
る

資
格
取
得
の
支
援

【
試
験
ル
ー
ト
】

保
育
士
試
験
合
格
に
よ
る

資
格
取
得
の
支
援

【
実
施
主
体
】

都
道
府
県
・
指
定
都
市
・
中
核
市

【
対
象
者
】

常
勤
職
員

→
非
常
勤
職
員
を
含
む
全
て
の
職
員
に
対
象
者
を
拡
大
（
H
3
0
予
算
案
）

【
補
助
単
価
】

受
講
料
の
1
/2
（
上
限
3
0
万
円
）

等

【
補
助
率
】

①
・
②
の
事
業

国
：
1
/2

都
道
府
県
・
指
定
都
市
・
中
核
市
：
1
/2

③
の
事
業

国
：
3
/4

都
道
府
県
・
指
定
都
市
・
中
核
市
：
1
/4

【
事
業
内
容
】

①
保
育
園
等
保
育
士
資
格
取
得
支
援
事
業

・
保
育
園
等
に
勤
務
す
る
保
育
従
事
者
が
通
信
制
等
の
養
成
校
を
卒
業
す
る
こ
と
に
よ
り
、
資
格
を
取
得
し
た

場
合
、
受
講
料
等
の
一
部
を
補
助
す
る
。

②
保
育
教
諭
確
保
の
た
め
の
保
育
士
資
格
取
得
支
援
事
業
、

幼
稚
園
教
諭
免
許
状
を
有
す
る
者
の
保
育
士
資
格
取
得
支
援
事
業

・
幼
稚
園
教
諭
が
養
成
校
で
の
科
目
履
修
に
よ
り
資
格
を
取
得
し
た
場
合
、
受
講
料
等
の
一
部
を
補
助
す
る
。

③
認
可
外
保
育
施
設
保
育
士
資
格
取
得
支
援
事
業

・
認
可
外
保
育
施
設
で
勤
務
す
る
保
育
従
事
者
が
通
信
制
等
の
養
成
校
を
卒
業
す
る
こ
と
に
よ
り
、
資
格
を
取
得

し
た
場
合
、
受
講
料
等
の
一
部
を
補
助
す
る
。

（
保
育
対
策
総
合
支
援
事
業
費
補
助
金

平
成
3
0
年
度
予
算
案
：

3
8
1
.4
億
円
の
内
数
）

拡
充
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保
育
士
等
の
技
能
・経
験
に
応
じた

処
遇
改
善
の
運
用
の
見
直
しに

つ
い
て

（
括
弧
内
の
人
数
は
、定

員
９
０
人
（
職
員
１
７
人
）
の
保
育
園
モデ

ル
の
場
合
）

○
例
え
ば
、０

～
２
歳
児
担
当
、３

～
５
歳
児
担
当
な
どの
「副
主
任
保
育
士
」又
は
「専
門
リー

ダ
ー
」を
配
置
（
２
人
以
上
）

（
定
員
規
模
に
応
じた

人
数
は
、別

紙
参
照
）

※
副
主
任
保
育
士
：
３
つ
以
上
の
専
門
分
野
及
び
マネ

ジ
メン
トの

研
修
を修

了
した

者
※
専
門
リー
ダー

：
４
つ
以
上
の
専
門
分
野
の
研
修
を修

了
した

者
○

加
え
て
、乳

児
保
育
、幼

児
教
育
、障

害
児
保
育
な
ど、
専
門
６
分
野
ご
とに
「職
務
分
野
別
リー

ダ
ー
」
（
兼
務
可
）
を
配
置
（
３
人
以
上
）

※
職
務
分
野
別
リー
ダー

：
１
つ
以
上
の
専
門
分
野
の
研
修
を修

了
した

者

⇒
処
遇
改
善
等
加
算
Ⅱ
の
加
算
要
件
は
、研

修
の
受
講
を促

進
し、
20
22
年
度
を
目
途
に
、研

修
受
講
の
必
須
化
を
目
指
す
。

（
20
21
年
度
まで

は
研
修
の
受
講
要
件
を
課
さず

、2
02
2年

度
開
始
まで

に
、研

修
の
受
講
状
況
を
踏
ま
え
、必

須
化
時
期
を
確
定
）

専
門
リー

ダ
ー

園
長

主
任
保
育
士

副
主
任
保
育
士

副
主
任
保
育
士

【例
えば

、０
～
２
歳
児
担
当
】

【例
えば

、３
～
５
歳
児
担
当
】

①
乳
児
保
育
、②

幼
児
教
育
、③

障
害
児
保
育
、④

食
育
・ア
レル

ギ
ー
対
応
、⑤

保
健
衛
生
・安

全
対
策
、⑥

保
護
者
支
援
・子

育
て
支
援

職
務
分
野
別
リー

ダ
ー

目
指
す
べ
き
保
育
園
の
組
織
体
制

■
保
育
士
等
が
専
門
性
の
向
上
を
図
り、
技
能
・経

験
に
応
じて
キ
ャリ
ア
ア
ップ
で
き
る
組
織
体
制
の
整
備
を目

指
す
。

■
各
保
育
園
に
お
け
る
人
員
配
置
や
賃
金
体
系
の
実
情
を踏

まえ
、保

育
士
等
の
技
能
・経

験
に
応
じた
処
遇
改
善
等
加
算
Ⅱ
に
つ
い
て
、

運
用
の
柔
軟
化
を
図
る
。
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＜
副
主
任
保
育
士
又
は
専
門
リ
ー
ダ
ー
：
加
算
額
2
0
万
円
（
４
万
円
×
５
人
）
＞

＜
定
員
９
０
人
（
職
員
１
７
人
※
）
の
保
育
園
モ
デ
ル
の
場
合

＞
※

 園
長

１
人

、
主

任
保

育
士

１
人

、
保

育
士

１
２

人
、

調
理

員
等

３
人

平
成
3
0
年
度
に
お
け
る
処
遇
改
善
等
加
算
Ⅱ
の
配
分
方
法
の
見
直
し
（
案
）

2
0
万

円
の

う
ち

、
1
2
万

円
は
副
主
任
保
育
士
又
は
専
門
リ
ー
ダ
ー
の

み
に

配
分

可
能

（
配

分
人

数
及

び
額

は
事

業
者

に
お

い
て

判
断

）

【
改
善
点
１
】

1
2
万

円
に

つ
い

て
は

、
職
務
分
野
別
リ
ー
ダ
ー
に
も
配
分
可
能

職
務

分
野

別
リ

ー
ダ

ー

保
育

士
等

園
長

主
任

保
育

士 専
門

リ
ー

ダ
ー

副
主

任
保

育
士

＜
職
務
分
野
別
リ
ー
ダ
ー
：
加
算
額
1
.5
万
円
（
5
千
円
×
3
人
）
＞

３
人

の
職
務
分
野
別
リ
ー
ダ
ー

に
月

額
５

千
円

【
改
善
点
２
】

３
人
以
上

の
職

務
分

野
別

リ
ー

ダ
ー

に
月
額
５
千
円
以
上

（
た

だ
し

、

副
主

任
保

育
士

等
へ

の
一

番
低

い
加

算
額

を
超

え
な

い
額

）

【
改
善
点
３
】

加
算

額
2
1
.5

万
円

（
2
0
万

円
＋

1
.5

万
円

）
の
2
0
%

に
つ

い
て

、

同
一
事
業
者
内
で
保
育
園
を
ま
た
ぐ
配
分
が
可
能

（
2
0
2
2
年
度
ま
で
の
時
限
措
置
。
同
一
事
業
者
内
全
体
で
の
処
遇
改

善
を
確
認
。
）

同
一
事
業
者
内
で
の
保
育
園
間
の
配
分
は
不
可

３
人 ↓

３
人
以
上

５
人
以
上

↓

２
人
以
上

（
配
分
方
法
の
見
直
し
）

副
主

任
保

育
士

等
の

給
与

が
主

任
保

育
士

の
給

与
を

超
え

る
場

合
は

配
分

可
能

※
現

行
で

も
可

配
分
可
能
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処
遇
改
善
等
加
算
Ⅱ
の
運
用
改
善
の
具
体
的
な
例
（
案
）

＜
定
員
９
０
人
（
職
員
１
７
人
※
）
の
保
育
園
モ
デ
ル
の
場
合

＞
※

 園
長

１
人

、
主

任
保

育
士

１
人

、
保

育
士

１
２

人
、

調
理

員
等

３
人

【
現

行
】

【
見
直
し
後
】

職
務

分
野

別
リ

ー
ダ

ー

５
千
円
×
３
人
＝
1
.5
万
円

保
育

士
等

6
人

園
長

１
人

主
任

保
育

士

1
人

副
主

任
保

育
士

等

4
万
円
×
2
人
＝

8
万
円

3
万
円
×
4
人
＝
1
2
万
円

職
務

分
野

別
リ

ー
ダ

ー

1
.5
万
円
×
9
人
＝
1
3
.5
万
円

保
育

士
等

４
人

園
長

１
人

主
任

保
育

士

1
人

副
主

任
保

育
士

等

４
万
円
×
2
人
＝
8
万
円

若
手
保
育
士
の
多
い
保
育
園
の
場
合

例

1
2
万
円
分
を

配
分

６
人

３
人

２
人

９
人
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定
員

公
定
価
格
上

の
職
員
数

（
※
園
長
及
び

主
任
保
育
士
を

含
む
）

処
遇
改
善
等
加
算
Ⅱ
の
対

象
人
数

（
及
び
そ
の
額
）

必
ず
４
万
円
の
処
遇

改
善
が
必
要
な
人
数

見
直
し
後
に
お
け
る
副

主
任
保
育
士
等

の
人
数

見
直
し
後
に
お
け
る
職

務
分
野
別

リ
ー
ダ
ー
等
の
人
数

３
０
人

９
人

４
万
円

２
人

５
千
円

１
人

（
計
８
万
５
千
円
）

２
人
の
う
ち
１
人

１
人
以
上

１
人
以
上

６
０
人

１
４
人

４
万
円

４
人

５
千
円

２
人

（
計
１
７
万
円
）

４
人
の
う
ち
２
人

２
人
以
上

２
人
以
上

９
０
人

１
７
人

４
万
円

５
人

５
千
円

３
人

（
計
２
１
万
５
千
円
）

５
人
の
う
ち
２
人

２
人
以
上

３
人
以
上

１
２
０
人

２
１
人

４
万
円

６
人

５
千
円

４
人

（
計
２
６
万
円
）

６
人
の
う
ち
３
人

３
人
以
上

４
人
以
上

１
５
０
人

２
４
人

４
万
円

７
人

５
千
円

４
人

（
計
３
０
万
円
）

７
人
の
う
ち
３
人

３
人
以
上

４
人
以
上

１
８
０
人

２
８
人

４
万
円

９
人

５
千
円

５
人

（
計
３
８
万
５
千
円
）

９
人
の
う
ち
４
人

４
人
以
上

５
人
以
上

（
別
紙
）
定
員
規
模
に
応
じ
た
処
遇
改
善
等
加
算
Ⅱ
の
加
算
対
象
者
の
人
数
及
び
配
分
方
法

※
上
記
の
利
用
児
童
の
年
齢
構
成
が
平
均
の
場
合
で
あ
り
、
利
用
児
童
の
年
齢
構
成
に
よ
り
職
員
数
は
異
な
る
。
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【平成２９年度】
（単位：人）

9,902 8,959 8,345 5,426 5,818 7,687 9,369 1,532 57,038

1 北海道 0 0 0 0 0 0 0 0 0 平成30年６月までに開始する予定

2 青森県 350 350 350 350 350 350 200 200 2,500

3 岩手県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 平成30年５月までに開始する予定

4 宮城県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 平成30年６月までに開始する予定

5 秋田県 0 0 77 0 0 0 145 0 222

6 山形県 100 0 100 200 0 0 0 0 400

7 福島県 410 417 354 438 501 501 473 0 3,094

8 茨城県 318 311 263 270 220 317 367 131 2,197

9 栃木県 0 0 0 312 367 342 378 0 1,399

10 群馬県 0 400 0 0 0 0 320 0 720

11 埼玉県 980 1,050 0 0 0 0 2,110 0 4,140

12 千葉県 100 100 100 100 100 220 280 0 1,000

13 東京都 879 292 0 0 278 264 0 0 1,713

14 神奈川県 1,300 1,050 1,580 800 600 1,020 750 415 7,515

15 新潟県 400 0 0 400 0 400 400 0 1,600

16 富山県 149 153 400 165 177 175 160 77 1,456

17 石川県 0 39 21 35 0 23 12 0 130

18 福井県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 平成30年６月までに開始する予定

19 山梨県 150 180 0 0 180 0 180 0 690

20 長野県 948 951 765 162 328 679 40 0 3,873

21 岐阜県 0 0 20 0 0 20 0 0 40

22 静岡県 0 0 245 214 0 0 0 0 459

23 愛知県 268 72 214 148 270 94 47 68 1,181

24 三重県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 平成30年６月までに開始する予定

25 滋賀県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 平成30年６月までに開始する予定

26 京都府 536 747 491 314 390 399 268 310 3,455

27 大阪府 200 230 200 200 200 200 200 50 1,480

28 兵庫県 248 309 184 53 156 218 175 58 1,401

29 奈良県 0 0 0 0 0 85 86 0 171

30 和歌山県 362 0 400 0 361 391 254 0 1,768

31 鳥取県 70 180 70 0 0 0 180 0 500

32 島根県 243 100 165 160 160 167 169 71 1,235

33 岡山県 119 0 0 0 0 0 0 0 119

34 広島県 236 241 248 250 182 128 256 44 1,585

35 山口県 147 285 141 87 150 124 156 0 1,090

36 徳島県 129 105 0 0 0 97 120 0 451

37 香川県 0 0 90 0 0 85 92 0 267

38 愛媛県 170 0 140 160 0 150 0 0 620

39 高知県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 平成30年５月までに開始する予定

40 福岡県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 平成30年４月までに開始する予定

41 佐賀県 185 151 186 185 128 356 218 0 1,409

42 長崎県 339 696 413 208 395 591 501 0 3,143

43 熊本県 300 490 363 0 150 230 340 80 1,953

44 大分県 66 60 65 215 175 61 292 28 962

45 宮崎県 0 0 700 0 0 0 0 0 700

46 鹿児島県 200 0 0 0 0 0 0 0 200

47 沖縄県 0 0 0 0 0 0 200 0 200

全国

※　上記の修了予定者数は、今年度、既に研修を修了した者や修了が見込まれる者のほか、今年度実施されるキャリアアップ研修（今後、指定等を行うことが見込まれるものを含む。）
　の一部を受講する予定の者を含む。

保育士等キャリアアップ研修の都道府県別実施状況

保健衛生・
安全対策

保護者支援・
子育て支援

マネジメント

計 備考
乳児保育 幼児教育 障害児保育

食育・
アレルギー対応

研修分野別修了予定者数

保育実践

厚生労働省子ども家庭局

資料30
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（単位：人）

24,286 23,642 22,711 20,081 20,177 20,856 21,750 11,385 164,888

1 北海道 880 790 730 650 610 680 450 240 5,030

2 青森県 720 720 720 720 720 720 720 140 5,180

3 岩手県 400 400 400 400 400 400 400 0 2,800

4 宮城県 180 180 180 180 180 180 180 0 1,260

5 秋田県 380 378 237 450 450 450 407 0 2,752

6 山形県 400 250 250 100 100 100 300 100 1,600

7 福島県 300 300 300 300 300 300 300 300 2,400

8 茨城県 400 400 400 400 400 400 400 400 3,200

9 栃木県 750 750 750 600 600 600 600 750 5,400

10 群馬県 1,200 1,200 1,200 0 0 0 1,200 0 4,800

11 埼玉県 1,200 1,200 1,200 1,200 1,000 1,000 1,200 500 8,500

12 千葉県 300 300 300 300 300 300 1,200 0 3,000

13 東京都 3,375 2,697 2,697 2,697 2,697 2,697 1,440 0 18,300

14 神奈川県 1,125 1,125 1,125 1,125 1,125 1,125 1,125 1,125 9,000

15 新潟県 400 400 400 400 400 400 400 400 3,200

16 富山県 300 300 400 400 400 400 400 200 2,800

17 石川県 600 600 450 450 450 450 600 150 3,750

18 福井県 160 160 80 80 80 80 80 80 800

19 山梨県 400 400 400 400 200 400 200 0 2,400

20 長野県 240 300 160 100 700 500 160 680 2,840

21 岐阜県 350 350 350 350 350 350 380 0 2,480

22 静岡県 780 780 780 0 0 0 780 0 3,120

23 愛知県 320 320 320 320 320 320 320 320 2,560

24 三重県 300 300 300 300 300 300 300 300 2,400

25 滋賀県 400 400 400 300 300 300 300 100 2,500

26 京都府 536 747 491 314 390 399 268 310 3,455

27 大阪府 290 270 276 240 240 490 240 80 2,126

28 兵庫県 500 500 500 500 500 500 500 100 3,600

29 奈良県 600 600 600 600 600 600 600 0 4,200

30 和歌山県 315 315 315 315 315 315 315 315 2,520

31 鳥取県 85 85 85 85 85 85 120 50 680

32 島根県 165 100 160 160 160 160 160 100 1,165

33 岡山県 360 300 300 300 300 300 300 100 2,260

34 広島県 500 500 500 500 500 500 500 500 4,000

35 山口県 300 300 300 300 300 150 300 0 1,950

36 徳島県 180 180 180 180 180 180 180 180 1,440

37 香川県 120 120 120 120 120 120 120 120 960

38 愛媛県 300 300 300 300 300 300 300 300 2,400

39 高知県 340 340 340 120 120 340 120 120 1,840

40 福岡県 1,625 1,625 1,625 1,625 1,625 1,625 1,625 1,625 13,000

41 佐賀県 340 340 340 340 340 340 340 340 2,720

42 長崎県 500 500 500 500 500 500 500 500 4,000

43 熊本県 400 400 400 400 400 400 400 200 3,000

44 大分県 120 270 400 210 120 400 120 60 1,700

45 宮崎県 500 500 100 400 400 400 400 300 3,000

46 鹿児島県 250 250 250 250 200 200 200 200 1,800

47 沖縄県 100 100 100 100 100 100 300 100 1,000

マネジメント 保育実践

【平成30年度（見込み）】

研修分野別修了予定者数
計

乳児保育 幼児教育 障害児保育
食育・
アレルギー対応

保健衛生・
安全対策

保護者支援・
子育て支援

全国
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１
．
見
直
しの

背
景
等「保

育
士
養
成
課
程
等
の
見
直
しに

つ
い
て
（
検
討
の
整
理
）
」（
概
要
）

（
20
17
年
12
月
４
日

保
育
士
養
成
課
程
等
検
討
会
）

２
．
見
直
しの

方
向
性

（
１
）
保
育
士
養
成
課
程
を
構
成
す
る
教
科
目

①
乳

児
保

育
（

※
）
の

充
実

（
※

３
歳

未
満

児
を

念
頭

）
→

   
基

礎
的

事
項

の
理

解
を

深
め

る
た

め
、演

習
科

目
に

加
え

、講
義

科
目

の
新

設
②

幼
児

教
育

の
実

践
力

の
向

上
→

計
画

と評
価

や
生

活
と遊

び
の

援
助

に
関

す
る

内
容

の
充

実
③

「養
護

」の
視

点
重

視
→

養
護

に
関

す
る

教
科

目
の

内
容

の
再

編
・充

実
④

子
ども

の
育

ち
や

家
庭

支
援

の
充

実
→

   
保

育
の

専
門

性
を

活
か

した
子

ども
家

庭
支

援
に

関
す

る
教

科
目

の
内

容
の

再
編

・充
実

⑤
社

会
的

養
護

や
障

害
児

保
育

の
充

実
→

 
今

日
的

な
課

題
を

踏
ま

え
た

、実
践

的
な

支
援

に
関

す
る

内
容

の
充

実
⑥

保
育

者
とし

て
の

資
質

・専
門

性
の

向
上

→
 

保
育

の
専

門
職

とし
て

の
キ

ャリ
ア

パ
ス

を
見

据
え

た
専

門
性

向
上

の
重

要
性

の
明

示

○
保

育
を

取
り巻

く社
会

情
勢

の
変

化
、保

育
所

保
育

指
針

の
改

定
等

を
踏

まえ
、よ

り実
践

力
の

あ
る

保
育

士
の

養
成

に
向

け
て

、保
育

士
養

成
課

程
(※

）

等
の

見
直

しに
つ

い
て

検
討

。（
主

な
検

討
事

項
は

、以
下

の
とお

り）
（

１
）

保
育

士
養

成
課

程
を

構
成

す
る

教
科

目
（

名
称

、教
授

内
容

等
）

（
２

）
養

成
課

程
の

見
直

しに
伴

う保
育

士
試

験
の

科
目

（
試

験
科

目
の

名
称

、対
応

す
る

養
成

課
程

の
教

科
目

、出
題

範
囲

等
）

○
20

17
年

度
中

に
関

係
告

示
・省

令
・通

知
を

改
正

し、
20

19
年

度
よ

り適
用

予
定

（
保

育
士

試
験

に
つ

い
て

は
、2

02
0年

度
よ

り適
用

予
定

）

（
主
な
社
会
情
勢
の
変
化
）

・
「
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
新
制
度
」
の
施
行
（
2
0
1
5
年
4
月
)

・
保
育
所
等
利
用
児
童
数
の
増
加
（
１
・
２
歳
児
保
育
所
等
利
用
率
：
3
1
.0
％
（
2
0
1
1
年
）→

4
5
.7
％
（2
0
1
7
年
））

・
子
育
て
の
負
担
や
孤
立
感
の
高
ま
り
、
児
童
虐
待
相
談
件
数
の
増
加
（
5
9
,9
1
9
件
（2
0
1
1
年
）→

1
2
2
,5
7
5
件
（2
0
1
6
年
))

（
※

）
指

定
保

育
士

養
成

施
設

（
大

学
、短

大
、専

門
学

校
等

）
に

お
け

る
保

育
士

の
養

成
課

程

※
各

保
育

士
養

成
施

設
に

は
、習

得
す

べ
き

内
容

が
過

度
に

な
らな

い
よ

う配
慮

しつ
つ

、教
科

目
全

体
を体

系
化

し、
創

意
工

夫
に

よ
り効

果
的

・効
率

的
な

教
育

の
実

施
を

期
待

。

（
２
）
養
成
課
程
の
見
直
しに

伴
う保

育
士
試
験
の
科
目

①
試

験
科

目
の

名
称

変
更

『児
童

家
庭

福
祉

』
⇒

 『
子

ども
家

庭
福

祉
』

②
各

試
験

科
目

に
対

応
す

る
養

成
課

程
の

教
科

目
の

変
更

『保
育

原
理

』（
「乳

児
保

育
」「

保
育

相
談

支
援

」等
→

 「
乳

児
保

育
Ⅰ

」「
乳

児
保

育
Ⅱ

」「
子

育
て

支
援

」等
）

『保
育

実
習

理
論

』（
「保

育
の

表
現

技
術

」等
→

 「
保

育
内

容
の

理
解

と方
法

」「
保

育
者

論
」「

保
育

の
計

画
と評

価
」等

）
等

※
 各

試
験

科
目

の
出

題
範

囲
に

つ
い

て
は

、対
応

す
る

養
成

課
程

の
各

教
科

目
に

係
る

教
授

内
容

等
の

見
直

し内
容

を
踏

ま
え

、見
直

し。
※

 保
育

士
資

格
取

得
に

係
る

特
例

措
置

（
幼

稚
園

教
諭

免
許

状
所

有
者

、福
祉

系
国

家
資

格
所

有
者

等
）

に
つ

い
て

も
、今

回
の

見
直

し内
容

を
反

映
。

資料31
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保
育
士
養
成
課
程
に
関
す
る
「具
体
的
な
見
直
しの

方
向
性
」

１
．
乳
児
保
育
の
充
実

２
．
幼
児
教
育
を
行
う施

設
とし
て
の
保
育
の
実
践

３
．
「養
護
」の
視
点
を
踏
ま
え
た
実
践
力
の
向
上

４
．
子
ども

の
育
ち
や
家
庭
へ
の
支
援
の
充
実

５
．
社
会
的
養
護
や
障
害
児
保
育
の
充
実

６
．
保
育
者
とし
て
の
資
質
・専

門
性
の
向
上

○
保

育
の

計
画

か
ら

評
価

・改
善

に
至

る
過

程
を

習
得

さ
せ

る
。

【
教

科
目

名
・
教

授
内

容
等

の
変

更
】

「
保

育
課

程
論

（講
義

２
単

位
）」

→
  

「
保

育
の

計
画

と
評

価
（講

義
２
単

位
）
」

○
「育

み
た

い
資

質
・能

力
」及

び
「幼

児
期

の
終

わ
り
ま

で
に

育
っ

て
ほ

し
い

姿
」を

念
頭

に
置

き
、

子
ど

も
の

生
活

や
遊

び
が

充
実

す
る

よ
う

援
助

す
る

力
を

習
得

さ
せ

る
。

【
教

科
目

名
・
教

授
内

容
の

変
更

】
「
保

育
の

表
現

技
術

（演
習

４
単

位
）」

→
「保

育
内

容
の

理
解

と
方

法
（演

習
４
単

位
）
」

○
基

礎
的

事
項

（理
念

や
現

状
、

体
制

な
ど

）の
理

解
を

深
め

た
上

で
、

具
体

的
な

保
育

の
方

法
や

環
境

の
構

成
等

を
学

び
、

保
育

の
実

践
力

を
習

得
さ

せ
る

。
【
教

科
目

の
新

設
・
教

授
内

容
等

の
充

実
】

「
乳

児
保

育
（
演

習
２
単

位
）」

→
「
乳

児
保

育
Ⅰ

（
講

義
２
単

位
）」

「
乳

児
保

育
Ⅱ

（
演

習
１
単

位
）
」

○
子

ど
も

の
発

達
、

学
び

の
過

程
や

特
性

に
関

す
る

内
容

を
体

系
的

に
理

解
さ

せ
る

と
と

も
に

、
子

ど
も

と
家

庭
に

関
し

て
包

括
的

に
理

解
さ

せ
る

。
※

関
連

す
る

教
科

目
（『

保
育

の
心

理
学

Ⅰ
』、

『子
ど

も
の

保
健

Ⅰ
』や

『家
庭

支
援

論
』）

の
再

編
成

【
教

科
目

の
整

理
・
再

編
】

「
保

育
の

心
理

学
Ⅰ

（講
義

２
単

位
）」

→
「
保

育
の

心
理

学
（
講

義
２
単

位
）
」

「
子

ど
も

家
庭

支
援

の
心

理
学

（講
義

２
単

位
）
」

【
教

授
内

容
等

の
変

更
】

「
子

ど
も

の
保

健
Ⅰ

（講
義

４
単

位
）
」

→
「
子

ど
も

の
保

健
（講

義
２

単
位

）」
（
※

保
育

に
お

け
る

保
健

的
対

応
に

関
す

る
基

礎
的

事
項

を
習

得
す

る
教

科
目

と
し

て
再

編
）

○
子

ど
も

の
理

解
と

そ
れ

に
基

づ
く
援

助
に

つ
い

て
、

よ
り
実

践
的

な
力

を
習

得
さ

せ
る

。

【
教

授
内

容
等

の
充

実
・
教

科
目

名
の

変
更

】
「
保

育
の

心
理

学
Ⅱ

（演
習

１
単

位
）」

→
「
子

ど
も

の
理

解
と

援
助

（
演

習
１
単

位
）」

○
保

健
的

観
点

に
基

づ
く
保

育
の

環
境

整
備

や
心

身
の

健
康

・安
全

管
理

の
実

施
体

制
な

ど
、

実
践

的
な

力
を

習
得

さ
せ

る
。

【
教

授
内

容
等

の
充

実
・
教

科
目

名
の

変
更

】
「
子

ど
も

の
保

健
Ⅱ

（演
習

１
単

位
）
」

→
「
子

ど
も

の
健

康
と

安
全

（演
習

１
単

位
）
」

○
子

育
て

家
庭

へ
の

支
援

に
関

し
て

総
合

的
な

力
を

養
う

た
め

、
以

下
に

関
し

て
、

現
行

の
教

科
目

を
再

編
し

、
体

系
的

に
習

得
さ

せ
る

。
・子

ど
も

家
庭

支
援

の
基

本
と

な
る

事
項

（意
義

や
役

割
、

保
育

士
と

し
て

の
基

本
姿

勢
、

支
援

の
体

制
・
内

容
な

ど
）

・保
育

の
専

門
性

を
活

か
し

た
子

育
て

支
援

の
実

践
的

な
事

項
（保

育
士

の
行

う
支

援
の

方
法

論
、

援
助

の
過

程
、

事
例

検
討

な
ど

）

【
教

科
目

の
再

編
・
整

理
】

「
家

庭
支

援
論

（講
義

２
単

位
）
」

「
子

ど
も

家
庭

支
援

論
（
講

義
２
単

位
）」

「
相

談
援

助
（演

習
１
単

位
）
」

→
  

「
子

育
て

支
援

（
演

習
１
単

位
）
」

「
保

育
相

談
支

援
（演

習
１
単

位
）
」

「
子

ど
も

家
庭

支
援

の
心

理
学

（
講

義
２
単

位
）」

【
教

科
目

名
の

変
更

】
「
児

童
家

庭
福

祉
（講

義
２
単

位
）
」

→
「
子

ど
も

家
庭

福
祉

（
講

義
２
単

位
）
」

○
子

ど
も

と
そ

の
家

庭
の

理
解

を
踏

ま
え

、
理

念
や

制
度

等
の

基
礎

的
事

項
と

援
助

に
当

た
り
必

要
と

な
る

実
践

力
を

効
果

的
に

習
得

さ
せ

る
。

【
教

科
目

名
・
教

授
内

容
等

の
変

更
】

「
社

会
的

養
護

（
講

義
２
単

位
）」

→
「
社

会
的

養
護

Ⅰ
（
講

義
２
単

位
）」

「
社

会
的

養
護

内
容

（
演

習
1
単

位
）
」

→
「
社

会
的

養
護

Ⅱ
（演

習
１
単

位
）
」

○
障

害
児

保
育

に
関

し
て

、
地

域
社

会
へ

の
参

加
・
包

容
（
イ

ン
ク

ル
ー

ジ
ョ
ン

）
や

合
理

的
配

慮
等

の
基

本
的

な
考

え
方

、
対

象
と

な
る

子
ど

も
の

特
性

、
家

庭
と

連
携

し
た

援
助

な
ど

の
内

容
を

よ
り
具

体
的

に
理

解
さ

せ
る

。

【
教

授
内

容
等

の
充

実
】

「
障

害
児

保
育

（演
習

２
単

位
）
」

○
キ

ャ
リ
ア

パ
ス

を
見

据
え

、
よ

り
組

織
的

な
運

営
の

下
で

継
続

し
て

保
育

者
と

し
て

の
専

門
性

の
向

上
を

図
る

こ
と

等
の

重
要

性
を

理
解

さ
せ

る
。

【
教

授
内

容
等

の
充

実
】

「
保

育
者

論
（
講

義
２
単

位
）
」
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保
育
士
養
成
課
程
の
見
直
しに

伴
う「
教
授
内
容
の
再
編
等
（
主
な
も
の
）
」

・
保
育
相
談
支
援
の
基
本

・
保
育
相
談
支
援
の
実
際

等

・
保
育
士
の
行
う
子
育
て
支
援
の
特
性
、
展
開

・
保
育
士
の
行
う
子
育
て
支
援
の
実
際
（
内
容
、
方
法
、
技
術
）

等

・
保
育
士
が
行
う
相
談
等
の
子
ど
も
家
庭
支
援
の
意
義
、
基
本

・
子
育
て
家
庭
の
支
援
体
制
・
支
援
の
展
開
と
関
係
機
関
と
の
連
携

等

・
子
ど
も
の
心
身
の
健
康
と
保
健
の
意
義
・
子
ど
も
の
身
体
発
育

・
子
ど
も
の
疾
病
と
そ
の
予
防
及
び
適
切
な
対
応

等

・
乳
児
保
育
の
意
義
、
目
的
と
役
割
・
乳
児
保
育
の
現
状
と
課
題

・
乳
児
保
育
の
内
容
や
体
制
の
理
解

・
職
員
間
の
協
働
や
関
係
機
関
等
と
の
連
携

等

・
３
歳
未
満
児
の
発
育
、
発
達
に
即
し
た
生
活
や
遊
び

・
乳
児
保
育
の
方
法
や
環
境
の
構
成

・
乳
児
保
育
に
お
け
る
配
慮
の
実
際

等

・
乳
児
保
育
の
理
念
と
役
割

・
乳
児
保
育
の
現
状
と
課
題

・
乳
児
保
育
に
お
け
る
連
携

・
３
歳
未
満
児
の
発
達
と
保
育
内
容

・
乳
児
保
育
の
実
際

等

・
子
ど
も
の
心
理
発
達
・
子
ど
も
の
精
神
保
健

・
子
ど
も
の
心
身
の
健
康
と
保
健
の
意
義
・
子
ど
も
の
身
体
発
育

・
子
ど
も
の
疾
病
と
そ
の
予
防
及
び
適
切
な
対
応

・
環
境
及
び
衛
生
管
理
並
び
に
安
全
管
理

・
家
庭
の
意
義
と
機
能
・
子
育
て
家
庭
を
取
り
巻
く
社
会
状
況

・
保
育
士
が
行
う
家
庭
支
援
の
原
理
・
子
育
て
家
庭
の
支
援
体
制

・
支
援
の
展
開
と
関
係
機
関
と
の
連
携

等

・
相
談
援
助
の
概
要
（
理
論
、
意
義
等
）

・
相
談
援
助
の
方
法
と
技
術

等

・
保
育
実
践
に
関
わ
る
心
理
学
の
知
識

・
発
達
に
関
わ
る
心
理
学
の
基
礎
に
基
づ
い
た
子
ど
も
理
解

・
学
び
の
過
程
や
特
性
を
踏
ま
え
た
人
と
の
相
互
的
関
わ
り
等
の
意
義

等

・
生
涯
発
達
と
初
期
経
験
の
重
要
性

・
子
ど
も
の
精
神
保
健

・
家
庭
の
意
義
と
機
能
・
子
育
て
家
庭
を
取
り
巻
く
社
会
状
況

等

・
保
育
実
践
に
関
わ
る
心
理
学
の
知
識

・
心
理
学
の
基
礎
に
基
づ
い
た
子
ど
も
理
解

・
人
と
の
相
互
的
な
関
わ
り
と
子
ど
も
の
発
達

・
生
涯
発
達
と
初
期
経
験
の
重
要
性

等

・
保
健
活
動
の
計
画
及
び
評
価
・
心
身
の
健
康
に
関
す
る
保
健
活
動
や
環
境

・
体
調
不
良
等
に
対
す
る
適
切
な
対
応
・
感
染
症
対
策

・
衛
生
管
理
並
び
に
安
全
管
理

等

・
心
身
の
発
達
と
保
育
実
践
・
子
ど
も
の
経
験
や
学
習
過
程
の
理
解

・
保
育
に
お
け
る
発
達
援
助

・
子
ど
も
の
理
解
に
基
づ
く
援
助
の
具
体
的
な
方
法

・
心
身
の
発
達
と
保
育
実
践
・
子
ど
も
の
経
験
や
学
習
過
程
の
理
解

・
保
育
に
お
け
る
発
達
援
助

等

・
保
健
活
動
の
計
画
及
び
評
価
・
心
身
の
健
康
に
関
す
る
保
健
活
動
や
環
境

・
疾
病
と
そ
の
予
防
及
び
適
切
な
対
応
・
子
ど
も
の
事
故
防
止
及
び
安
全
管
理

等

等

【
現

行
】

【
見
直
し
後
】

等

※
青
字
は
教
授
内
容
の
再
編
、
赤
字
は
新
た
な
教
授
内
容
（
い
ず
れ
も
主
な
も
の
）
を
示
し
て
い
る
。

乳
児
保
育
（
演
習
２
単
位
）

保
育
の
心
理
学
Ⅰ
（
講
義
２
単
位
）

保
育
の
心
理
学
Ⅱ
（
演
習
１
単
位
）

子
ども

の
保
健
Ⅰ
（
講
義
４
単
位
）

子
ども

の
保
健
Ⅱ
（
演
習
１
単
位
）

家
庭
支
援
論
（
講
義
２
単
位
）

保
育
相
談
支
援
（
演
習
１
単
位
）

相
談
援
助
（
演
習
１
単
位
）

乳
児
保
育
Ⅰ
（
講
義
２
単
位
）

乳
児
保
育
Ⅱ
（
演
習
１
単
位
）

保
育
の
心
理
学
（
講
義
２
単
位
）

子
ども

家
庭
支
援
の
心
理
学
（
講
義
２
単
位
）

子
ども

の
理
解
と援

助
（
演
習
１
単
位
）

子
ども

の
保
健
（
講
義
２
単
位
）

子
ども

の
健
康
と安

全
（
演
習
１
単
位
）

子
ども

家
庭
支
援
論
（
講
義
２
単
位
）

子
育
て
支
援
（
演
習
１
単
位
）
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保
育
士
養
成
課
程
の
見
直
しに

伴
う「
保
育
士
試
験
」の
見
直
し

保
育
士
試
験
の

試
験
科
目

対
応
す
る
保
育
士
養
成
課
程
の
教
科
目

（
必
修
科
目
）

現
行

見
直
し後

筆 記 試 験

保
育
原
理

・保
育
原
理

・乳
児
保
育

・障
害
児
保
育

・保
育
相
談
支
援

・保
育
原
理

・乳
児
保
育
Ⅰ

・乳
児
保
育
Ⅱ

・障
害
児
保
育

・子
育
て
支
援

教
育
原
理

・教
育
原
理

・教
育
原
理

社
会
的
養
護

・社
会
的
養
護

・社
会
的
養
護
内
容

・社
会
的
養
護
Ⅰ

・社
会
的
養
護
Ⅱ

児
童
家
庭
福
祉

↓
子
ども

家
庭
福
祉

・児
童
家
庭
福
祉

・家
庭
支
援
論

・子
ども

家
庭
福
祉

・子
ども

家
庭
支
援
論

社
会
福
祉

・社
会
福
祉

・相
談
援
助

・社
会
福
祉

保
育
の
心
理
学

・保
育
の
心
理
学
Ⅰ

・保
育
の
心
理
学
Ⅱ

・保
育
の
心
理
学

・子
ども

家
庭
支
援
の
心
理
学

・子
ども

の
理
解
と援

助

保
育
士
試
験
の

試
験
科
目

対
応
す
る
保
育
士
養
成
課
程
の
教
科
目

（
必
修
科
目
）

現
行

見
直
し後

筆 記 試 験

子
ども
の
保
健

・子
ども

の
保
健
Ⅰ

・子
ども

の
保
健
Ⅱ

・子
ども

の
保
健

・子
ども
の
健
康
と安

全

子
ども
の
食
と栄

養
・子

ども
の
食
と栄

養
・子

ども
の
食
と栄

養

保
育
実
習
理
論

・保
育
の
表
現
技
術

・保
育
内
容
総
論

・保
育
内
容
演
習

・保
育
実
習
Ⅰ

・保
育
実
習
指
導
Ⅰ

・保
育
実
践
演
習

・保
育
内
容
の
理
解
と方

法
・保

育
内
容
総
論

・保
育
内
容
演
習

・保
育
実
習
Ⅰ

・保
育
実
習
指
導
Ⅰ

・保
育
実
践
演
習

・保
育
者
論

・保
育
の
計
画
と評

価

実 技 試 験
保
育
実
習
実
技

・保
育
の
表
現
技
術

・保
育
内
容
の
理
解
と方

法

※
見
直
し前

後
に
お
け
る
保
育
士
試
験
受
験
者
の
公
平
性
を確

保
す
る
観
点
か
ら、
一
部
の
試
験
科
目
（
「保

育
原
理
」、
「子

ども
家
庭
福
祉
（
児
童
家
庭
福
祉
）
」、
「社

会
福
祉
」、
「子

ども
の
保
健
」）

に
お
い
て
は
、当

分
の
間
、従

来
の
出
題
範
囲
全
般
を踏

まえ
た
も
の
とし
て
運
用
す
る
こと
が
適
当
。
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■
保
育
士
養
成
課
程
等
検
討
会

◎
：
座
長

○
：
副
座
長

（
五
十
音
順

敬
称
略
）

■
保
育
士
養
成
課
程
等
検
討
会
ワ
ー
キ
ング

グ
ル
ー
プ

◎
：
座
長

○
：
副
座
長

（
五
十
音
順

敬
称
略
）

（
参
考
）
保
育
士
養
成
課
程
等
検
討
会

阿
久
澤

真
理

栃
木
県
保
健
福
祉
部
こど
も
政
策
課
長

阿
部

和
子

大
妻
女
子
大
学
家
政
学
部
教
授

網
野

武
博

東
京
家
政
大
学
子
ども
学
部
特
任
教
授

○
小
川

清
美

東
京
都
市
大
学
名
誉
教
授

近
喰

晴
子

秋
草
学
園
短
期
大
学
特
任
教
授

◎
汐
見

稔
幸

白
梅
学
園
大
学
学
長

清
水

益
治

帝
塚
山
大
学
現
代
生
活
学
部
教
授

津
金

美
智
子

名
古
屋
学
芸
大
学
ヒュ
ー
マ
ンケ

ア
学
部
教
授

前
田

正
子

甲
南
大
学
マ
ネ
ジ
メン

ト創
造
学
部
教
授

宮
田

裕
司

全
国
社
会
福
祉
法
人
経
営
者
協
議
会

保
育
事
業
経
営
委
員
会
委
員
長

三
代
川

紀
子

浦
安
市
立
猫
実
保
育
園
園
長

村
松

幹
子

全
国
保
育
士
会
副
会
長

山
縣

文
治

関
西
大
学
人
間
健
康
学
部
教
授

阿
部

和
子

大
妻
女
子
大
学
家
政
学
部
教
授

岩
﨑

淳
子

聖
徳
大
学
短
期
大
学
保
育
科
准
教
授

○
大
方

美
香

大
阪
総
合
保
育
大
学
児
童
保
育
学
部
学
部
長

大
神

優
子

和
洋
女
子
大
学
こど
も
発
達
学
類
准
教
授

岡
本

拡
子

高
崎
健
康
福
祉
大
学
人
間
発
達
学
部
教
授

◎
小
川

清
美

東
京
都
市
大
学
名
誉
教
授

那
須

信
樹

東
京
家
政
大
学
子
ども
学
部
教
授

【設
置
目
的
】

子
ども
や
家
庭
を
取
り巻

く様
々
な
環
境
の
変
化
等
に
伴
う子

ども
の
育
ち
の
課
題
や
保
護
者
支
援
の
必
要
性
な
ど、
保
育
所
や
保
育
士
に
求
め
られ

る
役
割
や
機

能
が
深
化
・拡

大
して

お
り、
保
育
の
質
を
担
う保

育
士
の
役
割
は
重
要
とな

って
い
る
。

この
た
め
、保

育
士
養
成
課
程
等
の
見
直
しに

つ
い
て
、子

ども
家
庭
局
長
が
学
識
者
等
に
参
集
を
求
め
、検

討
を行

うこ
とと
す
る
。

【検
討
経
過
】

２
０
１
７
年
５
月
２
４
日

第
６
回
保
育
士
養
成
課
程
等
検
討
会

・保
育
所
保
育
指
針
改
定
に
伴
う保

育
士
養
成
課
程
等
の
見
直
しに

つ
い
て

６
月
２
２
日

第
７
回
保
育
士
養
成
課
程
等
検
討
会

・関
係
団
体
か
らの

ヒア
リン
グ

７
月
２
８
日

第
４
回
保
育
士
養
成
課
程
等
検
討
会
ワー

キ
ング

グ
ル
ー
プ

・保
育
所
保
育
指
針
改
定
に
伴
う保

育
士
養
成
課
程
等
の
見
直
しに

つ
い
て

８
月
１
４
日
～
３
１
日

指
定
保
育
士
養
成
施
設
に
対
す
る
教
育
内
容
等
に
関
す
る
アン

ケ
ー
ト調

査
の
実
施

８
月
２
９
日

第
５
回
保
育
士
養
成
課
程
等
検
討
会
ワー

キ
ング

グ
ル
ー
プ

・保
育
所
保
育
指
針
改
定
に
伴
う保

育
士
養
成
課
程
等
の
見
直
しに

つ
い
て

１
０
月
４
日

第
８
回
保
育
士
養
成
課
程
等
検
討
会

・保
育
士
養
成
課
程
等
の
見
直
しに

つ
い
て

１
１
月
６
日

第
６
回
保
育
士
養
成
課
程
等
検
討
会
ワー

キ
ング

グ
ル
ー
プ

・保
育
士
養
成
課
程
の
見
直
し及

び
保
育
士
試
験
の
見
直
し等

に
つ
い
て

１
２
月
４
日

第
９
回
保
育
士
養
成
課
程
等
検
討
会

・「
保
育
士
養
成
課
程
等
の
見
直
しに

つ
い
て
（
検
討
の
整
理
）
」（

案
）
に
つ
い
て

（
主
な
議
題
）

【構
成
員
】

※
第
1回

検
討
会
～
第
5回

検
討
会
（
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
第
１
回
～
第
３
回
を
含
む
）
に
お
い
て
は
、福

祉
系
国
家
資
格
所
有
者
等
の
保
育
士
資
格
取
得
へ
の
対
応
等
に
つ
い
て
検
討
。

（
保
育
士
養
成
課
程
等
の
見
直
しに

向
け
た
検
討
に
係
る
も
の
）

(2
01
7年

12
月
4日

現
在
)
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〔
現

行
〕

〔
見

直
し

後
〕

系
列

教
科

目
設

置
単

位
数

履
修

単
位

数
系

列
教

科
目

設
置

単
位

数
履

修
単

位
数

外
国

語
（

演
習

）
２

以
上

外
国

語
（

演
習

）
２

以
上

体
育

（
講

義
）

１
１

体
育

（
講

義
）

１
１

体
育

（
実

技
）

１
１

体
育

（
実

技
）

１
1

そ
の

他
６

以
上

そ
の

他
６

以
上

１
０

以
上

８
以

上
１

０
以

上
８

以
上

保
育

原
理

（
講

義
）

２
２

保
育

原
理

（
講

義
）

２
２

教
育

原
理

（
講

義
）

２
２

教
育

原
理

（
講

義
）

２
２

児
童

家
庭

福
祉

（
講

義
）

２
２

子
ど

も
家

庭
福

祉
（

講
義

）
２

２

社
会

福
祉

（
講

義
）

２
２

社
会

福
祉

（
講

義
）

２
２

相
談

援
助

（
演

習
）

１
１

子
ど

も
家

庭
支

援
論

（
講

義
）

２
２

社
会

的
養

護
（

講
義

）
２

２
社

会
的

養
護

Ⅰ
（

講
義

）
２

２

保
育

者
論

（
講

義
）

２
２

保
育

者
論

（
講

義
）

２
２

計
１

３
計

１
３

計
１

４
計

１
４

保
育

の
心

理
学

Ⅰ
（

講
義

）
２

２
保

育
の

心
理

学
（

講
義

）
２

２

保
育

の
心

理
学

Ⅱ
（

演
習

）
１

１
子

ど
も

家
庭

支
援

の
心

理
学

（
講

義
）

２
２

子
ど

も
の

保
健

Ⅰ
（

講
義

）
４

４
子

ど
も

の
理

解
と

援
助

（
演

習
）

１
１

子
ど

も
の

保
健

Ⅱ
（

演
習

）
１

１
子

ど
も

の
保

健
（

講
義

）
２

２

子
ど

も
の

食
と

栄
養

（
演

習
）

２
２

子
ど

も
の

食
と

栄
養

（
演

習
）

２
２

家
庭

支
援

論
（

講
義

）
２

２

計
１

２
計

１
２

計
９

計
９

保
育

課
程

論
（

講
義

）
２

２
保

育
の

計
画

と
評

価
（

講
義

）
２

２

保
育

内
容

総
論

（
演

習
）

１
１

保
育

内
容

総
論

（
演

習
）

１
１

保
育

内
容

演
習

（
演

習
）

５
５

保
育

内
容

演
習

（
演

習
）

５
５

保
育

内
容

の
理

解
と

方
法

（
演

習
）

４
４

乳
児

保
育

（
演

習
）

２
２

乳
児

保
育

Ⅰ
（

講
義

）
２

２

乳
児

保
育

Ⅱ
（

演
習

）
１

１

子
ど

も
の

健
康

と
安

全
（

演
習

）
１

１

障
害

児
保

育
（

演
習

）
２

２
障

害
児

保
育

（
演

習
）

２
２

社
会

的
養

護
内

容
（

演
習

）
１

１
社

会
的

養
護

Ⅱ
（

演
習

）
１

１

保
育

相
談

支
援

（
演

習
）

１
１

子
育

て
支

援
（

演
習

）
１

１

計
１

４
計

１
４

計
２

０
計

２
０

④
保

育
の

表
現

技
術

保
育

の
表

現
技

術
（

演
習

）
４

４

保
育

実
習

Ⅰ
（

実
習

）
４

４
保

育
実

習
Ⅰ

（
実

習
）

４
４

保
育

実
習

指
導

Ⅰ
（

演
習

）
２

２
保

育
実

習
指

導
Ⅰ

（
演

習
）

２
２

⑥
総

合
演

習
保

育
実

践
演

習
（

演
習

）
２

２
⑤

総
合

演
習

保
育

実
践

演
習

（
演

習
）

２
２

５
１

５
１

５
１

５
１

１
５

以
上

６
以

上
１

５
以

上
６

以
上

２
２

２
２

１
１

１
１

１
８

以
上

９
以

上
１

８
以

上
９

以
上

７
９

以
上

６
８

以
上

７
９

以
上

６
８

以
上

※
３

　
「

保
育

に
関

す
る

科
目

」
、

「
保

育
実

習
Ⅱ

又
は

Ⅲ
」

及
び

「
保

育
実

習
指

導
Ⅱ

又
は

Ⅲ
」

を
合

わ
せ

て
、

１
８

単
位

以
上

。

※
４

　
「

保
育

に
関

す
る

科
目

」
、

「
保

育
実

習
Ⅱ

又
は

Ⅲ
」

及
び

「
保

育
実

習
指

導
Ⅱ

又
は

Ⅲ
」

を
合

わ
せ

て
、

９
単

位
以

上
。

保
育
士
養
成
課
程
の
教
科
目
に
関
す
る
見
直
し
に
つ
い
て
（
案
）
（
平
成
３
１
年
度
よ
り
適
用
予
定
）

合
計

必
修

科
目

　
計

※
１

 
 
赤

字
下

線
は

、
名

称
や

対
象

と
な

る
系

列
の

変
更

等
を

伴
う

教
科

目
。

※
２

　
「

外
国

語
」

及
び

「
そ

の
他

の
教

科
目

」
を

合
わ

せ
て

、
６

単
位

以
上

。

⑤
保

育
実

習

必
修

科
目

　
計

合
計

選
択

必
修

科
目

保
育

に
関

す
る

科
目

（
上

記
①

～
⑤

の
系

列
よ

り
科

目
設

定
）

保
育

実
習

Ⅱ
（

実
習

）
又

は
保

育
実

習
Ⅲ

（
実

習
）

保
育

実
習

指
導

Ⅱ
（

演
習

）
又

は
保

育
実

習
指

導
Ⅲ

（
演

習
）

選
択

必
修

科
目

　
計

選
択

必
修

科
目

保
育

に
関

す
る

科
目

（
上

記
①

～
④

の
系

列
よ

り
科

目
設

定
）

保
育

実
習

Ⅱ
（

実
習

）
又

は
保

育
実

習
Ⅲ

（
実

習
）

保
育

実
習

指
導

Ⅱ
（

演
習

）
又

は
保

育
実

習
指

導
Ⅲ

（
演

習
）

選
択

必
修

科
目

　
計

　
教

養
科

目

②
保

育
の

対
象

の
理

解
に

関
す

る
科

目

①
保

育
の

本
質

・
目

的
に

関
す

る
科

目

必
修

科
目

必
修

科
目

③
保

育
の

内
容

・
方

法
に

関
す

る
科

目

②
保

育
の

対
象

の
理

解
に

関
す

る
科

目

①
保

育
の

本
質

・
目

的
に

関
す

る
科

目

教
養

科
目

　
計

④
保

育
実

習

教
養

科
目

　
計

　
教

養
科

目

③
保

育
の

内
容

・
方

法
に

関
す

る
科

目

資料32

-95-

名称未設定-3   95 2018/03/14   20:20:35



○
女
性
の
社
会
進
出
が
進
み
、
そ
の
働
き
方
が
多
様
化
す
る
中
で
、
保
育
所
等
の
利
用
率
が
上
昇
し
て
お
り
、
必
要
と
な
る
保
育
の
受
け
皿
整
備
を
進
め
る
と
と

も
に
、
保
育
人
材
の
確
保
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

○
こ
う
し
た
中
、
「
日
本
再
興
戦
略
」
（
平
成
2
7
年
6
月
3
0
日
閣
議
決
定
）
に
お
い
て
、
他
の
福
祉
系
国
家
資
格
所
有
者
等
の
保
育
士
資
格
取
得
へ
の
対
応
に

つ
い
て
、
検
討
を
行
う
こ
と
と
し
、
厚
生
労
働
省
に
お
い
て
も
、
平
成
2
8
年
7
月
に
「
我
が
事
・
丸
ご
と
」
地
域
共
生
社
会
実
現
本
部
を
設
置
し
、
「
地
域
共
生
社
会
」

の
実
現
に
向
け
た
検
討
を
行
う
中
で
、
専
門
人
材
の
機
能
強
化
・
最
大
活
用
を
図
る
た
め
、
保
健
医
療
福
祉
の
専
門
資
格
の
新
た
な
共
通
基
礎
課
程
の
創
設

を
目
指
し
、
当
面
の
措
置
と
し
て
、
福
祉
系
国
家
資
格
所
有
者
へ
の
保
育
士
養
成
課
程
・
試
験
科
目
の
一
部
免
除
な
ど
の
運
用
改
善
を
検
討
す
る
こ
と
と
し
た
。

福
祉
系
国
家
資
格
所
有
者
の
保
育
士
資
格
取
得
へ
の
対
応
に
つ
い
て
（
概
要
）

背
景

○
各
福
祉
系
国
家
資
格
の
養
成
課
程
の
教
育
内
容
は
、
主
と
し
て
そ
の
資
格
に
求
め
ら
れ
る
専
門
性
に
関
す
る
も
の
と
な
っ
て
い
る
が
、
社
会
保
障
制
度
に
関
わ

る
基
礎
的
知
識
や
相
談
援
助
の
基
礎
な
ど
と
い
っ
た
福
祉
職
の
基
盤
と
な
る
部
分
に
つ
い
て
は
、
各
資
格
に
お
い
て
共
通
す
る
内
容
が
多
く
含
ま
れ
て
い
る
。

○
福
祉
系
国
家
資
格
所
有
者
は
、
各
々
の
養
成
課
程
に
お
い
て
修
得
す
る
福
祉
の
基
礎
に
関
わ
る
部
分
に
つ
い
て
、
既
に
そ
の
内
容
を
修
得
し
て
い
る
た
め
、
保

育
士
養
成
課
程
等
の
「
福
祉
職
の
基
盤
に
関
す
る
科
目
」
に
係
る
部
分
に
つ
い
て
免
除
の
方
策
を
と
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

（
１
）
保
育
士
試
験
科
目
の
免
除

（
対
象
：
介
護
福
祉
士
、
社
会
福
祉
士
、
精
神
保
健
福
祉
士
）

指
定
保
育
士
養
成
施
設
で
試
験
科
目
に
対
応
し
た
教
科
目
を
履
修
し
た
場
合
に
は
、
そ
れ
に
対
応
す
る
試
験
科
目
の
免
除
を
行
う
。
こ
の
う
ち
、
「
福
祉
職
の

基
盤
に
関
す
る
科
目
」
に
対
応
す
る
試
験
科
目
（
社
会
福
祉
・
児
童
家
庭
福
祉
・
社
会
的
養
護
）
に
つ
い
て
は
、
他
の
福
祉
系
国
家
資
格
を
所
有
し
て
い
る
こ
と

を
も
っ
て
免
除
を
行
う
。
（
別
添
１
参
照
）

（
２
）
保
育
士
養
成
施
設
で
の
履
修
科
目
の
一
部
免
除

（対
象
：介
護
福
祉
士
養
成
施
設
を
卒
業
し
た
介
護
福
祉
士
の
み
※
）

介
護
福
祉
士
養
成
施
設
の
卒
業
者
が
指
定
保
育
士
養
成
施
設
で
学
ぶ
場
合
に
、
「
福
祉
職
の
基
盤
に
関
す
る
科
目
」
に
該
当
す
る
科
目
の
履
修
の
免
除
を

行
う
。
（
別
添
２
参
照
）

※
保
育
士
養
成
施
設
卒
業
者
に
対
す
る
介
護
福
祉
養
成
施
設
で
の
一
部
科
目
免
除
に
つ
い
て
は
、
既
に
制
度
化
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
相
互
に
免
除
で
き
る
よ
う
に
す
る
も
の
。

平
成
3
0
年
１
月
1
5
日

対
応

基
本
的
考
え
方

保
育
士
資
格
取
得
の
際
の
具
体
的
方
策

施
行
日

※
平
成
2
9
年
５
月
2
4
日
に
厚
生
労
働
省
「
保
育
士
養
成
課
程
等
検
討
会
」
で
取
り
ま
と
め
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【
別
添
１
】

介
護
福
祉
士
、
社
会
福
祉
士
、
精
神
保
健
福
祉
士
に
対
す
る

保
育
士
試
験
免
除
に
係
る
取
扱
い
に
つ
い
て

○
指
定
保
育
士
養
成
施
設
で
試
験
科
目
に
対
応
し
た
教
科
目
を
履
修
し
た
場
合
に
は
、
そ
れ
に
対
応
す
る
試
験
科
目
の
免
除
を
行
う
。

○
こ
の
う
ち
、
「福
祉
職
の
基
盤
に
関
す
る
科
目
」に
対
応
す
る
試
験
科
目
（下
図
の
網
掛
け
部
分
）に
つ
い
て
は
、
他
の
福
祉
系
国
家
資
格
を
所
有

し
て
い
る
こ
と
を
も
っ
て
履
修
免
除
を
行
う
。

〇
筆
記
試
験
科
目

〇
対
応
す
る
指
定
保
育
士
養
成
施
設
の
教
科
目

社
会
福
祉

←
社
会
福
祉
（
講
②
）

相
談
援
助
（
演
①
）

・
・
・
履
修
免
除
科
目

児
童
家
庭
福
祉

←
児
童
家
庭
福
祉
（
講
②
）

家
庭
支
援
論
（
講
②
）

子
ど
も
の
保
健

←
子
ど
も
の
保
健
Ⅰ
（
講
④
）

子
ど
も
の
保
健
Ⅱ
（
演
①
）

子
ど
も
の
食
と
栄
養

←
子
ど
も
の
食
と
栄
養
（
演
②
）

保
育
原
理

←
保
育
原
理
（
講
②
）

乳
児
保
育
（
演
②
）

保
育
相
談
支
援
（
演
①
）

障
害
児
保
育
（
演
②
）

社
会
的
養
護

←
社
会
的
養
護
（
講
②
）

社
会
的
養
護
内
容
（
演
①
）

保
育
実
習
理
論

←
保
育
内
容
総
論
（
演
①
）

保
育
内
容
演
習
（
演
⑤
）

保
育
の
表
現
技
術
（
演
④
）

教
育
原
理

←
教
育
原
理
（
講
②
）

保
育
の
心
理
学

←
保
育
の
心
理
学
Ⅰ
（
講
②
）

保
育
の
心
理
学
Ⅱ
（
演
①
）

〇
実
技
試
験

〇
対
応
す
る
保
育
士
養
成
施
設
の
教
科
目

保
育
実
習
実
技

←
保
育
の
表
現
技
術
（
演
④
）

（
講
）
は
講
義
形
式
、
（
演
）
は
演
習
形
式
を
表
す
。
丸
数
字
は
、
各
教
科
目
の
単
位
数
を
表
す
。
（
例
　
②
・
・
・
２
単
位
）
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【
別
添
２
】
介
護
福
祉
士
養
成
施
設
を
卒
業
し
た
者
が
、
指
定
保
育
士
養
成
施
設
の
養
成
課
程

で
学
ぶ
場
合
の
履
修
科
目
免
除
に
つ
い
て

※
は
、
各
指
定
保
育
士
養
成
施
設
に
お
い
て
履
修
の
免
除
の
可
否
を
判
断
す
る
科
目
。

系
列

教
科
目

履
修
単
位
数

免
除
の
可
否

履
修
単
位
数

外
国
語
（
演
習
）

※

体
育
（
講
義
）

1
※

体
育
（
実
技
）

1
※

そ
の
他

※

教
養
科
目
　
計

８
以
上

保
育
原
理
（
講
義
）

2
2

教
育
原
理
（
講
義
）

2
2

児
童
家
庭
福
祉
（
講
義
）

2
○

社
会
福
祉
（
講
義
）

2
○

相
談
援
助
（
演
習
）

1
○

社
会
的
養
護
（
講
義
）

2
○

保
育
者
論
（
講
義
）

2
2

計
１
３

計
６

保
育
の
心
理
学
Ⅰ
（
講
義
）

2
2

保
育
の
心
理
学
Ⅱ
（
演
習
）

1
1

子
ど
も
の
保
健
Ⅰ
（
講
義
）

4
4

子
ど
も
の
保
健
Ⅱ
（
演
習
）

1
1

子
ど
も
の
食
と
栄
養
（
演
習
）

2
2

家
庭
支
援
論
（
講
義
）

2
○

計
１
２

計
１
０

保
育
課
程
論
（
講
義
）

2
2

保
育
内
容
総
論
（
演
習
）

1
1

保
育
内
容
演
習
（
演
習
）

5
5

乳
児
保
育
（
演
習
）

2
2

障
害
児
保
育
（
演
習
）

2
2

社
会
的
養
護
内
容
（
演
習
）

1
○

保
育
相
談
支
援
（
演
習
）

1
1

計
１
４

計
１
３

④
保
育
の
表
現
技
術

保
育
の
表
現
技
術
（
演
習
）

4
4

⑤
保
育
実
習

保
育
実
習
Ⅰ
（
実
習
）

4
4

保
育
実
習
指
導
Ⅰ
（
演
習
）

2
2

⑥
総
合
演
習

保
育
実
践
演
習
（
演
習
）

2
2

必
修
科
目
　
計

計
５
１

計
４
１

６
以
上

※

2
○
（
Ⅲ
を
選
択
時
）

1
○
（
Ⅲ
を
選
択
時
）

選
択
必
修
科
目
　
計

９
以
上

６
８
以
上

４
１
以
上

介
護
福
祉
士
養
成
施
設
卒
業
者

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
総
　
　
　
合
　
　
　
計

指
定
保
育
士
養
成
施
設
に
お
け
る
履
修
科
目
・
単
位
数

教 養 科 目 必 修 科 目

①
保
育
の
本
質
・
目
的
に
関
す
る
科
目

②
保
育
の
対
象
の
理
解
に
関
す
る
科
目

③
保
育
の
内
容
・
方
法
に
関
す
る
科
目

選 択 必 修

科 目

保
育
に
関
す
る
科
目
（
上
記
①
～
⑤
の
系
列
よ
り
科
目
設
定
）

保
育
実
習
Ⅱ
又
は
Ⅲ
（
実
習
）

保
育
実
習
指
導
Ⅱ
又
は
Ⅲ
（
演
習
）

○
介
護
福
祉
士
養
成
施
設
の
卒
業
者
が
指
定
保
育
士
養
成
施
設
で
学
ぶ
場
合
に
、
「
福
祉
職
の
基
盤
に
関
す
る
科
目
に
該
当
す
る
科
目
」
（
下
表
「免
除

の
可
否
」
欄

○
印
の
科
目
）
の
履
修
の
免
除
を
行
う
。

※
保
育
士
養
成
施
設
卒
業
者
に
対
す
る
介
護
福
祉
養
成
施
設
で
の
一
部
科
目
免
除
に
つ
い
て
は
、
既
に
制
度
化
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
相
互
に
免
除
で
き
る
よ
う
に
す
る
も
の
。
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保
育
所
保
育
指
針
に
つ
い
て

○
第
1章
～
第
5章
で
構
成
。
保
育
所
に
お
け
る
保
育
の
内
容
及
び
こ
れ
に
関
連
す
る
運
営
に
関
す
る
事
項
を
定
め
る
。

○
厚
生
労
働
大
臣
告
示
（
平
成
29
年
3月

31
日
告
示
、
平
成
30
年
4月

1日
適
用
）

第
１
章

総
則

第
２
章

保
育
の
内
容

第
４
章

子
育
て
支
援

第
３
章

健
康
及
び
安
全

第
５
章

職
員
の
資
質
向
上

１
．
保
育
所
保
育
に
関
す
る
基
本
原
則

２
．
養
護
に
関
す
る
基
本
的
事
項

３
．
保
育
の
計
画
及
び
評
価

４
．
幼
児
教
育
を
行
う
施
設
と
し
て
共
有
す
べ
き
事
項

１
．
乳
児
保
育
に
関
わ
る
ね
ら
い
及
び
内
容

※
「
健
や
か
に
伸
び
伸
び
と
育
つ
」
「
身
近
な
人
と
気
持
ち
が
通
じ
合
う
」

「
身
近
な
も
の
と
関
わ
り
感
性
が
育
つ
」
と
い
う
視
点
か
ら
記
載

２
．
１
歳
以
上
３
歳
未
満
児
の
保
育
に
関
わ
る
ね
ら
い
及
び
内
容

※
「
健
康
、
人
間
関
係
、
環
境
、
言
葉
、
表
現
」
の
５
領
域
の
視
点
か
ら
記
載

３
．
３
歳
以
上
児
の
保
育
に
関
わ
る
ね
ら
い
及
び
内
容

※
「
健
康
、
人
間
関
係
、
環
境
、
言
葉
、
表
現
」
の
５
領
域
の
視
点
か
ら
記
載

４
．
保
育
の
実
施
に
関
し
て
留
意
す
べ
き
事
項

１
．
子
ど
も
の
健
康
支
援

２
．
食
育
の
推
進

３
．
環
境
及
び
衛
生
管
理
並
び
に
安
全
管
理

４
．
災
害
へ
の
備
え

１
．
保
育
所
に
お
け
る
子
育
て
支
援
に
関
す
る
基
本
的
事
項

２
．
保
育
所
を
利
用
し
て
い
る
保
護
者
に
対
す
る
子
育
て
支
援

３
．
地
域
の
保
護
者
等
に
対
す
る
子
育
て
支
援

１
．
職
員
の
資
質
向
上
に
関
す
る
基
本
的
事
項

２
．
施
設
長
の
責
務

３
．
職
員
の
研
修
等

４
．
研
修
の
実
施
体
制
等

○
保
育
所
保
育
が
幼
児
教
育
の
重
要
な
一
翼
を
担
っ
て
い
る
こ
と

等
も
踏
ま
え
、
「
４
．
幼
児
教
育
を
行
う
施
設
と
し
て
共
有
す
べ
き
事

項
」
を
定
め
る
な
ど
、
保
育
所
保
育
の
基
本
と
な
る
考
え
方
に
つ
い

て
記
載
。

○
乳
児
、
３
歳
未
満
児
、
３
歳
以
上
児
の
保
育
に
つ
い
て
、
そ
れ
ぞ

れ
、
ね
ら
い
及
び
内
容
を
記
載
。

○
特
に
、
３
歳
以
上
児
の
保
育
に
つ
い
て
、
幼
稚
園
、
認
定
こ
ど
も

園
と
の
整
合
性
を
確
保
。

○
子
ど
も
の
育
ち
を
め
ぐ
る
環
境
の
変
化
を
踏
ま
え
、
食
育
の
推
進
、

安
全
な
保
育
環
境
の
確
保
等
に
つ
い
て
記
載
。

○
保
護
者
と
連
携
し
て
「
子
ど
も
の
育
ち
」
を
支
え
る
こ
と
を
基
本
と
し

て
、
保
育
所
が
行
う
子
育
て
支
援
の
役
割
等
に
つ
い
て
記
載
。

○
職
員
の
資
質
・
専
門
性
の
向
上
に
つ
い
て
、
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
を
見

据
え
た
研
修
機
会
の
充
実
な
ど
も
含
め
記
載
。
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○
新
た
な
取
組
（保

育
園
等
の
事
故
防
止
の
取
組
強
化
）

○
子
ど
も
・子

育
て
支
援
新
制
度
で
は
、
特
定
教
育
・保

育
施
設
及
び
特
定
地
域
型
保
育
事
業
者
は
、
事
故
の
発
生
又
は
再
発
を
防
止
す
る
た
め
の
措
置
及
び
事
故
が
発
生
し
た
場
合
に
お
け
る
市
町
村
、
家
族

等
に
対
す
る
連
絡
等
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
（
特
定
教
育
・保

育
施
設
及
び
特
定
地
域
型
保
育
事
業
の
運
営
に
関
す
る
基
準
第
3
2
条
、
第
5
0
条
）

○
平
成
2
6
年
６
月
3
0
日
開
催
の
第
1
6
回
子
ど
も
・
子
育
て
会
議
に
お
い
て
、
特
定
教
育
・
保
育
施
設
等
の
重
大
事
故
の
発
生
・
再
発
防
止
に
つ
い
て
行
政
の
取
組
の
あ
り
方
等
を
検
討
す
べ
き
と
さ
れ
た
。

○
教
育
・保

育
施
設
等
に
お
け
る
重
大
事
故
の
再
発
防
止
策
に
関
す
る
検
討
会
（平

成
2
6
年
９
月
８
日
）を
設
置
し
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
議
論

①
重
大
事
故
の
情
報
の
集
約
の
あ
り
方

②
集
約
し
た
情
報
の
分
析
、
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
、
公
表
の
あ
り
方

③
事
故
の
発
生
・再

発
防
止
の
た
め
の
支
援
、
指
導
監
督
の
あ
り
方

○
重
大
事
故
の
集
約
範
囲
・方

法
・
公
表
の
あ
り
方
に
つ
い
て
取
り
ま
と
め

報
告
様
式
を
定
め
、
報
告
期
限
の
目
安
（
第
１
報
は
事
故
発
生
当
日
等
）を
設
定
す
る
等
、
事
故
報
告
制
度
を
全
般
的
に
見
直
し
。

※
平
成
2
7
年
２
月
1
6
日
に
３
府
省
で
通
知

・
公
表
の
あ
り
方
：
国
に
お
い
て
事
故
報
告
を
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
化
し
、
内
閣
府
H
P
で
公
表
（個

人
情
報
を
除
く
）
※
平
成
2
7
年
６
月
よ
り
四
半
期
ご
と
に
内
閣
府
H
P
で
公
表

○
重
大
事
故
の
発
生
防
止
の
た
め
の
今
後
の
取
組
み
に
つ
い
て
取
り
ま
と
め

・
事
故
の
発
生
防
止
（予

防
）
の
た
め
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
、
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
作
成
（
検
討
会
で
は
骨
子
を
作
成
）

・
事
故
の
発
生
・
再
発
防
止
の
た
め
の
指
導
監
督
の
あ
り
方

・
事
故
の
再
発
防
止
の
た
め
の
事
後
的
な
検
証

地
方
自
治
体
…
死
亡
事
故
、
必
要
と
判
断
し
た
場
合
の
死
亡
事
故
以
外
の
重
大
事
故
の
検
証

国
…
有
識
者
会
議
を
設
置
（H
2
8
.4
.2
1
）し
、
検
証
報
告
等
を
踏
ま
え
、
再
発
防
止
策
を
検
討

２
．
検
討
会
の
議
論

１
．
背

景

保
育
園
等
の
事
故
防
止
の
取
組
強
化
事
業

３
．
中
間
取
り
ま
と
め
（
平
成
26
年
11
月
28
日
）

４
．
最
終
取
り
ま
と
め
(平
成
27
年
12
月
21
日
）

地
方
自
治
体
宛
て
に
以
下
を
通
知
し
、
施
設
・
事
業
者
に
周
知

➀
教
育
・
保
育
施
設
等
に
お
け
る
重
大
事
故
の
再
発
防
止
の
た
め

の
事
後
的
な
検
証
に
つ
い
て

➁
教
育
・
保
育
施
設
等
に
お
け
る
事
故
防
止
及
び
事
故
発
生

時
の
対
応
の
た
め
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

◎
保
育
園
や
認
可
外
保
育
施
設
等
で
の
死
亡
事
故
を
防
止
す
る
た
め
、
死
亡
事
故
等
の
重
大
事
故
の
防
止
を
内
容
と
し
た
研
修
の

実
施
や
睡
眠
中
、
食
事
中
、
水
遊
び
中
等
の
重
大
事
故
が
発
生
し
や
す
い
場
面
で
の
巡
回
支
援
指
導
を
行
う
。

○
死
亡
事
故
等
の
重
大
事
故
の
防
止
を
内
容
と
し
た
研
修
事
業
の
実
施

○
死
亡
事
故
等
の
重
大
事
故
の
発
生
防
止
の
た
め
の
巡
回
支
援
指
導
員
の
自
治
体
へ
の
配
置

認
可
外

保
育
施
設

事
故
防
止

の
取
組

認
可
保
育
園
等

死
亡
率
ゼ
ロ
を
目
指
す

＜
所
要
額
＞

【
研
修
事
業
】
補
助
率
：
国
１
／
２
都
道
府
県
又
は
市
町
村
１
／
２

補
助
額
：
１
人
当
た
り
６
千
円

【
巡
回
支
援
指
導
事
業
】
補
助
率
：
国
１
／
２
都
道
府
県
又
は
市
町
村
１
／
２

補
助
額
：
巡
回
支
援
指
導
員
１
人
当
た
り
４
，
０
６
４
千
円（
平
成
2
9
年
度
予
算
：
保
育
対
策
総
合
支
援
事
業
費
補
助
金
3
9
4
.8
億
円
の
内
数
、
平
成
3
0
年
度
予
算
案
：
3
8
1
.4
億
円
の
内
数
） 資料35

-100-

名称未設定-3   100 2018/03/14   20:20:37



事 務 連 絡� � � � � � � �

平成 �� 年９月 �� 日�

�

各都道府県子ども・子育て支援新制度担当部局�

各都道府県私立学校主管部（局）�

各都道府県民生主管部（局）�

各都道府県教育委員会�

指定都市・中核市子ども・子育て支援新制度担当部局�

各指定都市・中核市民生主管部（局）� 御中�

�

�

� � � 内 閣 府 子 ど も ・ 子 育 て 本 部 参 事 官 付 
文部科学省初等中等教育局幼児教育課 
厚 生 労 働 省 子 ど も 家 庭 局 保 育 課 

        
 

教育・保育施設等における重大事故の再発防止のための事後的な検証の徹底

について�

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業において、死亡事故等の重大事故

が発生した場合には、「教育・保育施設等における重大事故の再発防止のための

事後的な検証について」（平成 28 年３月 31 日内閣府子ども・子育て本部参事官、

文部科学省初等中等教育局幼児教育課長、厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務

課長、同職業課程両立課長、家庭福祉課長、保育課長連名通知）に基づき、

死亡事故等の重大事故の検証を実施していただいているところですが、一部の

自治体においては検証が進んでいない状況が見受けられます。

� また、「教育・保育施設等における重大事故防止策を考える有識者会議」に

おいても、検証の周知徹底について指摘があったところです。

つきましては、特定教育・保育施設等における重大事故の再発防止のため、

重大事故の発生した自治体におかれましては、

・死亡事故については、すべて検証すること。

・明らかな病死であっても、発生前、発生時、発生後の一連のプロセスにおけ

る子どもや周囲の状況、時系列の対応などを検証し、検証の結果を重大事故

の再発防止に役立てていくことが極めて重要であること。

・まだ検証委員会を開いていない自治体においては、早急に検証委員会を開催

し、検証を進めること。

について、本通知等を参照しながら検証を実施するよう徹底を図っていただくと

ともに、管内市町村（特別区を含む。）に周知していただきますようお願いいた

します。
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認
可
外
保
育
施
設
等
の
事
故
報
告
の
省
令
で
の
義
務
付
け
に
つ
い
て

○
保
育
園
等
の
認
可
の
保
育
事
業
に
つ
い
て
は
、
「
特
定
教
育
・
保
育
施
設
及
び
特
定
地
域
型
保
育

事
業
の
運
営
に
関
す
る
基
準
（
平
成

26
年
内
閣
府
令
第

39
号
）
」
で
事
故
の
報
告
を
義
務
付
け
て
い
る
。

○
認
可
外
保
育
施
設
に
つ
い
て
は
、
「
認
可
外
保
育
施
設
に
対
す
る
指
導
監
督
の
実
施
に
つ
い
て
（
平

成
13
年
３
月

29
日
雇
児
発
第

17
7 
号
通
知
）
」
に
お
い
て
事
故
の
報
告
を
求
め
て
い
る
。

・
認
可
外
保
育
施
設
に
お
け
る
死
亡
事
故
は
認
可
保
育
園
に
比
し
て
多
い
。

・
平
成

29
年
６
月
に
公
表
さ
れ
た
「
子
育
て
安
心
プ
ラ
ン
」
に
お
い
て
、
保
育
の
質
の
確
保
の
た
め
に

認
可
外
保
育
施
設
に
お
け
る
事
故
報
告
の
義
務
化
を
図
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

１
．
現
状

○
児
童
福
祉
法
施
行
規
則
（
昭
和

23
年
厚
生
省
令
第

11
号
）
の
一
部
を
改
正
し
、
認
可
外
保
育
施
設

の
事
故
の
報
告
を
省
令
で
義
務
付
け
る
。

（
※
）
併
せ
て
、
地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
の
う
ち
、
現
在
事
故
の
報
告
を
通
知
で
求
め
て
い
る
一
時
預
か
り
事
業
、

病
児
保
育
事
業
、
子
育
て
短
期
支
援
事
業
、
子
育
て
援
助
活
動
支
援
事
業
（
フ
ァ
ミ
リ
ー
・
サ
ポ
ー
ト
・
セ
ン
タ
ー
事
業
）
に

つ
い
て
も
、
省
令
で
義
務
付
け
る
よ
う
上
記
規
則
を
改
正
す
る
。

２
．
対
応

平
成

29
年
９
月
１
日
～

30
日
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト

平
成

29
年

11
月

10
日

公
布
・
施
行

３
．
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
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事
業
類
型

現
行
制
度

今
回
の
対
応

・
認
可
保
育
園

・
認
定
こ
ど
も
園

・
幼
稚
園

・
地
域
型
保
育
事
業

省
令
で
事
故
報
告
を
義
務
付
け

（
特
定
教
育
・
保
育
施
設
及
び
特
定
地
域
型

保
育
事
業
の
運
営
に
関
す
る
基
準
）

地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業

の
う
ち
子
ど
も
を
預
か
る
事
業

・
一
時
預
か
り
事
業

・
子
育
て
短
期
支
援
事
業

・
子
育
て
援
助
活
動
支
援
事
業

（
フ
ァ
ミ
リ
ー
・
サ
ポ
ー
ト
・
セ
ン
タ
ー
事
業
）

・
病
児
保
育
事
業

・
延
長
保
育
事
業

・
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ

通
知
で
事
故
報
告
を
求
め
る

省
令
で
事
故
報
告
を
義
務
付
け

（
保
育
園
等
で
の
保
育
の
延
長
で
あ
る
た
め
、

保
育
園
等
の
規
定
を
そ
の
ま
ま
援
用
で
き
る
）

省
令
で
事
故
報
告
を
義
務
付
け

（
放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
の
設
備
及
び

運
営
に
関
す
る
基
準
）

省
令
で
の
義
務
付
け

認
可
外
保
育
施
設

※
仕
事
・
子
育
て
両
立
支
援
事
業

（
企
業
主
導
型
保
育
等
）
を
含
む

通
知
で
事
故
報
告
を
求
め
る

省
令
で
の
義
務
付
け

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
新
制
度
に
お
け
る
子
ど
も
を
預
か
る
事
業
の
事
故
報
告
に
つ
い
て
、

全
て
省
令
で
義
務
付
け
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※
幼
保
連
携
型
に
つ
い
て
は
、
認
可
・
指
導
監
督
の
一
本
化
、

学
校
及
び
児
童
福
祉
施
設
と
し
て
の
法
的
位
置
づ
け
を

与
え
る
等
、
制
度
改
善
を
実
施

保
育
所

０
～
５
歳

認
定
こ
ど
も
園
０
～
５
歳

幼
稚
園
型

保
育
所
型

地
方
裁
量
型

小
規
模
保
育
、
家
庭
的
保
育
、
居
宅
訪
問
型
保
育
、
事
業
所
内
保
育

認
定
こ
ど
も
園
・
幼
稚
園
・
保
育
所
・
小
規
模
保
育
な
ど

共
通
の
財
政
支
援

施
設
型
給
付

地
域
型
保
育
給
付

幼
稚
園

３
～
５
歳

・
利
用
者
支
援
事
業

・
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
事
業

・
一
時
預
か
り
事
業

・
乳
児
家
庭
全
戸
訪
問
事
業

・
養
育
支
援
訪
問
事
業
等

・
子
育
て
短
期
支
援
事
業

・
子
育
て
援
助
活
動
支
援
事
業

（
フ
ァ
ミ
リ
ー
・
サ
ポ
ー
ト
・
セ
ン

タ
ー
事
業
）

・
延
長
保
育
事
業

・
病
児
保
育
事
業

・
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ

・
妊
婦
健
診

・
実
費
徴
収
に
係
る
補
足
給
付

を
行
う
事
業

・
多
様
な
事
業
者
の
参
入
促

進
・
能
力
活
用
事
業

地
域
の
実
情
に
応
じ
た

子
育
て
支
援

地
域
子
ど
も
・子
育
て
支
援
事
業

仕
事
と
子
育
て
の

両
立
支
援

・
企
業
主
導
型
保
育
事
業

⇒
事
業
所
内
保
育
を
主
軸
と
し
た
企

業
主
導
型
の
多
様
な
就
労
形
態
に

対
応
し
た
保
育
の
拡
大
を
支
援
（
整

備
費
、
運
営
費
の
助
成
）

・
ベ
ビ
ー
シ
ッ
タ
ー
等
利
用
者

支
援
事
業

⇒
残
業
や
夜
勤
等
の
多
様
な
働
き

方
を
し
て
い
る
労
働
者
等
が
、
低
廉

な
価
格
で
ベ
ビ
ー
シ
ッ
タ
ー
派
遣

サ
ー
ビ
ス
を
利
用
で
き
る
よ
う
支
援

仕
事
・子
育
て
両
立
支
援
事
業

市
町
村
主
体

国
主
体

幼
保
連
携
型

※
私
立
保
育
所
に
つ
い
て
は
、
児
童
福
祉
法
第
24
条
に
よ
り
市
町
村
が

保
育
の
実
施
義
務
を
担
う
こ
と
に
基
づ
く措
置
と
し
て
、
委
託
費
を
支
弁

（
参
考
）
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
新
制
度
の
概
要
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「代
替
保
育
」の
提
供
先
の
緩
和
に
つ
い
て

【受
け
皿
の
確
保
】

卒
園
後
の
３
～
５
歳
児
の
受
け
皿
の
確
保

【保
育
内
容
に
関
す
る
支
援
】

集
団
的
保
育
を
体
験
させ

る
機
会
の
提
供
や
食
事
の
提
供
に
関
す
る
支

援
、合

同
で
の
健
康
診
断
の
実
施
や
園
庭
の
開
放
、家

庭
的
保
育
事

業
等
へ
の
助
言

【代
替
保
育
の
提
供
】

職
員
が
病
気
な
どに
よ
り保

育
を
提
供
す
る
こと
が
で
き
な
い
場
合
の
代
替

保
育
の
提
供

＜
家
庭
的
保
育
事
業
等
が
確
保
す
べ
き
連
携
＞

＜
連
携
施
設
＞

保
育
所
、認

定
こど
も
園
、幼

稚
園

保
育
所
、認

定
こど
も
園
、幼

稚
園

保
育
所
、認

定
こど
も
園
、幼

稚
園

小
規
模
保
育
事
業
（
Ａ
型
、Ｂ

型
）
、事

業
所
内
保
育
事
業

※
家
庭
的
保
育
事
業
を
行
う場

所
に
お
い
て
代
替
保
育
を
提
供
す
る
場
合
は
そ

の
他
市
区
町
村
が
適
切
と認

め
る
事
業
所
。

２
．
提
案
に
つ
い
て
の
対
応

○
家
庭
的
保
育
事
業
等
を
行
う場

所
以
外
の
場
所
に
お
い
て
代
替
保
育
を
提
供
す
る
場
合
に
あ
って
は
、認

可
事
業
とし
て
一
定
の
質
が
確
保
され

、
規
模
に
よ
って
は
代
替
保
育
の
提
供
も
可
能
と考

え
られ

る
小
規
模
保
育
事
業
（
Ａ
型
、Ｂ

型
）
、事

業
所
内
保
育
事
業
か
ら確

保
す
る
こと
を可

能
とす

る
。

○
ま
た
、家

庭
的
保
育
事
業
等
を
行
う場

所
に
お
い
て
代
替
保
育
を
提
供
す
る
場
合
に
つ
い
て
は
、事

業
の
規
模
等
を勘

案
して

代
替
保
育
が
提
供
で

き
る
も
の
とし
て
市
区
町
村
が
適
切
と認

め
る
事
業
所
か
ら確

保
す
る
こと
を可

能
とす

る
。

１
．
現
行
制
度
に
つ
い
て

○
家
庭
的
保
育
事
業
等
は
、①

３
～
５
歳
児
の
受
け
皿
の
確
保
、②

集
団
保
育
の
提
供
な
どの
保
育
内
容
の
支
援
、③

職
員
が
病
気
の
場
合
等
の

代
替
保
育
の
提
供
、の

連
携
を
連
携
施
設
（
保
育
所
、認

定
こど
も
園
又
は
幼
稚
園
）
か
ら確

保
しな

け
れ
ば
な
らな

い
（
平
成
31
年
度
末
ま
で
の
経
過
措
置
あ
り）
。

⇒
「代

替
保
育
」の
連
携
の
確
保
は
施
設
側
の
抵
抗
感
も
あ
り難

しい
。家

庭
的
保
育
事
業
等
が
確
保
す
べ
き連

携
の
うち
、代

替
保
育
の
提
供
を任

意
項
目
とす

る
。（

埼
玉
県
越
谷
市
）

※
①
保
育
所
、認

定
こど
も
園
、幼

稚
園
に
よ
る
連
携
が
著
しく
困
難
で
あ
る
こと
、②

代
替
保
育
の
実
施
に
よ
って
本
来
の
事
業
の
実
施
に
支
障
が
生
じな

い
こ

と、
③
代
替
保
育
を
実
施
した

場
合
の
役
割
分
担
及
び
責
任
の
所
在
が
明
確
で
あ
る
こと
を
要
件
とす

る
。
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⇒
家
庭
的
保
育
事
業
等
の
食
事
の
提
供
の
特
例
に
つ
い
て
、現

に
幼
稚
園
等
へ
搬
入
を
実
施
して

園
児
の
食
の
安
全
性
等
が
一
定
程
度
担
保
され

て
い
る
と認

め
られ

る
民
間
事
業
者
も
対
象
に
す
べ
き。
（
特
別
区
長
会
）

２
．
提
案
に
つ
い
て
の
対
応

○
約
８
～
９
割
の
家
庭
的
保
育
事
業
者
は
事
業
者
の
自
宅
で
保
育
を
提
供
して

お
り、
依
然
とし
て
、お
弁
当
持
参
が
多
い
現
状
に
あ
る
。

←
調
理
設
備
の
確
保
や
衛
生
的
な
維
持
が
困
難
等
の
理
由
で
自
園
調
理
へ
の
移
行
が
進
ん
で
い
な
い

←
個
人
事
業
主
が
約
８
割
を
占
め
、同

一
・系
列
法
人
が
な
い
た
め
外
部
搬
入
が
難
しい

○
以
上
を
踏
ま
え
、自

宅
で
保
育
を提

供
して

い
る
家
庭
的
保
育
事
業
者
に
つ
い
て
、以

下
の
通
り現

行
基
準
を見

直
す
。

※
５
つ
の
要
件
の
遵
守
が
前
提
：
①
責
任
の
明
確
化
・契

約
内
容
の
確
保

②
栄
養
士
に
よ
る
必
要
な
配
慮
の
実
施

③
適
切
な
外
部
搬
入
事
業
者
の
確
保

④
発
達
段
階
・ア
レ
ル
ギ
ー
等
へ
の
十
分
な
配
慮

⑤
食
育
計
画
に
基
づ
く食
事
の
提
供

○
あ
わ
せ
て
、自

園
調
理
へ
の
移
行
促
進
の
た
め
、家

庭
的
保
育
事
業
者
間
で
自
園
調
理
に
関
す
る
情
報
・ノ
ウハ

ウの
共
有
や
環
境
整
備
が
可
能
に

な
る
よ
うな
コン
ソー

シ
アム

の
設
置
、家

庭
的
保
育
事
業
者
が
自
園
調
理
を
行
う際

の
ガ
イド
ライ
ンの

整
備
等
を推

進
す
る
。

家
庭
的
保
育
事
業
に
お
け
る
食
事
の
提
供
体
制
の
検
討
に
つ
い
て

１
．
現
行
制
度
に
つ
い
て

○
０
～
２
歳
児
の
保
育
に
つ
い
て
は
、個

々
の
子
ども
の
発
達
に
応
じた

離
乳
食
の
提
供
、ア
レ
ル
ゲ
ン除

去
食
の
提
供
、体

調
不
良
時
の
お
か
ゆ
食
へ
の

変
更
等
臨
機
応
変
な
対
応
等
の
必
要
か
ら、
認
可
保
育
園
で
は
、自

園
調
理
が
原
則
。

○
家
庭
的
保
育
事
業
に
つ
い
て
も
自
園
調
理
が
原
則
で
あ
る
が
、新

制
度
創
設
時
に
市
町
村
に
よる

認
可
事
業
（
地
域
型
保
育
事
業
）
とし
て
位
置
づ

け
られ

た
際
、自

園
調
理
を行

って
い
る
事
業
者
が
半
数
程
度
しか

な
か
った
こと
か
ら、
現
在

①
既
存
事
業
者
は
、５

年
間
（
～
平
成
31
年
度
末
）
自
園
調
理
の
原
則
の
適
用
を
猶
予
。

②
責
任
の
明
確
化
等
を
条
件
に
、連

携
施
設
で
あ
る
保
育
園
や
系
列
事
業
所
等
か
らの

外
部
搬
入
を容

認
。

見
直
し前

見
直
し後

経
過
措
置
は
５
年

経
過
措
置
10
年
（
５
年
間
延
長
し、
平
成
36
年
度
末
ま
で
）

外
部
搬
入
に
つ
い
て
、

①
保
育
園
・幼
稚
園
・認
定
こど
も
園

②
同
一
・系
列
法
人
の
運
営
事
業
所
か
ら可

能
（
※
）

①
・②
に
加
え
、

③
保
育
園
な
どに
食
事
の
搬
入
を行

って
お
り、
０
～
２
歳
児
に

ア
レ
ル
ギ
ー
対
応
等
の
配
慮
を行

うこ
とが
で
きる

と市
町
村
が
認

め
る
事
業
者

か
ら可

能
（
※
）
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２
．
提
案
内
容
・背
景

○
待
機
児
童
の
問
題
は
ま
だ
収
束
して

い
な
い
。

○
「平

均
地
価
が
３
大
都
市
圏
の
平
均
以
上
」の
要
件
（
地
価
要
件
）
は
、地

価
が
高
い
東
京
圏
の
影
響
に
より
対
象
とな

る
市
町
村
が
限
定
的
とな

る
。

３
．
提
案
に
つ
い
て
の
対
応

○
「待

機
児
童
解
消
加
速
化
プ
ラン

」で
は
、平

成
29
年
度
末
ま
で
の
待
機
児
童
解
消
を
目
指
して

い
た
が
、「
子
育
て
安
心
プラ

ン」
で
は
平
成
32
年

度
末
ま
で
の
解
消
とし
た
こと
等
を踏

まえ
、居

室
面
積
の
特
例
期
限
を
３
年
間
延
長
し、
「平
成
35
年
３
月
31
日
ま
で
」と
す
る
。

○
東
京
圏
以
外
も
、待

機
児
童
解
消
の
た
め
に
保
育
の
受
け
皿
を
整
備
す
る
た
め
の
、土

地
の
確
保
が
難
しい

場
合
に
は
、一

定
の
条
件
の
下
で
面
積

基
準
を
緩
和
す
る
こと
を可

能
とす

る
。

保
育
所
等
に
お
け
る
面
積
基
準
の
緩
和
に
つ
い
て

１
．
現
行
制
度
に
つ
い
て

○
地
方
分
権
一
括
法
で
は
、待

機
児
童
が
多
い
現
状
を
踏
ま
え
、合

理
的
な
範
囲
内
で
居
室
面
積
基
準
を引

き下
げ
られ

る
特
例
が
設
け
られ

て
い
る
。

要
件

①
前
々
年
の
４
月
１
日
時
点
の
待
機
児
童
数
が
10
0人

以
上

②
前
々
年
の
１
月
１
日
時
点
で
平
均
地
価
が
３
大
都
市
圏
（
※
）
の
平
均
を
超
え
て
い
る

※
居
室
の
面
積
基
準

乳
児
室
1.
65
㎡
、ほ

ふ
く室

3.
3㎡

、２
歳
児
以
上
の
保
育
室
1.
98
㎡

※
３
大
都
市
圏
：
東
京
圏
、大

阪
圏
、名

古
屋
圏

時
期

平
成
32
年
3月

31
日
ま
で
の
間
（
時
限
措
置
）

⇒
①
特
例
措
置
の
期
間
の
延
長
、②

地
価
に
係
る
要
件
の
緩
和
、を
行
うべ

き
（
大
阪
府
）

緩
和
案

３
大
都
市
圏
の
うち
、最

も
地
価
が
低
い
都
市
圏
を
超
え
て
い
る

※
現
行
の
「三

大
都
市
圏
の
平
均
以
上
」で
は
全
国
1,
71
8市

区
町
村
の
うち
約
８
％
、緩

和
案
に
見
直
した

場
合
に
は
約
17
％
が
該
当
。

要
件

①
市
区
町
村
が
、受

け
皿
整
備
の
た
め
の
土
地
確
保
施
策
（
※
）
を
行
って
も
な
お
、当

該
市
区
町
村
に
お
け
る
土
地
確
保
が
困
難
な
場
合
。

※
土
地
の
有
効
活
用
（
公
有
地
・空

き
家
・都

市
公
園
・学

校
等
の
空
き
教
室
、民

有
地
マ
ッチ
ング

等
を
活
用
した

保
育
所
の
整
備
状
況
）
、賃

貸
借
方
式
に

よ
る
保
育
の
受
け
皿
整
備
、多

様
な
保
育
の
実
施
（
小
規
模
保
育
事
業
、家

庭
的
保
育
事
業

等
）
、送

迎
バ
ス
に
よ
り広

域
的
に
保
育
所
等
を
利
用
す
る
事

業
の
実
施
、大

規
模
マ
ンシ

ョン
で
の
保
育
の
受
け
皿
整
備

等
を
想
定
。

②
当
該
市
区
町
村
に
よ
り上

記
の
施
策
を
行
って
も
な
お
、土

地
確
保
が
困
難
で
あ
る
こと
が
説
明
され

、公
表
され

て
い
る
こと
。
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�

事 務 連 絡� � �

平成 �� 年１月 �� 日�

�

�

� � � 都道府県�

各� 指定都市� 保育担当課� 御中�

� � 中 核 市�

�

�

厚生労働省子ども家庭局保育課� �

�

�

�

「平成 �� 年の地方からの提案等に関する対応方針」�

を踏まえた具体的な留意事項等について�

�

� 保育施策の推進については、日頃より格別の御尽力を賜り厚く御礼申し上げます。�

� この度、「平成 �� 年の地方からの提案等に関する対応方針」（平成 �� 年 �� 月 �� 日閣議決

定。別紙参照）が取りまとめられたことを踏まえ、配置基準等を満たさなくなった保育所等

に対する指導監督の流れ等について具体的な留意事項等を下記のとおりお示ししますので、

内容を十分御了知の上、貴管内の市区町村への周知を行うとともに、本内容の趣旨を踏まえ

て対応いただきますようお願いします。�

 

記�

�

保育所等に対する指導監査については、法令上年１回の実施が義務づけられているとこ

ろであり、従来、「児童福祉行政指導監査の実施について」（平成 �� 年４月 �� 日付け児発第

��� 号厚生省児童家庭局長通知。以下「指導監査通知」という。）及び「児童福祉法に基づ

く家庭的保育事業等の指導監査について」（平成 �� 年 �� 月 �� 日付け雇児発 ���� 第２号厚

生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）に基づき実施されているところである。�

これについて、指導監査の実施率が芳しくない自治体が見受けられることや、待機児童

解消に向けた受け皿拡充と質の確保・向上が「車の両輪」であることを踏まえ、以下の点に

留意の上、改めて適切な指導監査の実施に努めること。�

資料41

-108-

名称未設定-3   108 2018/03/14   20:20:41



2 
 

（１）指導監査通知の５の（１）のウにおいて、「実地監査の実施に当たっては、必要に応

じて、例えば、経理指導監査について現地において集合監査を行い、又は実地監査の際

必要な項目についてあらかじめ自主点検表を提出させる等、指導監査の能率的な実施方

法を併用して差し支えないこと。また、指導監査の方法については、監査対象施設の規

模及び前回の指導監査の結果等を考慮した弾力的な指導監査を行うこと」としているが、

厚生労働省では、平成 ���年度予算において、睡眠中、食事中、水遊び中などの重大事

故が発生しやすい場面での指導を行う巡回支援指導員の配置に係る事業を計上しており、

保育園等における保育の質の確保及び保育事故の防止のため、この巡回支援指導員と指

導監督部門との十分な連携を図ることも、ここでいう「指導監査の能率的な実施方法」

や「弾力的な指導監査」に該当することから、本事業の活用等により、適切な指導監査

の実施につなげること。�

�

（２）指導監査通知の８の（１）において、問題を有する保育所等を対象に必要に応じて特

定の事項について実施することとされている特別指導監査について、「保育所において

死亡事故等の重大事故が発生した場合又は児童の生命・心身・財産に重大な被害が生じ

るおそれが認められる場合等は、必要に応じて事前に通知せずに特別指導監査を実施す

ることが適切である」旨示しているが、こうした事前通知なしの指導監査を行うことが

適切である場合として、例えば、具体的には以下のような事例が考えられること。�

� � ・保育所において死亡事故が発生した旨の報告があったが、死亡に至った経過や状況が

不明確であり、正確に実態を把握するために事前通知なしの指導監査が必要な場合�

� � ・利用者等の通報・苦情・相談等により虐待のおそれが明らかになり、事実確認のため、

隠蔽等の危険を避けた形で職員への聞き取り等を行うことが必要な場合�

・不正な会計経理や書類の改ざん等が行われている疑いがあり、証拠となる帳簿や書類

について改変・破棄の猶予を与えることなく提出を求めることが必要な場合�

・児童に対する不適切な処遇が行われた疑いで改善勧告を行った保育所から改善計画書

の提出があり、当該計画書に従った改善が実際に行われているかどうかについて、実

地に赴いて確認する必要がある場合�

�

（３）指導監査通知の �� の（４）のウにおいて、児童福祉施設の設備及び運営に関する基

準（昭和 �� 年厚生省令第 �� 号）に基づき、都道府県等の条例により定められた基準（以

下「設備運営基準」という。）を下回っている場合等であって「指導監査において繰り

返し是正措置を採るよう指示したにもかかわらず、なお改善がなされていないものにつ

いては、必要に応じて法令等に基づく処分を行うこと」を示している（ここでいう「法

-109-

名称未設定-3   109 2018/03/14   20:20:41



3 
 

令等に基づく処分」は、児童福祉法（昭和 �� 年法律第 ��� 号）に基づく以下①～④の

処分である）。� ���

①（設備運営基準に達しないとき）改善勧告�

②（改善勧告に従わず、かつ児童福祉に有害と認められるとき）改善命令�

③（設備運営基準に達せず、かつ、児童福祉に著しく有害であると認められるときに、

都道府県児童福祉審議会の意見を聴いた上で）事業停止命令�

④（設備運営基準等に違反したとき）認可取消し�

したがって、保育所等に勤務する保育士について、産前・産後休業や育児休業を取る

者が相次いだ等の理由で、やむをえず一時的に設備運営基準を下回っているような場合

については、累次の指導監査や必要に応じた代替職員の派遣措置等を通じ、事態の改善

の余地があるか見極めること。なお、代替職員の派遣を行う際は、派遣先の保育所等と

の間で覚書を取り交わす等の方法で、代替職員の施設における役割や責任の所在を明確

化しておくことが望ましい。�

また、実際に上記①～④の処分を行う場合、以下の点に留意すること。�

� � ・虐待等のおそれがあるなど至急の対応が必要な場合を除き、改善勧告から改善命令、

改善命令から事業停止命令、事業停止命令から認可取消しと、徐々に重い処分を実施

していくことが想定されるが、その間、処分を行った保育所等に対するきめ細かい指

導監督・意見聴取等を通じて事態の詳細な把握に取り組むこと。�

� � ・当該保育所等に通所する子どもについて、健全な育成の場が奪われることがないよう、�

特に事業停止命令や認可取消しが想定されるような場合については、当該子どもの保

護者に対して、早い段階から、説明会の実施や、転園先となりうる保育所・事業停止

命令や認可取消しの予定日時等を提示するなど、手厚い支援を行うよう努めること。�

�

� � �

�

� �
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（別紙）�

�

平成 �� 年の地方からの提案等に関する対応方針（平成 �� 年 �� 月 �� 日閣議決定）（抄）�

�

４� 国から地方公共団体への事務・権限の移譲等�

【厚生労働省】�

（３）児童福祉法（昭 �� 法 ���）�

（ⅰ）保育所における保育士の配置基準（児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭

�� 厚生省令 ��）�� 条）に係る子どもの年齢の基準日を年度途中に変更し、保育士

の配置基準が変わる場合の影響等については、児童の発達や環境への順応といった

観点も踏まえながら、平成 �� 年度中に地方公共団体・保育所等に調査を行い、そ

の結果に基づき必要な対応を検討し、結論を得る。その結果に基づいて必要な措置

を講ずる。�

� � � � � また、配置基準等を満たさなくなった事業所に対する監査指導の流れについて、

改めて平成 �� 年度中に周知するとともに、保育士・保育所支援センターへの支援

等を通じて、地方公共団体の保育士確保の取組を支援する。�

�

�
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�

事 務 連 絡� �

平成 �� 年 �� 月 �� 日�

� � � 都道府県�

各� 指定都市� 保育担当課� 御中�

� � 中 核 市�

�

厚生労働省子ども家庭局保育課� �

�

�

「規制改革推進に関する第２次答申」を踏まえた具体的な留意事項等について�

�

� 保育施策の推進については、日頃より格別の御尽力を賜り厚く御礼申し上げます。�

� この度、「規制改革推進に関する第２次答申」（平成 �� 年 �� 月 �� 日規制改革推進会議。

別紙１参照）が取りまとめられたことを踏まえ、具体的な留意事項等を下記のとおりお示し

しますので、内容を十分御了知の上、貴管内の市区町村への周知を行うとともに、本内容の

趣旨を踏まえて対応いただきますようお願いします。�

 

記�

�

１� 保育提供区域内に居住する子どもに係る優先利用について�

児童福祉法（昭和 �� 年法律第 ��� 号）第 �� 条第３項及び附則第 �� 条第１項に規定す

る利用調整を行うに当たっては、保育所等の利用に係る優先度を踏まえるため、「子ども・

子育て支援法に基づく支給認定等並びに特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者の

確認に係る留意事項等について」（平成 �� 年９月 �� 日付け府政共生第 ��� 号・�� 文科初

第 ��� 号・雇児発 ���� 第２号内閣府・文部科学省・厚生労働省通知。以下「留意事項通

知」という。）第２の７で示している「優先利用に関する基本的考え方」等を踏まえ、独

自に点数付けを行うなどの取扱いを行っている事例が多く見られるところである。�

その際、地域における地理的な要因や通常の交通手段の違い、通勤経路等を踏まえて、

保護者がその居住する地域の近隣の保育所等に通うことが可能となるよう、各市区町村が

定める保育提供区域内に居住する子どもについて、当該区域内の保育所等への入所の可能

性が大きく高まるような点数付けを行うことも考えられること。�

また、「大規模マンションにおける保育施設の設置促進について」（平成 �� 年 �� 月 ��

日子保発 �����第１号・国都計第 �� 号・国住街�第 ��� 号厚生労働省・国土交通省通知。

別紙２参照。）を踏まえて対応をお願いしているところであるが、保育提供区域内に居住
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する子どもの入所を優先することは大規模マンションでの保育所等の設置促進にも資する

ことから、大規模マンションでの保育所等設置に取り組む市区町村をはじめ、各市区町村

においては、このような点数付けの実施について検討すること。�

�

２� 保育所保育指針に基づく付加的な保育について�

保育所保育指針（平成２９年厚生労働省告示第１１７号）第２の３の（３）において、

保育の実施に関わる配慮事項として「特に必要な場合には、各領域に示すねらいの趣旨に

基づいて、具体的な内容を工夫し、それを加えても差し支えないが、その場合には、それ

が第１章の１に示す保育所保育に関する基本原則を逸脱しないよう慎重に配慮する必要が

あること」とされている。�

また、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準�（平成 �� 年内

閣府令第 �� 号。以下「運営基準」という。）に基づき、保育所等は、保育の提供に当たっ

て、当該保育の質の向上を図る上で特に必要であると認められる対価等について、事前に

その使途、額及び理由を明示した上で保護者に対して説明を行い、その同意を得られた場

合は、当該保護者から保育料とは別に当該対価等に係る額の支払を受けることができるこ

ととされている。�

したがって、保育所保育指針が示す基本原則を逸脱しない範囲での付加的な保育につい

て、保護者に対して説明し、その同意を得られれば、別途保護者の負担を求めた上で保育

所等において実施することは可能であること。�

�

３� 保育人材の確保のための方策について�

保育人材の確保については、これまでもその確保・育成や業務負担軽減・就業継続等の

ための方策をお示しし、対応をお願いしているところであるが、以下のような方策も考え

られることから、これを踏まえた取組に努めること。�

� （１）平成 �� 年５月に実施された保育士としての就職を希望しない求職者に対する調査

において、「就業時間が希望と合わない」「雇用形態（正社員・パートなど）が希望と

合わない」との回答が一定数みられた。こうした保育士のニーズを満たすためには、

多様な働き方を進めることが重要であり、「保育所における短時間勤務の保育士の導

入について」（平成 �� 年２月 �� 日厚生省児童家庭局長通知。別紙３参照。）に基づく

短時間勤務保育士の活用に努めること。�

� （２）保育士・保育所支援センターを設置している都道府県等において、待機児童の解消

に一定の効果をあげていることから、保育士・保育所支援センターを設置していない

都道府県等においては、保育士・保育所支援センターを設置・活用することにより、

新たな保育人材の確保や潜在保育士の就職支援等に取り組むこと。�
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3 
 

（別紙１）規制改革推進に関する第２次答申（平成 �� 年 �� 月 �� 日規制改革推進会議）（抄）�

�

���各分野における規制改革の推進�

１．待機児童解消�

���具体的な規制改革項目�

③地方自治体の待機児童解消に向けた取組を促す制度改革�

ウ� 多様な保育所の参入促進�

���（略）�

�� 厚生労働省は、市区町村が保育所申込者の利用調整をする際に「保育提供区域内に

居住する保育申込者の入所を優先する」等の利用調整項目を設けることで、大規模マ

ンション内の保育所設営に対する居住者の理解を促し得ることを、地方自治体に通知

する。�

���厚生労働省は、保育所保育指針に基づく付加サービスについて、保護者の同意を得

られれば、保育料とは別に料金を徴収でき、認可保育所においても多様な保育の実施

が可能であることを地方自治体に周知する。�

�～���（略）�

�

④�保育の受け皿拡大を支える保育人材の確保�

�� 厚生労働省は、「保育所における短時間勤務の保育士の導入について」（平成 �� 年２

月 �� 日厚生省児童家庭局長通知）を通知しているが、改めて当該通知に基づく短時間

保育士の活用を地方自治体に周知する。�

���（略）�

�� 厚生労働省は、保育士の就職相談や、就職あっせんなどの再就職支援、保育所の人

材確保を支援する保育士・保育所支援センターの活用が進むよう、地方自治体に周知

する。�

�・�� （略）�

�

� �
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4 
 

（別紙２）「大規模マンションにおける保育施設の設置促進について」（平成 ��年 �� 月 �� 日

子保発 �����第１号・国都計第 ��号・国住街�第 ��� 号厚生労働省・国土交通省通知）（抄）�

�

（１）�容積率緩和の特例措置を活用しようとする大規模マンションの建設時には、特に保

育施設に対する局所的な需要増が生じる可能性があることから、周辺地区の状況を含めた

保育施設の必要性の有無、必要な規模等について検討し、建設に関する都市計画の立案時

点や、総合設計制度等の許可申請時点から、都市計画部局、建築部局及び保育部局で連携

し、情報共有に努めること。�

（２）�検討の結果、需要増により新たな保育施設の確保が必要と見込まれる場合には、必

要に応じて、保育施設の設置を都市計画の内容や総合設計制度の許可条件として反映し、

その適用が図られるように検討すること。�

（３）�当該大規模マンションの開発を行う事業者に対し、児童福祉政策の観点から保育施

設の確保の必要性を示し、保育施設の設置を要請するとともに、必要に応じて、モデル事

例について情報提供すること。�

（４）�保育施設に係る容積率緩和の特例措置の適用に当たっては、当該施設の性質上、そ

の需要が入居者及び周辺住民の年代構成に左右されることに鑑み、将来、保育施設の需要

が減少した場合に許容されうる用途変更の範囲について、あらかじめ示しておくことが考

えられること。�

�

�

�

� �
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5 
 

（別紙３）「保育所における短時間勤務の保育士の導入について」（平成 �� 年２月 �� 日厚生

省児童家庭局長通知）（抄）�

�

１�最低基準における定数上の保育士の取扱い�

保育の基本は乳幼児が健康、安全で情緒の安定した生活ができる環境の中で、健全な心身

の発達を図ることであり、また、保育所の利用が一般化する中で従来にもまして保育士の関

わりは重要であるばかりでなく、保護者との連携を十分に図るためにも、今後とも最低基準

上の保育士定数は、子どもを長時間にわたって保育できる常勤の保育士をもって確保するこ

とが原則であり、望ましいこと。しかしながら、保育所本来の事業の円滑な運営を阻害せず、

保育時間や保育児童数の変化に柔軟に対応すること等により、入所児童の処遇水準の確保が

図られる場合で、次の条件の全てを満たす場合には、最低基準上の定数の一部に短時間勤務

�１日６時間未満又は月 �� 日未満勤務�の保育士を充てても差し支えないものであること。

なお、この適用に当たっては、組やグループ編成を適切に行うとともにこれを明確にしてお

くこと。�

����常勤の保育士が各組や各グループに１名以上�乳児を含む各組や各グループであって当

該組・グループに係る最低基準上の保育士定数が２名以上の場合は、１名以上ではなく２

名以上�配置されていること。�

����常勤の保育士に代えて短時間勤務の保育士を充てる場合の勤務時間数が、常勤の保育士

を充てる場合の勤務時間数を上回ること。�

�

２�留意すべき事項�

����職員会議等を通じて職員間の連携を十分図るとともに、保育士の職務の重要性及び児童

福祉法�昭和��年法律第���号�第��条の２第２項に基づく保育士の資質向上に係る努力

義務等にかんがみ、勤務形態の如何を問わず各種研修への参加機会の確保等に努める必要

があること。�

����短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律�平成５年法律第��号�や雇用保険法�昭

和 �� 年法律第 ��� 号�等の労働関係法規を遵守し、不安定な雇用形態や低処遇の保育士が

生ずることのないよう留意すること。このため、短時間勤務の保育士を導入する保育所に

あっても導入しない保育所と同様の保育単価とする取扱いとしている。�

����児童福祉法第 �� 条の２第１項に基づき、保育士の勤務形態の状況等について情報提供

に努めるべきであること。�

�

�

�
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２
．
調
査
結
果
の
概
要

平
成
29
年
度
幼
稚
園
・保

育
所
・認

定
こど
も
園
等
の
経
営
実
態
調
査

集
計
結
果
概
要

１
．
調
査
の
概
要

○
目

的
子
ども
・子

育
て
支
援
新
制
度
が
施
行
して

３
年
目
で
あ
り、
５
年
後
の
見
直
しの

中
間
年
を迎

え
た
こと
を
受
け
、今

後
の
公
定
価
格
の

設
定
等
の
検
討
に
資
す
る
よ
う、
幼
稚
園
・保

育
所
・認

定
こど
も
園
等
の
経
営
実
態
を
把
握
す
る
。

○
調
査
対
象

幼
稚
園
、保

育
園
、認

定
こど
も
園
、地

域
型
保
育
事
業
所
の
計
２
１
，
０
０
０
件

○
調
査
内
容

収
支
の
状
況
（
平
成
28
年
度
）
、職

員
給
与
の
状
況
（
平
成
29
年
3月

）
等

○
職
員
給
与
の
状
況

■
１
人
当
た
り給

与
月
額
（
賞
与
の
１
/１

２
込
）
は
下
記
の
通
り。

○
私
立
保
育
園
の
常
勤
保
育
士
：
26
.2
万
円
（
勤
続
年
数
8.
8年

）
○

私
立
幼
稚
園
の
常
勤
幼
稚
園
教
諭
：
25
.９
万
円
（
同
10
.4
年
）

○
私
立
認
定
こど
も
園
の
常
勤
保
育
教
諭
：
24
.2
万
円
（
同
7.
9年

）

※
有
効
回
答
率
＝
全
体
：
52

.1
％
（
保
育
園
：
46

.4
％
、
幼
稚
園
：
67

.2
％
、
認
定
こ
ど
も
園
：
54

.5
％
）

○
収
支
の
状
況

■
収
支
差
率
は
、私

立
保
育
園
：
5.
1%

、私
立
幼
稚
園
：
6.
8%

、私
立
認
定
こど
も
園
：
9.
0%
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保
育
士
登
録
の
取
消
し
に
関
す
る
事
務
に
つ
い
て

既
存
の
仕
組
み
（
本
人
の
届
出
義
務
）

保
育
士

①
欠
格
事
由
に
該
当
し
た
場
合
、

本
人
か
ら
の
届
出

②
保
育
士
登
録
の
取
消
し
・

本
人
へ
登
録
取
消
の
通
知

新
た
な
仕
組
み
（
市
区
町
村
の
保
有
す
る
犯
歴
情
報
の
活
用
） 保
育
士

保
育
園

①
都
道
府
県
か
ら
事
業
者
へ
の
報
告
依
頼

・
都
道
府
県
は
、
保
育
園
に
対
し
て
、
勤
務
す

る
保
育
士
が
逮
捕
さ
れ
る
な
ど
、
欠
格
事
由
に

該
当
す
る
お
そ
れ
が
生
じ
た
場
合
、
保
育
園
の

所
在
地
の
都
道
府
県
へ
の
報
告
を
依
頼

保
育
士
登
録
先
の
都
道
府
県

②
情
報
収
集

・
都
道
府
県
は
、
当
該
保
育
士
や
そ
の
家
族
、

勤
務
先
の
事
業
者
、
市
町
村
等
か
ら
当
該

事
案
に
関
す
る
情
報
提
供
を
求
め
る
と
と

も
に
、
裁
判
の
傍
聴
等
に
よ
り
情
報
を
収
集

す
る
。

→
欠
格
事
由
に
該
当
す
る
お
そ
れ
が
あ
る

場
合
、
確
認
を
実
施

（
省
令
の
規
定
を
新
設
）

保
育
園
等
の
所
在
地

の
都
道
府
県

③
犯
歴
情
報
の
照
会

・
都
道
府
県
が
保
育
士
の
住
所
地
の
市
区
町
村
に

対
し
、
住
民
票
の
写
し
を
請
求
し
、
本
籍
地
を

特
定
。

→
保
育
士
の
本
籍
地
の
市
区
町
村
に
対
し
、

犯
歴
情
報
の
照
会
を
行
う
。

保
育
士
の
本
籍
地

の
市
区
町
村

④
保
育
士
登
録
の
取
消

・
欠
格
事
由
に
該
当
す
る
保
育
士
に
対
し
、
都
道
府
県
の
職
権
で

登
録
の
取
消
を
行
い
、
本
人
に
通
知

＋

※
保
育
士
登
録
の
機
会
等
を
捉
え
、

制
度
の
周
知
徹
底
を
図
る
。

※
事
案
を
把
握
し
た
都
道
府
県
と
当
該
事
案
の
保
育
士
登
録
先
の
都
道
府
県

が
異
な
る
場
合
、
把
握
し
た
都
道
府
県
が
保
育
士
登
録
先
の
都
道
府
県
に

登
録
取
消
を
行
う
べ
き
旨
を
通
知
。

欠
格
事
由
に
該
当
す
る
お
そ
れ
が
場
合
の
確
認
方
法
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